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はじめに 

 
 2018 年 3 ⽉、⼤阪府社会福祉審議会 ⾏政の福祉化推進検討専⾨部会で、「⾏政の福祉化
の推進のための提⾔」がとりまとめられました。その中で、「⾏政の福祉化」を「⼤阪の福
祉化」につなげるための⽅向性として、「①プレイヤー（担い⼿）の拡⼤」と「②働く分野
の拡⼤」の必要性が⽰されました。 

当法⼈では、これらの具体化に向け、2018〜19 年度は「⼤阪版ソーシャル・ファーム
認定制度（ソーシャル・ファームおおさか）プロジェクト」に取り組みました。 

 
○18 年度は⼤阪の福祉化に向けた「プレイヤー（担い⼿）探し」として、可能性のある団

体等にアンケート・ヒアリング調査を実施。⼆つの領域（インクルーシブ領域とパイオ
ニア領域）でソーシャル・ファーム候補の発掘をおこないました。 
【インクルーシブファーム（就労⽀援分野等）】 

・脆弱性を抱える⼈々の社会への再統合を志向する領域に、労働市場で雇⽤や働く場
を具体化してく担い⼿ 

【パイオニアファーム（まちづくり分野等）】 
・個⼈や地域の脆弱性に対して新たな価値・⼿法・必要な制度の開発を試みる担い⼿ 
 

○19 年度は「プレイヤー（担い⼿）⽀援」として、『⾏政の福祉化』が推進してきた「公
共調達（公契約）等の活⽤」と「SDGｓの実現や ESG 投資」など公共性や社会性への
配慮が⾼まる「社会的⾦融等の活⽤」に向けた可能性を検討しました。 
・「社会的⾦融」を通じた地域・社会的課題解決の可能性を探るセミナー 
・府内の公益法⼈等（社会福祉法⼈）における「社会性に配慮した調達」の現状把握 
・プレイヤーの「社会的価値の⾒える化」につながる、社会的インパクトマネジメント

研修の実施。 
 
2020 年度から 2022 年にかけては、『「⾏政の福祉化」にかかる「職域拡⼤」等⽀援のモ

デルづくり』を⽬指し、「中間⽀援組織と連携した⼤阪の福祉化プロジェクト」を推進し
ています。 

 
○20 年度は⼤阪府ハートフル条例の改正（以下 改正ハートフル条例）に伴い、「“公契

約”における就職困難者の就労⽀援の推進」が明記されたこともあり、「公共の担い⼿」
でもある「指定管理者」に着⽬し、職域拡⼤の可能性を探りました。具体的には、⼤阪
府における指定管理者の選考⽅法や評価⽅法等を公開⽂書から悉皆で把握し、「社会
的・公益的価値の評価」の課題を下記のとおり整理しました。 
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・社会的・公益的価値は「⼀元的な価値尺度」では測りにくいため、市場性効率性だけ
ではない「ストーリー・価値の共有」の場の必要性がある。 

・⺠営化等の進む中で「⾏政が現場感」を保つための対話の場の必要性がある。 
こうした経過を踏まえ、21 年度は 22 年度の「プレイヤーの認証制度の発⾜」に向け、

「⼤阪版ソーシャル事業所認証研究会（以下研究会）」の⽴ち上げと、⾏政の福祉化やソ
ーシャル・ファーム等の取組みの認知度向上を⽬指した Web による広報を充実させまし
た。 

 
研究会では、「①認証基準と認証システム」「②認証を通じた⽀援策（公共調達・社会的

⾦融）」をテーマに、第 1 回は「⾦融等通じた⽀援策」、第 2 回は「認証基準と認証システ
ム」、第 3 回は「社会的価値を考慮した公共調達」を開催しました。 

研究会の設置では、「ストーリー・価値の共有」を⼤切に、今後の「ラウンドテーブ
ル」への発展を企図し、インクルーシブ領域・パイオニア領域・社会的⾦融・公共調達な
どに精通する中間⽀援組織・有識者・実践者に就任いただき、⼤阪府にもオブザーバーと
して参画いただきました。 

 
⼤阪版ソーシャル事業所認証研究会 委員名簿 
氏名 所属 役職 分野 領域 

丸尾 亮好 
大阪知的障害者雇用促進建物サービ

ス 事業協同組合 
事務局長 中間支援組織 

インクルーシブ

領域 

金塚 たかし 
特定非営利活動法人 大阪精神障害

者就労支援ネットワーク 

副理事長 ・

JSN統括施設長 
中間支援組織 

インクルーシブ

領域 

高見 一夫 
有限責任事業組合 大阪職業教育協

働機構 
館長 中間支援組織 

インクルーシブ

領域  

永井 美佳 
社会福祉法人 大阪ボランティア協

会 

常務理事・事

務局長 
中間支援組織 パイオニア領域 

柴原 浩嗣 一般財団法人 大阪府人権協会 
業務執行理事 

兼 事務局長 
中間支援組織 パイオニア領域 

前田 浩 
一般財団法人 大阪府地域支援人権

金融公社 
専務理事 社会的金融  

福原 宏幸 大阪市立大学 名誉教授 学識経験者 
社会的経済、社

会的排除・包摂 

岸 道雄 立命館大学 政策科学部 教授 学識経験者 
公共経済、公共

経営 

深尾 昌峰 龍谷大学 政策学部 教授 学識経験者 
非営利組織、社

会的金融 

菅野 拓 
大阪市立大学 大学院 文学研究科・

文学部地理学教室 
准教授 学識経験者 

社会的経済・企

業、非営利組織 

埋橋 伸夫 
特定非営利活動法人 暮らしづくり

ネットワーク北芝 
代表理事 実践者 パイオニア領域 

尾中 友哉  株式会社 サイレントボイス 代表取締役  実践者 パイオニア領域 

福田 久美子 株式会社 美交工業 専務取締役 実践者 
インクルーシブ

領域 
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21 年度の研究会では、京都信⽤⾦庫、京都北都信⽤⾦庫、湖東信⽤⾦庫、⿓⾕⼤学が推
進する京都の S 認証を参考に、「段階を設けた認証基準」「認証システム」について案を取
りまとめました。 

「段階を設けた認証基準」では、事業を通じた社会的・公共的価値の実現に賛同する事
業者等を広く認証する「チャレンジ認証（S 認証と同様の評価基準）」と上位認証して就労
⽀援など特定分野で特に秀でた取り組み（働く分野の拡⼤）を推進する「アドバンス認
証」の 2 段階を設けること。 

また、「認証システム」では、公平性や信頼性を担保するために、⼤学や中間⽀援組織
等の専⾨機関が参画する団体を新たに設⽴し認証事務局とすること。認証評価について
は、実務者・学識経験者・認定中間⽀援組織等で構成される第三者委員会によること。な
どが⼤きな枠組みが決まりました。 

 

 
22 年度も引き続き、数回の研究会の開催や HP 等による情報発信など、認証制度の発⾜

に向けた取り組みを推進させます。本報告書では、研究会のプレ企画として実施した S 認
証をテーマとした公開学習会「社会と地域の⽬利き⼒」。第 1〜3 回の研究会の資料および
議事録をとりまとめています。社会的価値を考慮した調達や⾦融の可能性に興味のある⽅
は、ご確認ください。 
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２０２１年度 第１回 ⼤阪版ソーシャル事業所認証研究会 議事録  

  

開催概要 
⽇時：2021 年 11 ⽉ 19 ⽇（⾦）18:00〜20:00  
会場：アネックスパル法円坂 ３階２号室  
 

議事次第 
１． 設置要項の説明 
２． 2018〜2020 年度 実施事業説明  
（発表者：【事務局】⽥岡秀朋・特定⾮営利活動法⼈福祉のまちづくり実践機構） 
 

参加者  
【委員】 
（対⾯） 
・丸尾 亮好 ⼤阪知的障害者雇⽤促進建物サービス 事業協同組合 事務局⻑ 
・前⽥ 浩 ⼀般財団法⼈ ⼤阪府地域⽀援⼈権⾦融公社 常務理事 
・菅野 拓 ⼤阪市⽴⼤学 ⼤学院 ⽂学研究科・⽂学部地理学教室  
（オンライン）  
・福原 宏幸 ⼤阪市⽴⼤学 名誉教授  
・岸 道雄 ⽴命館⼤学 政策科学部 教授  
・埋橋 伸夫 特定⾮営利活動法⼈ 暮らしづくりネットワーク北芝代表理事  
・⾼⾒ ⼀夫 有限責任事業組合 ⼤阪職業教育協働機構館⻑ 
・尾中 友哉 株式会社 サイレントボイス 代表取締役  
（途中参加）  
・柴原 浩嗣 ⼀般財団法⼈ ⼤阪府⼈権協会 業務執⾏理事  
（⽋席）  
・⾦塚 たかし NPO 法⼈ ⼤阪精神障害者就労⽀援ネットワーク 副理事⻑  
・永井 美佳 社会福祉法⼈ ⼤阪ボランティア協会事務局⻑  
・福⽥ 久美⼦ 株式会社 美交⼯業 専務取締役  
 
【事務局】  
（対⾯参加）  
・⽥岡 秀朋 特定⾮営利活動法⼈福祉のまちづくり実践機構  
・四井 恵介 有限会社 CR-ASSIST 代表取締役  
・植並 ⼀⾺ ⼀般財団法⼈ ⼤阪府地域⽀援⼈権⾦融公社 プログラム・オフィサー 
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・中東 ⼤輔 ⼀般財団法⼈ ⼤阪府地域⽀援⼈権⾦融公社 プログラム・オフィサー  
（オンライン）   
・太⽥ 明⽇⾹ 特定⾮営利活動法⼈福祉のまちづくり実践機構 
 
【オブザーバー】  
（対⾯参加）  
・上国料 洋⼦ ⼤阪知的障害者雇⽤促進建物サービス 事業協同組合  
（オンライン）  
・岡本 勝之 ⼤阪府福祉部障がい福祉⾃⽴⽀援課就労・IT ⽀援グループ 統括補佐   
 

１．設置要項の説明  
会議資料（P.100）「1_⼤阪版ソーシャル事業所認証研究会規程」のとおり  
 

２．2018 年〜2020 年度 実施事業説明  
（発表者：【事務局】 ⽥岡 秀朋・特定⾮営利活動法⼈福祉のまちづくり実践機構） 
会議資料（「2_2018 年度-20 年度事業説明」（P.102）参照）に基づき説明  
 

（１）2018 年度の事業  
2018 年度事業では⼤阪の福祉化に向けた「プレイヤー探し」。インクルーシブファームと

パイオニアファームの候補がどれくらいあるか 171 団体にアンケートを送り、116 団体よ
り回答。 そこから把握できた実態は次のような４類型に分けられます。  
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もう⼀つわかった実態は、団体の設⽴に法律の改正が影響していることです。次の図のよ
うに、NPO 法施⾏（1998 年）、公益法⼈改⾰（2008 年）など、環境や制度が整備されたこ
とで団体が増えてきています。  
 

 

 

（２）2019 年度の事業  
2019 年度の事業では、担い⼿⽀援をするために、団体⾃⾝による価値の⾒える化が必要で

はないかと考え、お⾦、⾦融、公共調達の分野で価値の⾒える化をはかりました。  
⼀つ⽬の、⾦融を通じた社会課題解決の可能性について考えるため、⾶騨信⽤組合を招き、

地域伴⾛型の強みを活かした⾦融の取り組みを紹介しました。また、地域通貨を使った⼦ど
も達の取り組み事例として北芝のまーぶの取り組みも紹介しました。  
また、このとき休眠預⾦の分配団体の募集もあり、ヒューファイナンスおおさか（⼀般財

団法⼈⼤阪府地域⽀援⼈権⾦融公社）へのコンサルテーション・アドバイスを⾏い、ヒュー
ファイナンスおおさかが草の根分野の休眠預⾦分配団体に認定されました。  
⼆つ⽬の、仕事で担い⼿⽀援を考えるため、⼤阪府内社会福祉法⼈における調達について

調査を実施しました。結果は「①『社会性に配慮した調達』の意義は理解できながらも、⼗
分に実施はできていないこと」、「②社会性や公共性に配慮した調達を進めるための⽀援ニ
ーズはガイドライン 4 割、有料調達先リスト 4 割、相談窓⼝ 2.5 割、事例紹介 2 割」という
ことでした。  
三つ⽬の価値の⾒える化については、サイレントボイスの尾中さんも参加された、ソーシ

ャルインパクト評価の研修を 2 ⽇間開催しました。 このうち⼀つ⽬の「⾦融を通じた地域・
社会課題解決の可能性（お⾦で担い⼿⽀援）」において、ヒューファイナンスおおさかにコ



10 
 

ンサルテーションをした際には、⾶騨信⽤組合の「育てる⾦融構想」をモデルに、休眠預⾦
の分配団体として⽴候補しました。 

 

 
（出典）⾶騨信⽤⾦庫ウェブサイト

https://www.chusho.meti.go.jp/koukai/kenkyukai/smartsme/2019/190424smartsme03.pdf 

 

このヒューファイナンス⼤阪が⾶騨信⽤組合をモデルに作った「ひと・まち・げんき助成」
の公募結果は 20 団体募集があった中から 8 団体が選ばれ、2020〜2022 年度の 3 年間でま
ちづくりやつながりづくりの団体を⽀援していく予定です。  
⼆つ⽬の「仕事で担い⼿⽀援」について、次の図の社会福祉法⼈の調達状況の基礎調査か

らわかることは、⼀般的随意契約がほとんどだということです。これまで信頼のあるところ
と契約をするのが圧倒的となっています。  
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「総合評価⼀般競争⼊札」「競争性のある随意契約」について配慮している、評価している
点については、下の図の通り業務実績、本業重視という傾向がはっきり⾒て取れます。 
 

 
 

（３）2020 年度の事業  

そこから社会福祉法⼈や指定管理者に、調達にあたって何に配慮しているか調査する予定
でしたが、コロナの影響でできませんでした。その代わりに指定管理者の選定を取り上げ、
社会的な価値を⼤阪府においてどう評価されているのかを調べました。  
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指定管理者の選定項⽬に、府の事業への協⼒という項⽬があり、その項⽬にどんなことが
書いてあるかを分析しました。 この項⽬は「その他管理に必要な事項」として 10 点が与え
られています。下の図からわかるのは、評価においては何をした、どれくらいしたかという
量的なものが重視されていること。 また、社会的公益的価値を評価できる⼈材がいないと
いう⼆点でした。  
指定管理者を決める選定委員の中に専⾨家が⾒受けられないこともわかりました。 
 

  

そしてこのようなあいまいな評価基準の中で、有識者のヒアリングを通じて「マーケット
だけでなくパブリックで『⽬指すべき価値（共通価値）』を定める」⼤切さがわかりました。  

その他管理に際して必要な事項 10

1

6

(2)

(1)

(3)

1

2

府・公益事業協力等

行政の福祉化

就職困難層への雇用・就労支援

障がい者の実雇用率

知的障がい者の現場就業状況

府民、ＮＰＯとの協働

環境問題への取組み
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特に、「①社会・公共的という価値は『⼀元的な価値尺度』では測りにくく、正しい（〇）
正しくない （✖）ではなく、対話から得られる合意（納得感）が⼤切であること」、納得感
を得るためには、「②『市場性・効率性を測る』だけでなく、『ストーリー・価値の共有』の
ための、パブリックサウンディングのような対話の場が⼤切であること」また、ユニークな
意⾒としては、⺠営化が進む中で⾏政も現場感を保てるのかという意⾒や、⾏政が施策を通
じて何かをやっていくのは⼤賛成だが、現場からすると不可能であることを評価項⽬に⼊
れないでほしいというような意⾒もありました。  
公募時の申請書で⾒られた内容としては、「府事業・公益事業への協⼒」として、シルバー

⼈材センターを使うとか、障がい者サポートカンパニー制度への登録など、わかりやすい取
り組みが中⼼でした。「府⺠、NPO の共同の基本⽅針」については、学⽣ボランティアを使
う、NPO や障がい者団体とカフェを開くなど、施設そのものの⼟着性・地域性をどう活か
すかがあまり書かれていないような印象でした。  
 

 

（４）⼤阪の福祉化を⽬指すための課題  
⼤阪の福祉化を⽬指すにあたり、質の評価をどのようにするか考えた場合、さまざまな⽴

場の⼈の議論が必要であると考え、委員構成を多めにしました。  
できていることばかりでなく、やってみようという意志やその団体がなんのために取り組

むかといったストーリーの⽬利きと信頼性をもてる基準を作っていきたいと思います。ま
た、社会性や思いだけで事業として持続させるのは難しい場合に、ソーシャル事業所認証を
ボランティアとしてではなく、継続のために助成⾦などを活⽤して、事業性の中で社会性を
組み込んでもらえるような事業所を応援したいと思います。そのためのインセンティブを
応援できるような基準を⽬指します。 
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市場については、⼤阪府は総合評価⼊札制度など⽬⼀杯しているので、それ以外の指定管
理者の再委託のルールを作る、社会福祉法⼈で調達ができるような市場を作るといったし
かけをやっていきたいです。  
その際には⼤阪府との協⼒も求めていきたいです。  

 

 
（５）2021 年〜22 年度の事業  

認証基準と認証システムづくりについては、インクルーシブ領域、パイオニア領域両⽅に
必要であり、やる気を応援するために、ある程度取り組みを進めているアドバンス認証や、
これからやってみようとするチャレンジ認証を作っていきたいです。 
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また、公益性を評価するために、選考委員会で公益性を判断できるポストを設置する、バ
ルセロナを参考に受託者からの再委託などのルールづくりを⾏いたいです。今後は、助成⾦
以外にも休眠預⾦を使った貸し付けや出資など、社会的⾦融のエコシステムについても検
討したいです。  
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（６）質疑  
（尾中）  
サイレントボイスではコロナ禍で聴覚障がい児の緊急⽀援を実施しました。マスクで読唇

もできない、学校にも⾏けないというストレスで⼦どもたちが精神的にきついことをあり
ありと感じていました。オンラインで⼦どもたちとコミュニケーションを取りましたが、聴
覚障がい児はもともとパイが⼩さく、事業性は⾼くありません。ただ、ニーズが明確にある
こと、サイレントボイスの⾏動が評価されて、多くの寄付が集まりました。サイレントボイ
スはニーズに対してビジネスの取り組みを⾏う株式会社と、ニーズはあるけど事業性の⾼
くない取組みをおこなう NPO 法⼈で役割分担していますが、NPO ではクラウドファンデ
ィングや寄付というファンドレイジングを軸に活動ができるようになりつつあります。今
回の認証制度で問う事業性とは、このような⾮営利のファンドレイジングで運営している
NPO も含むのでしょうか？  
 

（⽥岡）  
認証していこうとは思っています。メリットがどう作れるかについては、まだそこまで案

を持てずにいます。 
 

 （尾中）  
ファンドレイジングは事業性とみなせますか。  

 

（⽥岡）  
みなせます。ちなみに、どうやってお⾦を集めたんですか。 

 

（尾中）  
広報で活動を定期的にレポートすることで寄付が集まりやすくなりました。クラウドファ

ンディングだけではなく、新聞などでも寄付を受け付けていると報道されたことで、電話や
メールで寄付したいという声が集まりました。  
 

（四井）  
寄付を集める際に、ソーシャル認証という仕組みが、寄付する⼈に対してアピールとして

役⽴てばいいのではないかと思います。 
  
（菅野）  
良いことをしていると周りにわかるのが認証の意味合いだと思います。クラウドファンデ

ィングもある種のファンドレイジングで、それができればアピールになるのではないでし
ょうか。  
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（尾中）  
サービスを提供して受益者からお⾦をいただくだけでなく、その活動に対して、寄付のよ

うにお⾦を集めることも含めて、事業ととらえるというのは問題ないという理解でいいで
しょうか。 
  
（菅野）  

問題ありません。  
 

３．ひと・まち・げんき融資の経過と現状  
（発表者：【委員】⼤阪府地域⽀援⼈権⾦融公社 前⽥ 浩）  
会議資料（P118「３_0_ひとまちげんき融資の経過と現状」）参考  
 

（１）経過  
1966 年に⼤阪府、⼤阪市が同和地区向けの中⼩企業融資を始め、1969 年 10 ⽉、財団法

⼈⼤阪府同和⾦融公社が設⽴されました。特徴は融資と記帳指導がセットになっているこ
とです。モデルになったのは 1961 年に名古屋市にできた公益財団法⼈ 名古屋市⼩規模事
業⾦融公社です。  

当時の⼩規模事業者は記帳できず申告できなかった⼈が多かったため、⾦融機関からお
⾦を借りられない⼈が多くいました。名古屋は市の制度融資とは別に、記帳指導しつつ、銀
⾏の融資を受けられるような団体を作りました。  

⼤阪でも当時同和地区では⽂字が書けない⼈が多く、税申告ができない状況で、⾦融機関
からお⾦が借りられない⼈が多くいました。そこで名古屋を例に経営指導と融資を始める
ようになりました。その後同和地区事業者への融資をしていましたが、1998 年 12 ⽉に NPO
法が施⾏され、2003 年に、融資対象を⼀般も対象に含めることになりました。そのときに
名称を変更して現在の名 称となり、商⼯業融資とコミュニティビジネス融資を開始しまし
た。さらに 2010 年４⽉にコミュニティビジネス融資をいまの「ひと・まち・げんき融資」
に変更しました。  
 

（２）コミュニティビジネス融資、ひと・まち・げんき融資のきっかけ  
NPO 法⼈法施⾏後、⾦融機関からお⾦を貸す機関が少なかったため、⼤阪府地域⽀援⼈権

⾦融公社が、⼤阪府で社会的な活動をしている組織・団体を応援するため、個⼈・法⼈を問
わず NPO を対象に使える融資を作りました。 

 

（３）コミュニティビジネス融資、ひと・まち・げんき融資の融資実績  
これまでの融資実績については、以下の通りです。  



18 
 

 

コミュニティビジネス融資 152 件 10 億 8784 万円（2003 年 4 ⽉〜2010 年 3 ⽉）  
ひと・まち・げんき融資 111 件 10 億 8818 万円（2010 年 4 ⽉〜2021 年 9 ⽉）  

合計 263 件 21 億 7602 万円  
現在残⾼            合計 17 件 1 億 43 万円  
 

2011 年に NPO 法⼈が中⼩企業信⽤保証の対象となったことで、NPO に融資をすると保
証がつくようになりました。貸し倒れになった場合でも、信⽤保証協会が保証することとな
り、⼀般⾦融機関も NPO にお⾦を貸すようになりました。そのため、コミュニティビジネ
ス融資、ひと・まち・げんき融資の需要が減ってきました。  
 

（４）融資の申し込み対象及び融資審査基準について  
コミュニティビジネス融資、ひと・まち・げんき融資の審査基準については以下の通りです。 
 
〇基本的に、事業が提供する「財やサービス⾃体に社会性が⼊っていること」 
〇継続企業（借⼊⾦償還可能な財務状況）を有すること  
〇債権の保全が出来ること（保証⼈や担保が確保できること）  

 

基本的には、事業が提供する「財やサービス⾃体に社会性が⼊っていること」を条件にし
ていたこともあり、この融資の 6 割以上は福祉事業者という状況になっています。また、融
資をするにあたってはお⾦を返していただかないといけないので、事業を継続することが
前提になります。するとどうしても融資対象が収益部⾨のある団体に偏りがちになってし
まいます。それから、融資をした分については、債権の保全をしていただかないといけない
ので、連帯保証⼈や担保が必要になります。そういった意味では、まちで頑張っているボラ
ンティア型の団体への融資実績は積めていませんでした。  
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次に「ひと・まち・げんき融資の対象と採⽤条件」ですが、1 番上の「事業型 NPO」につ

いては法⼈・個⼈を問わず、提供する財やサービスについて社会性があるといえます。経営
のガバナンスの中に社会性があるかにいては、問いませんでした。また継続企業であり、債
権の保全ができるということで融資対象になります。次に「ボランティア型 NPO」につい
ては、提供する財やサービスについて社会性はありますが継続事業ではない場合、評価は△
あるいは×となり、×のところは融資対象にはなりません。ただし、そのような事業者が⾏
政からの受託事業を受けたり補助⾦を受けた事業をしていく場合には、受託契約が⾏政と
できているので、その事業に対するつなぎ資⾦としての利⽤はできるとして△としています。
また例えば清算払いで途中の運営費がないような場合や、つなぎ資⾦がないために申請す
らもあきらめてしまう場合に利⽤した例もあります。  
 
「営利企業（本体業務と NPO 活動混合型）」は、問題なく融資ができます。最後に、NPO

活動や⾼齢・障がい・児童福祉事業以外の「営利企業」については、今まで融資に取り組ん
できませんでした。今後、物件販売業や飲⾷店など、提供するサービスとしては普通の販売
や製造業でも、経営の中に社会的な要素をもっている企業へ融資していく可能性はあると
思います。京都はそういった企業を認証して社会的価値を上げる取り組みをしていますが、
⼤阪でもそのような事例の影響を受けて実施していく可能性があるでしょう。今後は経営
の中に社会性がある企業で、債権の保全ができるなら、融資の対象にしていきたいと思って
います。  
これまで、提供する財やサービスに「社会性」がある例としては、「福祉サービスの提供―

⾼齢者⽀援・障がい者⽀援・⼦育て⽀援等等」「雇⽤⽀援」などを取り上げていましたが、
経営（ガバナンス）の中に社会性があるものとして、「雇⽤している外国⼈労働者の⼈権を
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⼤切にしている」「シングルマザーを積極的に雇⽤している」「障がい者が働きやすい職場づ
くりをしている。」なども取り上げていきたいです。  
経営の中で、社会性のある取り組みを当たり前にやっている企業もたくさんあります。そう
いった企業を認証して、この取り組みを横に広げていけばこのような企業がもっと広がっ
ていくのではないでしょうか。  
また⼀⽅で、提供する財・サービスは社会的な取り組みであったとしても、従業員等を⼤

切にしていないとか、利⽤者さんに対して⼈権を尊重していない事業者もあったのではな
いかという思いもあります。ガバナンス⾯を重視して、融資をしていたわけではないので、
若⼲の反省はあります。この反省を⽣かして今後ソーシャル認証制度ができたら、認証され
た団体、企業についてはそのようなことも考慮された上で認証されているはずなので、独⾃
に判断しなくてもよくなればいいと思います。  
 

（５）ひと・まち・げんき融資の今後について  
2003 年にコミュニティビジネス融資を作った当時は創業⽀援をやっていました。事業者の

中には有名になった⽀援団体もありました。そこの代表者の⽅はどこの銀⾏に⾏ってもお
⾦を貸してくれなかったそうです。その⽅からコミュニティビジネス融資についての問い
合わせがあり、融資するまでに 3~4 ヶ⽉かかりました。そういった創業⽀援はしんどいけ
ど楽しいものでした。そ のような創業⽀援を改めて再開したいです。  
今後は、経営の中にある社会性も評価して融資対象としたいです。  
多様な事業者の相談を受けながら課題解決型の伴⾛型⽀援をめざしたいです。そのために

は、⾃分たちだけでなく、今回関わった⼈に協⼒していただきながら、伴⾛⽀援をできるよ
うな体制を作る必要があるのではないかと思います。  
懸念事項といたしましては、ソーシャル企業の認証について、⾦融機関を通じた⽀援策と

して、安易に安く貸せということにならないだろうかということ。また、事業性が認められ
なかったら融資対象にならないという問題もあります。 

 

そのような場合は、クラウドファンディングを作ったり、いろいろな寄付を集めるようお
⼿伝いできる仕組みを作れればと考えています。ゆくゆくはボランティア性と事業性をも
ったところにも融資していけるようにしたいです。  
 

（６）⾦利について 
（会議資料（P.121）「3_1 ⼤阪信⽤保証協会＿保証料率」参照） 

信⽤保証協会では、⾦融機関が融資をする者に対して保証します。そのことで⾦融機関は
中⼩零細企業に対して、低利で貸すことができます。ただし、事業者は信⽤保証協会に保証
料を払っています。  
保証制度には⼆つあります。⼀つは「責任共有保証」制度です。これは保証協会が 8 割ま
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で保証し、⾦融機関が貸し倒れになった場合２割負担するというものです。  
保証制度を利⽤するには企業評価をしてつけた「区分」ごとに料率がかわります。有担保

で区分 1 の場合は 1.8、区分 9 の場合は 0.35 です。この保証料が銀⾏の⾦利にプラスされ
ます。区分 1 の場合、銀⾏⾦利が 1 パーセントで実質⾦利は 2.8 パーセントです。ヒューフ
ァイナンスは保証制度を適⽤しませんので、銀⾏⾦利の⾦利だけで⽐較されると⾼いよう
に⾒えますが、保証料と⾦利の合計公社の⾦利とほとんど差はないと考えます。  
「責任共有外保証」制度については、コロナ対策などで 100 パーセント保証するので、⾦

融機関に事業者へどんどんお⾦を貸してくださいという制度です。ただ、こちらも⾦利が⾼
くなってしまいます。さらに、中⼩企業に⾏けば⾏くほど融資が難しくなります。  
保証協会を通さず、独⾃で融資した場合は⾮常に⾦利が⾼いです。企業評価が悪い場合は、

7〜8%になる場合もあります。信⽤保証料は貸付の時に⼀度にもらいます。例えば⾦融機関
から 500 万円借りたとします。1 パーセントが信⽤保証料だとすれば、5 年返済であれば 1
年間 5 万円で 5 年 25 万円が信⽤保証料で、元⾦も返済で減るので、12 万 5000 円が信⽤保
証料です。これを 500 万円の融資から最初にいただきます。その後⾦融機関の利息＋元⾦
を返していきます。  
 

◆⼤阪府唯⼀の NPO バンクとして 

最初は財団法⼈だったので、貸⾦業の登録は必要ありませんでした。ところが 2006 年に
貸⾦業法が改正されます。また、公益法⼈改⾰で⼀般・公益財団の区分ができ、⼤阪府地域
⽀援⼈権⾦融公社は⼀般財団法⼈を選び、貸⾦業法の適⽤が必要になりました。その際に特
定⾮営利⾦融法⼈（いわゆる NPO バンク）の適⽤を受けました。NPO バンクは今のとこ
ろ⼤阪府で⼀社だけです。  
貸⾦業法には規制があり、年収の 3 分の１以上の貸⾦はできません。ただ、特定⾮営利⾦

融法⼈はその規制外で貸付ができます。具体的に説明すると、学校⼊学時、5 ⽉に奨学⾦の
結果が出るのですが、4 ⽉までに 100 万円近い⼊学⾦や授業料を納めないといけません。す
ると、低所得だったり親が事業に失敗していたりすると、⾦融機関はお⾦を貸してくれず、
進学できないことになります。そういった問題を解決するために、⼤阪府と相談しながら進
学のための融資制度を作りました。  
 

（７）質疑  
（菅野）  
創業⽀援融資をしていますが、今後投資・出資みたいなものに踏み込む枠組みはあります

か。創業時の⽀えを投資で実施する可能性は？  
 
（前⽥） 

貸⾦業法では可能です。ただ、⼤阪市・⼤阪府からの借⼊⾦が残っているので調整しない
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とわからないのですが、まったくダメかどうかわかりません。これまで考えたことがありま
せんでした。休眠預⾦で出資制度ができれば、基本財産を棄損する可能性も少なく、エント
リーしてやってみる価値はあると思いますが、まだなんとも⾔えません。  
 

４．意⾒交換  
（⽥岡）  
社会的⾦融のメリットやユニークな融資制度についてご存じの⽅はいらっしゃいません

か。 
 
（菅野）  
話題提供として、⾶騨信⽤組合に代表される協同組織⾦融機関の⼀部は、地域のネットワ

ークを使って⽬利きをしながら、財務諸表だけでは評価が難しい部分にも様々なサポート
をしています。⼀昔前で⾔うリレーションシップバンキングのような話なんですが、事業型
の⾮営利みたいなところから、営利企業や創業間もないところまで、地域の中でここは応援
しないといけないというところを加味して事業評価している例は増えています。京都の信
⽤⾦庫もそういう傾向が強くなっています。  
信⽤保証については、仙台市が国家戦略特区の中で、⼀般社団法⼈とか⼀般財団法⼈に対

しても実施するといったことを市がやっています。  
⾮営利かどうかを法⼈格だけで判断すると⽳が出てきます。今は⼀般社団法⼈で⾮営利事

業をやろうというところも増えています。法⼈格だけで判断するといたちごっこになりま
す。そのため、法⼈格ではなく、事業への⽬利き⼒が必要になるのではないでしょうか。 

 
（福原）  
社会性を重視して社会的企業や⺠間企業に融資を広げるのは⼤事だが、社会性という場合

に、⼈の問題だけでなく、エコロジーなど環境の問題も注⽬されている。すぐには無理でも
将来的に広げる展望も必要ではないでしょうか？ フランスの例として、NPO や社会的企業
に対する⾦融を⾏っている France Active という団体があります。この団体は、「⼈、雇⽤、
地域に⾦融を役⽴てる」ことを使命とし、エコロジー、環境、⽂化の多様性や共⽣といった
領域で「社会性がある」と認定された社会的企業などを融資の対象としているそうです。 

もう⼀点、企業の融資にあたって、経営の社会化といった話があったと思います。従業員
を⼤切にしていない企業を対象としていいのかということですが、社会的企業において、⼈
に対する評価は就労能⼒で測られます。⼀⽅で、ハンデを持った⼈は能⼒が低いのが前提と
なって⼤切にされない部分も出てくる。そのような中では配慮という概念が⼤事ではない
でしょうか。そういう視点に⽴ってどんな仕組みを作るのかを明⽂化する⽂化を作らない
といけない。障害者就労⽀援などに取り組む NPO 法⼈共同連などの団体は、そういう取り
組みをやっているので、いろいろなところを参考にして詰めて⾏く必要があるのではない
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でしょうか。   
 
（尾中）  
両親が聞こえず、私は⼿話ができたので、聞こえない⼦どもに向けた教育事業を始めまし

た。国の聴覚障がい者⼿帳が⽰す聞こえない 18 歳以下の⼦どもの数は 1 万 7000 ⼈で普通
の学習塾と同じスケールで事業展開はできず、事業性はもともとないので、量ではなく質の
部分でやっていく必要があります。そこが評価されてお⾦的なリソースが獲得できるのは、
もともと事業性のポテンシャルが低かったマイノリティへの⽀援が増えていくと感じまし
た。 

 

（埋橋）  
これまでの作業の中で指定管理含めマーケットでなくパブリックサイドで⽬指す共通価

値を作るべきだと思いました。そのためにストーリーを打ち⽴てるのがいいのではないか
という点について、隣保館の指定管理を受けたとき、隣保館の活動がどうあるべきか、隣保
館のあり⽅をストーリー的に具体事例も打ち出した。その甲斐もあり運営では⾏政とのや
りとりもスムーズになっている。ただ、これをどういう形で⼀般化するかという問題意識が
あります。  
 
（⽥岡）  
具体的にどんなことをやりましたか？  

 
（埋橋）  
どういうことができるかを具体的に提案しました。  

 
（⾼⾒）  
融資について、コミュニティビジネスや社会起業家のさまざまの例を⾒てきたが、融資の

例は少なかったです。融資だけでなく、投資、助成⾦、多様な資⾦調達の⽅法を考えないと
返済能⼒の点でひっかかるのではないでしょうか。  
社会性と事業性の観点から審査しないといけない。以前イタリアに⾏ったときに「バンカ

エチカ」という⾦融機関がありました。ここでは、社会性の議論は地域で審査委員会を作っ
て、その企業が社会的に必要だとまず認定しています。そこから「バンカエチカ」に照会し、
返済能⼒を審査するという 2 段階⽅式をとっていました。  
社会性は幅広い概念で、返済能⼒の概念を柔軟に考えないと事業性だけの評価になってし

まうと効果を発揮しないのではないかと思います。この間の事業を通じて、今育てようとす
る団体のイメージをどう具体的に描くかが私も⾒えてこないので、これからの議論の⼀つ
ではないかと感じています。  
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（⽥岡）  
バンカエチカはお⾦をどう集めているんですか？  

 
（⾼⾒）  
はっきりしたことは不明ですが、会員制度があって、市⺠がこういう活動に使ってと⽬的

を指定して寄付だったかと思います。使⽤⽬的をある程度指定していたと思います。  

（※寄付ではなく、預⾦の間違い。第２回研究会において、⾼⾒⽒より発⾔を修正したいとあった） 

 
（岸）  
融資の話は初めてでした。⼤変興味深く伺いました。社会性の話は少し漠然としています。

社会性とは社会的な価値、何を⽬指すかということを詰めていけばいいのではないかと思
いました。  
融資を受けた⽅々が融資を⽤いてその後どうなったかというストーリーが⾒えると、融資

を使って事業が発展したりうまくいったかということが⾒えるし、意義の⼤きさや認知度
が⾒えるのではないかと思いました。 

⼀⽅で事業性について、返せなかったということがあるとよくないので、両⽅の⾯をもっ
と⾒える化できると議論に今後につながるのではないでしょうか。  
 
（⽥岡）  
ひと・まち・げんき融資ではそのような例はありますか。  

 
（前⽥）  
がんばって返している⼈はいます。守秘義務などもあり、貸してる側と借りてる側では、

⾒える化というかオープンにしにくい部分があります。いいよと⾔うところは⾒える化し
ていけばいいのではないでしょうか。  
返済できなかったところや事業がうまくいかなかったところについても、誠実に対応して

くれたらこちらも誠意をもって対応します。例えば 5 年かかるものを 20 年でもいいですよ
とします。ただ、開き直られるとどうしようもないことがありますし、破産した⽅がいいこ
ともあります。ここはケースバイケースかなと思います。  
 
（⾼⾒）  
コミュニティビジネス融資が思っていた以上の額を貸し出していますが、どういう事例が

ありましたか？  
 

（前⽥）  
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６〜７割が福祉事業者です。デイサービスや福祉サービス事業が⼤きいです。利⽤者さん
と介護保険料で回転しているので、⼩さい NPO 法⼈や少⼈数でがんばっているところの運
転資⾦や、開業時の半年分くらいの運転資⾦を融資したりしました。⾏政からの受託事業で、
最初に⼤きな⾦額がいるので、申請ができないときに融資をしたりしました。  
 
（⾼⾒）  
制度事業や委託事業である程度の収⼊が⾒込める NPO に貸し出すということですか。 

 
（前⽥）  
そうです。 

  
（⾼⾒）  
逆に営利団体や株式会社が社会的事業をやっているあるいは、やろうとしているとき、ひ

と・まち・げんき融資は対象になりますか？  
 

（前⽥）  
対象です。  
 

（福原）  
ヨーロッパの社会的企業や⺠間企業で社会的事業をやっているところには、全国的連合組

織があります。そういうところが新しく事業を⽴ち上げるときの資⾦調達も含めたアドバ
イスや⽀援、あるいは相互に仕事を融通しあって⽀え合うような関係があります。  
そのような当事者団体の相互に⽀え合う関係がないとうまくいかないと思います。⼤阪は

ボランティア協会ががんばっていますが、そういう団体の役割も掘り下げて考えていくこ
とが必要ではないでしょうか。イタリアの話ですが、地域と⾦融機関と当事者の連合組織の
三つが⼤事だと思います。 

 

（菅野）  
当事者の連合組織のように、良いことをやっている組織がつながるとか、相互に⾒える関

係が⼤事だと思います。いい意味ではサポートなどのメリットもあるのですが、お互いがお
互い監視している関係でもあるので、悪いことをしたら撤退せざるを得ないモニタリング
をしあっているような関係でもあります。だから事業者同⼠のネットワークが⼤事で、それ
がある種の信⽤保証になっていると思います。  
それから、⾼⾒さんが⾔った多様な資⾦調達パネルは必要だと思います。融資、出資、助

成など、社会性を踏まえた事業であっても、ステージに合わせた資⾦調達は必要です。寄付
などを集めやすくするような⽀援や、クラウドファンディングを伴⾛的にやる⽀援、公契約
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にファンドレイジングを取り⼊れるなどいろんな形は検討の余地があると思います。  
企業の CSR も変化し、CSV という概念もでてきて、お⾦を渡すだけではダメになってい

ます。昔はお⾦あげるだけでよかったのが、⼀緒にやるからいい団体教えてと、そういう話
に変わってきて、コラボレーションする時代になっています。今後はそういう仲介も必要で
はないでしょうか？  
そういう際にこういう組織がありますと紹介できるとメリットがあるのではないかと思

います。資⾦だけでなく⽀援の仕⽅も多様にあるのではないでしょうか。   
 
（丸尾）  
いろんな事業評価の中⾝について、就労⽀援でいろんな⼈と会います。⾏政からの委託物

件で、指定管理や総合評価にしても、障がい者雇⽤も雇⽤率達成を第⼀にやる会社と、雇⽤
した障がい者個⼈を幸せにしようとがんばろうとする会社があります。だから、⼈権を⼤事
にする会社を評価することが⼤事だと思います。  
また、指定管理については、いろんなことが進むと⾏政の現場離れが起こります。現場を

知らない⾏政の⽅が多いと感じます。⾃分たちはその橋渡し役とならないといけないと感
じます。評価基準のあり⽅については、数字だけ⾒ていてはダメで中⾝も⾒ないとダメだと
思います。  
 
（菅野）  
このような評価においては、思い、チャレンジ、配慮などについては、数字だけでない⼈

的評価とそのための機構がいる。バンカエチカもそういうところがあるのではないでしょ
うか。そういうところを、審査する⼈を担うのが⾏政でいいのかは考えるべき。現場を⾒る
機会はそこに集まるのではないか。そういう世界は半官半⺠で⼀緒に担う機構があると共
通⾔語ができていいのではないか。そういうものがあると、知識経験のハブになると思いま
す。  
 
（柴原）  
企業や NPO の取組みの継続性や社会性を評価するうえでは、返済能⼒や信⽤を評価する

外部や第三者が必要だと感じます。NPO 活動に⼀定助成したり、それを継続して事業化し
たり、事業化を育てるようなファンドレイジングもあればいいと思います。事業を進める⼀
つの⼿段として融資を受け、それを返済しながら事業が⼤きくなるような、NPO の取り組
みにつなげられないかと研究会に参加しています。  
ひと・まち・げんき融資について、これがどういう活動に活かされているか知りたいです。

3 年間とか 5 年間とかお⾦が⼊ってくる前提で融資をされていると思いますが、事業として
の信⽤をどう⽬利きしているのか、融資されているものがどんな活動に⽣かされているか
知りたいと思いました。それを⽀援する機能がないとなかなか企業への認証だけで終わっ
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てしまって融資につなぐのは難しいのではないかと感じました。  
 

（岡本）  
ひと・まち・げんき融資のことは勉強する機会がなかったのでとても興味深かったです。

これからは福祉だから⾦融の話はいらないというふうにならないと痛感しました。総合評
価⼊札とか指定管理者制度といった⾏政の福祉化の視点を⼊れて 20 年になります。量だけ
ではなく、中⾝の評価について⾏政で先⾏できない分、もしかするとこの認証制度で先⾏で
きるのではないかと感じました。  
 

（福原）  
まとめとは別に、ひと・まち・げんき融資で気になることがあります。会議資料「３_ひと

まちげんき融資の経過と現状」の 2 ページの「ひと・まち・げんき融資の対象と採⽤条件」
の表があります。  
経営の中の社会性を問う対象として営利企業だけ上がっているが、NPO や⾮営利のとこ

ろではそういうことは問わなくてもやっているはずだというある種の性善説的な観点でそ
うなっていると思います。ところが、NPO においても、トップのリーダーシップで⾛って
メンバーのことを聞かず、トラブルを起こしているケースもあります。社会的事業をやって
るから当たり前だという理解は控えた⽅がいいのではないか、NPO でもガバナンスやマネ
ジメント分野での社会性を⾒ていく必要があるのではないかと思っています。  
⺠間企業でも NPO でも双⽅の組織運営をどうするかという SDGs 的なものに配慮してい

く必要があると思います。ひと・まち・げんき融資はとても勉強になりました。これを認証
制度作りにどう具体的に⽣かしていくのか、研究会で考えていきたいと思います。  
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２０２１年度 第２回 ⼤阪版ソーシャル事業所認証研究会 議事録 

  

開催概要 
⽇時：2022 年 1 ⽉ 20 ⽇（⾦）15:00〜17:00  
会場：⼤阪市⽴⼤学 ⽂化交流センター ⼤セミナー室  
 

議事次第 
１．第１回会議のふりかえり  
（発表者：【事務局】⽥岡秀朋・特定⾮営利活動法⼈福祉のまちづくり実践機構） 

２．⼤阪版ソーシャル事業所 証基準・システムについて 案  
（発表者：【事務局】⽥岡秀朋・特定⾮営利活動法⼈福祉のまちづくり実践機構） 

３．意⾒交換  
 

参加者  
■会場参加  
【委員】  
（対⾯） 

・丸尾 亮好 ⼤阪知的障害者雇⽤促進建物サービス 事業協同組合  
・永井 美佳 社会福祉法⼈ ⼤阪ボランティア協会  
・柴原 浩嗣 ⼀般財団法⼈ ⼤阪府⼈権協会  
・菅野 拓 ⼤阪市⽴⼤学 ⼤学院 ⽂学研究科・⽂学部地理学教室  
・福⽥ 久美⼦ （株）美交⼯業 ※途中参加  
（オンライン） 
・⾦塚 たかし 特定⾮営利活動法⼈ ⼤阪精神障害者就労⽀援ネットワーク  
・⾼⾒ ⼀夫 有限責任事業組合 ⼤阪職業教育協働機構 館⻑ 
・福原 宏幸 ⼤阪市⽴⼤学  
・埋橋 伸夫 特定⾮営利活動法⼈ 暮らしづくりネットワーク北芝  
・尾中 友哉 株式会社 サイレントボイス  
（⽋席） 
・前⽥ 浩 ⼀般財団法⼈ ⼤阪府地域⽀援⼈権⾦融公社  
・岸 道雄 ⽴命館⼤学 政策科学部  
・深尾 昌峰 ⿓⾕⼤学 政策学部  
 

【事務局】  
（対⾯） 
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・⽥岡 秀朋 特定⾮営利活動法⼈福祉のまちづくり実践機構  
・太⽥ 明⽇⾹ 特定⾮営利活動法⼈福祉のまちづくり実践機構  
（オンライン） 
・四井 恵介 有限会社 CR-ASSIST  

（⽋席） 

・植並 ⼀⾺ ⼀般財団法⼈ ⼤阪府地域⽀援⼈権⾦融公社 

・中東 ⼤輔 ⼀般財団法⼈ ⼤阪府地域⽀援⼈権⾦融公社  
 
【オブザーバー】  
（対⾯） 

・前村 静⾹ ⼀般財団法⼈ ⼤阪府⼈権協会  
・上国料 洋⼦ ⼤阪知的障害者雇⽤促進建物サービス 事業協同組合  
（⽋席） 
・岡本 勝之 ⼤阪府福祉部障がい福祉⾃⽴⽀援課就労・IT ⽀援グループ 統括補佐  
 
１．第１回会議のふりかえり  
（発表者：【事務局】 ⽥岡 秀朋・特定⾮営利活動法⼈福祉のまちづくり実践機構）  
 

前回の⼤阪版ソーシャル事業所認証研究会は 11 ⽉ 19 ⽇に実施させていただきました。
2018〜20 年度と 3 年度かけて福祉のまちづくり実践機構でどんなことをやってきたのかを
ご紹介をさせていただいたのと、⼤阪でもそのようなソーシャル事業所認証のようなもの
を始めていきたいということをご説明させていただいてます。  
前回の研究会では、「ひと・まち・げんき融資」でコミュニティビジネスや NPO への融資

をずっとされてきましたヒューファイナンス⼤阪（⼀般財団法⼈ ⼤阪府地域⽀援⼈権⾦融
公社）の⽅から、ソーシャル事業所認証する上で、社会的⾦融としてどういう役割を果たせ
るかということを踏まえて、事業の紹介をしていただきました。  
その後質疑応答で委員の皆様からいただいた意⾒の要旨を次ページの資料「1_01 第⼀回研

究会_意⾒集約」（会議資料 P.124）にまとめています。  
 

（１）認証対象  
いただいた意⾒をご紹介しますと、⼀つは認証対象に関しましては、NPO の委員の⽅か

ら、事業性が⾼くない事業をやっているようなときに、クラウドファンディングやファンド
レイジングを軸にして事業を展開している団体の事業所は、認証の対象となるのかという
意⾒が出ておりました。  
もう⼀つが、⾮営利型の⼀般社団法⼈、事業型の NPO 法⼈というふうに、法⼈格だけで
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は事業内容の判断がつきにくくなっているので、法⼈格を限定するのはナンセンスではな
いかという意⾒も出ました。  
 

（２）認証視点  
そして認証の視点ということに関しては、事業の社会性ということだけではなくて、ガバ

ナンスの社会化という観点が重要ではないかという意⾒が出ました。就職困難者の⽅や障
がい者の⽅をしっかりと包摂して事業をやっていこうというところで、インクルーシブな
視点、配慮という視点を持った認識が重要ではないか。配慮については企業の中で明⽂化し
ているところを評価するといったことも検討したらどうかというご意⾒をいただきまし
た。  
事業内容が社会的であればガバナンスも社会的であろう、いい仕事をしているところは労

働者にとっても優しいだろう、というような性善説に⽴った理解を変えるべきではないか。
事業内容とのバランスを判断していく必要があるのではないかという意⾒もいただきまし
た。障がい者雇⽤の現場でもですね、雇⽤率達成を優先しようとする会社の⼀⽅、雇⽤した
障がい者個⼈を幸せにしようとする会社があります。数字だけではなくて、⼈権を⼤切にす
るような姿勢で、中⾝をしっかりと評価できる進め⽅をしていかなければと思います。  
もう⼀つは、インクルーシブファームやパイオニアファームは社会全体の幅広い概念なの
で、認証で育てようとする団体のイメージを、ちゃんと具体的に描き、⽬指す⽅向性を定め
てやっていくべきではないかという意⾒をいただいております。また、事業性や財務諸表な
ど、地域のメンバーシップ、まちづくりなどの事業をやっているときに、相互監視的な地域
のメンバーシップも⼊れていけるような仕組みが⼤切だというご意⾒もいただきました。  
さらに、地域のみならず事業所同⼠のネットワークなど、相互に⾒える関係も⼤切。業者

間の相互評価はある程度信頼できるのでそういったネットワークを使っていきましょうと
いう意⾒がありました。また、ネットワークの数字に表しにくい部分を評価する機構が必要
ではないか。地域や業者間のネットワークを評価するのは難しいので、それをちゃんと評価
できる機構を作っていくのが⼤事ではないかという意⾒がありました。その機構について
は、評価そのものを⾏政だけで担うのではなく、⺠間、⾏政が半官半⺠で⼀緒になっていけ
るような機構が望ましいのではないかという意⾒が出ておりました。  
 

（３）公共調達  
公共調達の可能性と活⽤ということにつきましては、⾏政事業の公募、指定管理で社会性

公共性を踏まえた選考をするためには、そういうパブリックサイドでどんな団体がいいか
しっかりと共有価値を⽰していく必要があるのではないかという意⾒がありました。  
隣保館など対象施設などの役割を踏まえた上で、評価基準に含めることが⼤事。⼤阪府の

職場環境整備機関が中間⽀援組織として認められておりますので、そういった団体が指定
管理など⺠間の視点によって⾏政の現場離れが起こりうるので、中間⽀援組織が、⾏政の⽬ 
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指したい⽅向と現場の現実的なつなぐ橋渡しをやっていく必要があるのではないかという
意⾒をいただいております。  
 

（４）社会的⾦融  
社会的⾦融については、社会性と事業性の両⽅からの審査が必要になるという話が出まし

た。事例としまして、バンカエチカでは社会性と事業性を 2 段階で審査していました。社会
性は地域の審査委員会で審査し、社会性が認められた団体は次の銀⾏的な⾦融で返済能⼒
がどこまであるのかということを審査する。このような 2 段階⽅式もあるので、それを参
考にするのもいいかもしれないという意⾒でした。  
次に、国内において共同組合⾦融では最近では財務諸表だけではなくて、地域の中で応援

しないといけない企業を評価する動きが出てきていますという紹介がありました。また、社
会的⾦融を通じた融資の結果、ストーリーをしっかりと情報発信してはどうかという話題
が出ました。前回の会議で⾔いますと、ヒューファイナンスでひと・まち・げんき融資が思
っていた以上に活⽤されている例が紹介されていました。しかし、融資⾼が結構あるのにあ
まり知られてないので、問題意識があり、このような取り組みをしっかり伝えていきましょ
うという提⾔がありました。  
さらに、事業性は低いが社会性の⾼い社会事業、新事業、市⺠事業 CB も、融資だけでは

⾏き詰まるので、融資や助成⾦の資⾦調達パネルを⽤意していくべきという話も出ました。
最後にヨーロッパの事例ですけれども、社会的⾦融というときに、社会的企業が全国連合組
織を作って資⾦調達を含めたアドバイスやサポートをしています。時には仕事を融通して、
相互に経営を⽀えていく仕組みがあるという例が出ました。社会的⾦融だけでなく、そのよ
うな事業を⽀えるベースとして、地域性、⾦融、当事者の連合組織といった視点を持ってい
けばどうかというご意⾒をいただきました。 

 

２．⼤阪版ソーシャル事業所 証基準・システムについて 案  
（発表者：【事務局】 ⽥岡 秀朋・特定⾮営利活動法⼈福祉のまちづくり実践機構）  
 
本⽇は次ページのテーマでお話しします。 
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（１）⼤阪版ソーシャル事業所認証の基準  
 

 
 

◆対象とする事業者  
「⼤阪版ソーシャル事業所認証システムについて（案）」では、まず対象とする事業者は、

府内の中⼩企業、公益法⼈、NPO です。法⼈格については、法⼈格を持っているところに
限定しようという形になっております。  
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◆２段階の認証  
認証企業を広げる⼊⼝的な S 認証の後、S＋“なになに”認証という⼆段階で考えています。

S 認証は京都のモデルを真似たものです。S＋認証はアドバンスと位置づけ、⼤阪らしさを
追求するような認証ができたらいいなと思っております。後ほど説明させていただきます
けども、S+i とか S+h とか S+p、S+e というような形で何種類か分野を作っていって上位
認証としてやれたらと考えています。  
 

 
 

◆S 認証の基準  
S 認証の基準としましては京都モデルを⼤阪にも準⽤し、こういった取り組みを広げてい

くということを主たる⽬的にしたいなと思っておりまして、認証基準は京都のまま導⼊を
考えています。  
各社が申請してきた、「①社会的課題解決に向けた取り組み」と「②重点的な取り組み」

を、外部の認証機構を外部の評価委員会が審査を基本とします。  
 

◆社会的課題解決の領域  
社会的課題の領域としましては以下の 10 個になっております。これが結構細かい内容に

なっています（参考：会議資料 P. 144 参考_2-02_社会課題発⾒シート Ver２」）。 
 

分野としましては①環境、②地域・社会、③働き⽅・雇⽤、④伝統、⑤多様性、⑥教育、
⑦医療・福祉、⑧健康、⑨貧困、⑩開⽰・説明責任というものです。その中でだいたい 113
の項⽬になっています。これはこの項⽬ができている、できていないというものではなくて、
申請するときに⾃分のところの会社がどういった社会的課題の解決について取り組んで い
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るのかを発⾒するためのヒントの項⽬です。この項⽬は⾃分の会社は何ができているかを
発⾒するヒントとなるようなシートになっています。  
このシートの項⽬はどんどん増やしたり減らしたり変わっていっています。第 1 弾が 2021

年の 5 ⽉で 101 項⽬だったのが、バージョン 2 では 113 項⽬に増えています。ただ増えて
いるというだけではなくて、例えば⑥教育で 11 項⽬あったものが 10 項⽬になり、⑧健康
は 10 項⽬から 8 項⽬になりました。随時、項⽬は⾒直されています。 

 

 
具体的にバージョン 1 と 2 を⽐較して⾯⽩かったのは、昆⾍⾷です。環境に優しいという

ことで、昆⾍⾷に取り組んでいるというのがバージョン２で登場してきました。企業さんと
の やりとりの中で新しい取り組みが出てきたら項⽬に追加していくということもあります。
このような形でチャレンジ認証として S 認証の項⽬を⽤意して、広げていく中でいろんな
⼈に⼊っていただく。そして、いろんな団体に幅広く参加いただけるものを作った上で、ア
ドバンスという形で、例えば、社会包摂分野で特に優れている団体がれば S+I（インクルー
ジョン）認証として、アドバンス認証するというものを考えています。  
 
 

◆アドバンスの認証基準：S＋i:inclusion 社会包摂認証基準  
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アドバンスの認証基準としましては、チャレンジ認証を取得している団体の中から障がい

者や⽣活困窮者の分野で優れた取り組みをしている団体を認定していきたいなと思ってい
ます。基準につきましては、⼤阪府では総合評価⼀般競争⼊札を実施されていて、それが⼤
阪のローカルシーンにもあっているだろうという認識もあり、そういうものを参考に評価
基準を作っていきたいと思っています。  
例えば障がい者の就業体制や何⼈雇っていますよ、だけではなくてその⽅々にとって働き

やすい⽀援体制を整えているかどうかを⾒ていったり、障がい者だけじゃなくて就職困難
者が働いてますよということ、その⽅たちの定着率も⾒ていきたいなと思っております。認
定状況については、モニス認定とか C-STEP の加⼊、協⼒雇⽤主といった、わかりやすい
認定を取り⼊れているかどうかも基準に⼊れていきたいなと思います。  
 
会議資料_2-03_総合評価項⽬概要（P.147）にあるのが⼤阪府の総合評価⼀般競争⼊札の評

価資料です。  
これは令和 3 年度（2021 年）のものになるんですけれども、100 点満点中 50 点が「価格

評価」、「技術的評価」は 14 点。「公共性評価」の中で「福祉への配慮」は 30 点です。あと
「環境への配慮」が 6 点です。その中でも「福祉への配慮」という部分についてしっかりと
⼤阪らしい認証基準の項⽬として、S+I 認証の⽅に⼊れていきたいなというふうに思ってお
ります。 
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◆アドバンスの認証基準：S＋p:pioneer 先駆性 

 

   
 
 
S+p はパイオニアですが、先駆性の認証基準になります。認証を取得している分野の中で

特に優れた取り組みを評価していこうと思ってます。例えば市場性が⾼いわけではないが、
必ずニーズがあるもの。そのニーズに対してファンドレイジングをしながらでも何とか事
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業を成り⽴たせていってるようなもの。地域のなかできらりと光るような取り組みをされ
ているところについては、この S+p 認証を進めていきたいと思っています。  
 

◆アドバンスの認証基準：S＋e:environment 環境・持続可能性  
あと、S+e は環境・持続可能性ですね、チャレンジ認証を取得しているところから環境分

野で特にすぐれているものの基準を作っていきたいなと思っております。 
 

◆アドバンスの認証基準：S＋h:humanrights ⼈権  
 

   
S+h は今注⽬されているサプライチェーンなどにしっかりと配慮されているところを認

証するようなものができないだろうかと考えています。  
また、就職困難者の⽅の雇⽤だけではなくて、現在おられる従業員の⽅に対する⼈権への

配慮がしっかりあるような⼈権に特化した優れた企業について、⼈権認証基準ができない
かと考えています。 
 

（２）⼤阪版ソーシャル企業認証の体制  
 

◆認証体制  
認証体制につきましては、京都の S 認証に倣いました。認証するのが「⼤阪ソーシャル企

業認証機構」。認証機構から「ソーシャル企業認証第三者委員会」の⽅に「認証評価依頼」
をしまして、機構に「評価結果報告」を⾏ない、機構から「認証企業」に対して認証を⾏う
という流れです。「⼤阪ソーシャル企業認証機構」は仮の名前ですが、⼤阪公⽴⼤学の⼤学
発のベンチャーとして⼀般社団法⼈を設⽴できるように今相談中です。 
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認証企業を増やす営業については、現在ヒューファイナンスさんに、このソーシャル企業

認証制度ができたときに、取引先に申請サポートをするアドバイザー的な部分をお願いし
てご了承いただいております。図ではヒューファイナンスのお名前を書いております。  
ただ、ヒューファイナンスだけでは預⾦機能がないので、ヒューファイナンス以外の信⾦

さんや信組にも参加していただけるような形で事業運営をしていきたいなと思っておりま
す。第三者委員会の構成の中には「S 認証部会」が⼀番ベーシックなものとしてあって、そ
こには実務者、学識経験者 5 名程度で構成し、中間⽀援組織から 1 から 2 名、学識経験者 1
から 2 名、⾦融機関 1 から 2 名のだいたい 5 ⼈ぐらいの委員会でやっていきたいなと考え
ています。 
 

◆認証の対象について  
アドバンス認証の＋iHPe につきましては、その分野の専⾨家を 1〜2 名プラスしていくと
いう形で考えております。第 1 回研究会で、委員の皆様からいただいた意⾒を認証基準へ
反映させてみますと、団体認証の対象につきましては、法⼈格を限定せず幅広くした⽅がい
いというご意⾒でしたが、府内の中⼩企業、NPO、公益法⼈を対象としているので、限定
は緩やかなものだろうと思います。  
 

◆認証の視点について  
以下、会議資料 2-05_第 1 回研究会_意⾒反映状況（会議資料 P．156）を参考にしながら、

今後の⽅針について述べてまいります。 
 認証の視点としては、幅広い社会課題を対象にするということで、S 認証の基準をしっか
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りと踏襲していきたいなと思っています。ガバナンス⾯のご指摘をいただいていたので、社
会的課題発⾒シートに働き⽅や雇⽤分野で必ず⼀項⽬は該当するように、といったことを
検討するようにしていきたいと思っています。また、独⽴性と客観性を持たせる独⽴認証機
構として第三者委員会を設置します。 
 

◆認証の対象について  
アドバンス認証の＋iHPe につきましては、その分野の専⾨家を 1〜2 名プラスしていくと

いう形で考えております。第 1 回研究会で、委員の皆様からいただいた意⾒を認証基準へ
反映させてみますと、団体認証の対象につきましては、法⼈格を限定せず幅広くした⽅がい
いというご意⾒でしたが、府内の中⼩企業、NPO、公益法⼈を対象としているので、限定
は緩やかなものだろうと思います。  
 

◆認証の視点について  
認証の視点としては、幅広い社会課題を対象にするということで、S 認証の基準をしっか

りと踏襲していきたいなと思っています。ガバナンス⾯のご指摘をいただいていたので、社
会的課題発⾒シートに働き⽅や雇⽤分野で必ず⼀項⽬は該当するように、といったことを
検討するようにしていきたいと思っています。また、独⽴性と客観性を持たせる独⽴認証機
構として第三者委員会を設置します。 

認証委員会の構成としましては、現場から地域業界のメンバーシップを利⽤するような中
間⽀援組織を委員に参加いただいて、将来的には⾏政の参加も呼びかけていきたいなと思
っております。幅広い参加が可能な S 認証で、地域資源を⽣かして⼤阪の独特の課題解決
を⽬指すような認証として、⼆つの認証をやっていきたいなと思っております。  
 

◆公共調達の活⽤について  
公共調達の活⽤ということにつきましては、第 3 回でこの分野を予定しておりますのでこ

の場では今回は反映できておりません。  
 

◆社会的⾦融について  
社会的⾦融という意味では、社会性と地域性の観点から審査をする必要があります。この

会社の事業が社会的だという部分は第⼀段階の S 認証が担えている。事業性については、
お⾦を貸せるか貸せないかという部分で⾦融機関がしっかり審査していければ、社会性の
認証として S 認証が使えるのではないかと思います。  
融資につきましては、守秘義務もありますので、⾃分たちの貸した団体がどうなったかっ

ていうのは⼀⽅的には公開できないと聞いています。合意した団体に限定して⾒える化を
図っていきたいなと思っております。地域への⽬利き⼒を上げることが重要かなと思いま
す。  
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多様な資⾦調達パネル等につきましては、⾦融機関がお⾦を貸すだけではなくて、休眠預
⾦等いろんな助成⾦も最近出てきておりますので、そういったものの活⽤も視野に動ける
といいなと思っております。  
⾦融機関を通じた広がりということについては、最初に⼩さく始めて最後に⼤きくなった

らいいと思っています。アドバイザー領域に⾦融機関に⼊っていただければいいと思いま
す。  
 

（３）⼤阪版ソーシャル企業認証の年間運⽤イメージ  
⼤阪版ソーシャル企業認証の年間運⽤イメージは、2023〜24 年までに、年 3 回程度の認

証を、認証機関の有効期限を 3 年間という形でやっていければと思っています。 

中⻑期的なスケジュールとしては、来年度 2022 年度に S 認証プラス i をスタートさせて
いきたいと思います。S 認証企業側のメリットとしては、メディアでの情報発信、ソーシャ
ルセクター全体のメリットとしては、どういった⽅々とコミュニティを作れるかというこ
とで、そのような組織を把握していくことが⼤事かなと思います。  
 

（４）⼤阪版ソーシャル企業認証の中期スケジュールとメリット  
23 年度〜24 年度では、パイオニア認証を iHPe 認証（アドバンス認証）のメニューとして

増やしていきたいと思います。認証企業のメリットとして、評価基準等への適応を求めてい
きたいなあと思います。  
参考までに京都の S 認証さんの認証団体に対する広報は、ホームページを⾒てみますと、

マップを使って、事業所のあるところにピンを⽴ててわかるようになっています。また各分
野の各団体さんを紹介するようなページもあります。このように、広報から、メリットとし
て広めていければと思います。 
 

◆S 認証 
S 認証企業紹介ページ（2022 年 1 ⽉ 28 ⽇アクセス）https://besocial.jp/list/ 
 

（５）告知呼びかけ先  
告知、呼びかけ先としましては、ボランティア協会の賛助企業会員、⾏政の福祉化の総合

評価⼊札に参加されてる会社などこちらが把握しているものだけを挙げていますが、こう
いった団体 に告知をしてみる。もしくは、先ほどできたアドバイザーに⼀度事業の説明に
⾏ってもらう、そういったことを進めていきたいなと思っています。  
また、中⼩企業同友会さん、⼤阪商⼯会議所さんなどの会員企業にも声をかけていければ

と考えています。  
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（６）2023 年度以降の財源 

2022 年度は⼤阪府の地域福祉助成に申請予定ですが、23 年度以降の収⼊としては審査料
として、2 万円×20 社で年間 60 社を⽬標に 120 万の審査料。賛助会員や寄付を募って 20
万円で、140 万程度の予算を獲得したいと思っています。  
そして⽀出につきましては、審査員の謝礼として 30 万円を予定しています。事務局費⽤は
ホームページのメンテナンスを含めて 90 万円くらい考えています。以上、事務局からの提
案です。  
 

３．意⾒交換  
（福原）  

前回の研究会のみなさんからいただいた議論を踏まえてどういうふうに事業を構想し
ていくのか、これに関する提案が出ると聞いていましたが、今いただいた⽥岡さんの報告を
聞いて現時点では、かっちりしたものが提起されているなと思いました。確かにこれだった
ら次年度に事業実施というところまでいけそうだなという感想をもちました。事務局の皆
さんたちが相当知恵を絞って、議論に議論を重ねた成果だと評価したいと思っております。  
「2.⼤阪版ソーシャル企業認証の体制」（会議資料 2_01 ⼤阪版ソーシャル事業所認証案に

ついて（P.125）中）の、認証の体制について、ヒューファイナンスの役割についてもう少
し補⾜をお願いします。  
 

（⽥岡）  
ヒューファイナンスの前⽥さんがお休みですので、代わりにお答えします。事前にヒュー

ファイナンスさんに説明させていただいて、⾦融機関アドバイザーという役割についてヒ
ューファイナンスさんの⽅に応援いただけるか相談したところ、市⺠公益活動グループと
いうものをヒューファイナンスさんは有しておられまして、もし認証がちゃんと形として
できてきた場合には、その⼈員を充当して、取引先とか公益的な活動をやっているような団
体の⽅に営業し、認証を進めていくことに協⼒したいと⾔っていただいております。  
アドバイザーの役割としましては、京都の S 認証の⽅で⾔いますと、実際に事業所さんの

対応をされている⽅が、取引先の事業者の社会性を発⾒する地域の⽬利きを深めると聞い
ております。ヒューファイナンスさんの⽅にも、このような認証があると企業に勧める営業
マンの役割を担っていただければと思っております。  
 

（福原）  
はい、わかりました、ありがとうございます。  

 

（⾼⾒）  
前回の議事録について 1 点だけ訂正させてください。第⼀回⽬議事録（P.25）の私の発⾔
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のバンカエチカの財源について寄付と答えましたが、預⾦の間違いです。預⾦をするときに、
預⾦者が⾦利の分をどこどこの事業所に使ってくださいと指定ができるという⽅法です。
訂正をしていただければありがたいなと思います。 
  
（⽥岡）  
寄付ではなくて、預⾦の利⼦をどこに使うかというイメージですね。  

 

（⾼⾒）  
ありがとうございます。 
  
（菅野）  
「2.⼤阪版ソーシャル企業認証の体制」（会議資料 2_01 ⼤阪版ソーシャル事業所認証案に

ついて（P.125）中）のところで⼤阪公⽴⼤の⼤学発ベンチャーとして、学問領域というか
⽐較的第三者的に何か物を扱える世界としてやっていかないとあかんというところで、こ
こは頑張ろうと個⼈的にも思っています。 
プラスしてメリットが何かという議論が今後出てくるんじゃないかと思うんですが、認証

していくと認証を受けた企業が束になり、企業群ができるわけですが、そこに対していろん
なアプローチができたりとかネットワークができたりとか、そういうものがこの制度で⾮
常に⼤事な部分なんじゃないかなあと個⼈的には考えてます。  
要は、何かええものがあったらその企業群にお知らせすることができるし、そこからの声

が出てくることもあるし、他のセクターやこの地域と何かいろんな調整をするときに声を
集められたり、そういう機能もあるだろうと思うので、そういうものとして⾒るといいかな
と思います。 
  
（丸尾）  
認証を取ることによるメリットが⼆つあるんやろうなって思います。総合評価とか指定管

理の中に認証制度が反映されるといいのかなと思いますね。20 年ほど総合評価の結果を⾒
ているんですけども、障がい者雇⽤っていうと雇⽤率がなんぼとか、障がい者雇⽤率の点を
取るためだけやろうとしてくるところがあって、どうしても仕⽅がないと思うんですけど
も、そうなってくるんですよ。  
認証制度ができることで、もう少しソフトな⾯、実際中⾝は具体的にどういうことをやっ

てるのかがしっかり⾒られてくる可能性はあるのかなと思います。どうしても⾏政の仕組
みというのは誰が⾒てもわかるように⾒える化しなければいけないところがあるので、こ
のような仕組みでソフトのところを押さえてるとありがたいなと思ってます。  
総合評価と指定管理は似ていると思われるんですけども、総合評価は⽐較的、特に⼤阪府

ではビルメンテナンスの仕事を中⼼にやられているので、掃除の仕事で障がい者雇⽤とい
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うのが⼀つの⽬的になるんですね。ところが指定管理というのは結果として障がい者雇⽤
ができたらいいよねというふうに、本来の⾏政庁の役割を担うということでしか評価基準
ができてこないことがあるので、そこで認証制度が⽣きてくるんじゃないかなと思いまし
た。  
 

（永井）  
「2.⼤阪版ソーシャル企業認証の体制」（会議資料 2_01 ⼤阪版ソーシャル事業所認証案に

ついて（P.125）中）のあたりを⾒ながらコメントしたいと思います。菅野さんは⼤阪市⽴
⼤学の所属だから、⼤阪公⽴⼤学になります。それは⼼強いと思うのですが、⼀個⼀個の機
能が成⽴しないとこの図は動かないので、それを具体的に動かすということが実現可能性
を⾼める⼀歩だと思います。  
その中で申請サポートに位置する認証機関のところなんですけど、認証基準を京都に準じ

るというのは、京都を動かしてるものを⼤阪でも同じような形で認証制度として、導⼊させ
てもらい、⼤阪と京都の地域差とか事業者さんとの違いなどを京都と⽐較したり共有した
りしながら、都道府県を超えたらエリアで⾼めていくようなことができたらいいと思いま
した。なので、⼀緒にやってくことは賛成なんですが、京都の部分と⼤阪の体制を⾒たとき
に、京都は３つの信⾦さんが関わっていて、顧客を持っておられて信⾦の職員さんがアプロ
ーチされていて、信⾦の職員さんがサポートしています。⼀⽅で⼤阪の場合はヒューファイ
ナンスさんにも、お客さんがいらっしゃると思うんですけども、預⾦機能がヒューファイナ
ンスさんにはないので、⼤阪の信⾦さんがこの仕組みにそういうところが⼊ってくること
が⼤事なのかなと思います。  
例えば、まだこの研究会に⼊ってない信⾦さんに、実際に認証制度を動かすタイミングの

ちょっと前にこういうことをして⼀緒に社会を⾼めていきましょうとお声がけすることの
プロセスと、どなたの道筋から複数の⾦融機関と⼀緒に⾼められる体制にするか、その際に
どういう道筋で声をかけて、信⾦さんに気持ちよく⼊っていただくかということを具体的
に考えていく必要があると感じました。  
京都で⾦融機関が認証を案内し、企業がお⾦と⼿間をかけてやっているのは、⾦融機関的

に何かメリットがあるとか、企業や事業者にもメリットがあるんだろうというところがあ
ると思うんですがいかがでしょうか。  
また、中期スケジュールについて「4.⼤阪版ソーシャル企業認証の中期スケジュールとメ

リット」（（会議資料 2_01 ⼤阪版ソーシャル事業所認証案について（P.125）中）において、
認証制度を 22〜24 年で実現していこうというのがあり、基本的には賛同なんですけども、
24 年に⾏政の評価基準への適合ということをやろうと思ったら、⾏政のロードマップはど
こからどういうふうにどんな道順で実現するかについて、ちょうど岡本さんがいらっしゃ
るので、教えてください。  
また、⾦融機関の話に戻すと、⾦融機関でこれを促進するメリットみたいなところを、こ
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この中期スケジュールにもう少し細かくロードマップに落としていくと、⽴場のある⼈が
具体性のある話として落とし込んでいけ、実⾏を前提とした研究会に作り上げていけるん
じゃないかと期待して聞いておりました。  
 

（⽥岡）  
こちらについては深尾先⽣に伺う予定でしたが、今⽇は⽋席なので代わってお答えします。

あくまで、わたしの⾒解です。  
京都はどうしてこんなに S 認証が強いのか⾒ていました。S 認証は京都信⽤⾦庫、京都北

都信⽤⾦庫、湖東信⽤⾦庫の３つの信⽤⾦庫が⼀緒に⽴ち上げています。その中でも⼀番⼤
きい京都信⾦さんが中期経営計画で、8 割を ESG の融資先に変える、つまり、8 割は絶対
ESG の融資にしますという宣⾔を明記されています。そうなると今の取引先を ESG に取り
組んでいる団体へと⾃分たちで変えていかなければ、お⾦が貸せなくなるという事がある
のかなと思いました。この中期経営計画の８割を達成するために、営業で S 認証を取りま
しょうと声かけをされるでしょうし、事業主からしても信⾦さんが使えなくなったら困る
ということで、SDGs のような社会課題に向けた解決の視点を持って⾃分たちの事業を⾒直
すことにつながっているのかなと。推測ですが、そういうような動機付けやメリットが企業
にはあったのかなと思っております。  
机上の空論的なスケジュールであることは認めておるんですけれども、岡本さんの⽅から、

どういう動きをすれば⾏政は聞く⽿を持ってくれるのか、という点を述べていただけると
助かります。 
  
（岡本）  
スケジュールだけでなく、この認証の仕組みができた場合、その出発点は⾏政の福祉化の

推進について、有識者から提⾔をもらったうえで、なにが政策的に実現できるのかという提
案を⺠間にお願いした結果として、⽣まれたということがポイントになると思います。  
まさにこの認証制度がこれだけ形づいたことで、⾏政の福祉化の担い⼿、つまりプレーヤ

ーを育てる仕組みができてきたのかなと思っております。菅野先⽣もおっしゃっていまし
たが、例えばそれがメリットになるかは別として、そういった認証を受けた企業が、⼤阪版
のソーシャルファームの群として、我々の施策、政策実現、政策⽴案のためのパートナーに
なっていただき、新しい形での我々の政策を作っていくパートナーとなりうるのかなとい
うふうに感じています。 

ロードマップで⾔いますと、例えば⾏政の評価基準への適合については、最初にこの基準
で認定されるソーシャルファームは、総合評価の基準をベースにやっていったとしても、現
在導⼊している総合評価以上の取り組みをされているところが必ず出てくるんだろうなと
思います。また、逆に総合評価以上の取り組みをお⼿本にして施策のなかに取り込んでいく
こともできるんだろうなと思います。そのような同じ⽬線で認証企業様とお話を続けるこ
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とが、ロードマップを⼀つずつ早めていくきっかけになるのではと感じています。  
 

（⽥岡）  
そもそもこれら認証制度は、⾏政の福祉化を⼤阪の福祉化につなげるためにソーシャルな

事業所を作り出し、⾒える化することも⼀つ⼤きな⽬的としてあります。  
前回でも説明しましたが、社会福祉法⼈や公益法⼈といった社会性を踏まえた調達に興味

があるけれども、実際にどこができるんだ、どこにそんな事業所があるんだという声も結構
多かったということもあるので、このような社会性をちゃんと意識しながら事業をやって
いるような事業所や団体について⾒える化をするのが S 認証の動機でもあります。この認
証をつくる事に精⼀杯になりすぎて、その⼤前提の説明をせずに進めておりました。申し訳
ございません。  
 

（柴原）  
「アドバンスの認証基準：S＋h:humanrights ⼈権」（「2.⼤阪版ソーシャル企業認証の体制」

（会議資料 2_01 ⼤阪版ソーシャル事業所認証案について（P.125）中）S 認証にプラス h
は、おそらくこのような組み⽴てになるんじゃないかなと思います。  
現在いろんな⼈権問題があって、障がい、⼥性などなど、なにが⼈権なのかという部分で

少し混乱があります。例えば、仕事で不利があったりとか、⽣活⾯で困窮になったりとか、
今回のコロナで余計に困窮になったりとか。⼈権が守られてないことで、社会的な困難が起
こっている場合に、社会的な困難が社会的課題だと思うんですけども、それがまたそれぞれ
の⼈権問題を深刻化させているという関係があるような気がします。  
S 認証基準の「教育・働き⽅雇⽤・貧困」という項⽬だけでなく、それを本当に原因から

解決していく取り組みを評価することが「アドバンスの認証基準：S＋h:humanrights ⼈権」
につながると思います。評価するためには、⼈権の観点や⼈権問題との関わりも合わせて考
えていくことが必要になるんじゃないかなと思います。そのような意味で⼈権の項⽬を⼊
れるというのは⾮常に⼤事なことだと思いました。それが１点です。  
2 点⽬が融資の可否を検討するときに、その社会性を事業評価にどうやって活かすことが

できるのか。信⽤⾦庫はそういうところも考慮し、融資を決めているのでしょうが、現実は
良いことをやってるんやけどもお⾦がないといった場合に何ができるのか。事業性がない
とか、当事者を⽀援していても⾏政施策になってない場合、ちゃんとお⾦が回るような仕組
みは作りにくい。結局、そこには⾏政の公費や税⾦を投⼊しながらやっていかないといけな
い形になってしまうところがあります。けれどもそういう⾏政の政策につながるところま
での⺠間の取り組みとか企業の取り組みとかを作っていくための資⾦としての融資とかと
つながることができないかなというふうに思います。  
⼈権を⼊れるのは⼤阪らしいかもしれません。世界的にも⼈権のいろんな取り組みをやっ

てないと社会的信⽤や企業の信⽤は得られないんだという潮流があります。そういう意味
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では⼤阪でもそうですよと。⼈権での取り組みをきっちりとやっていることが、⼤阪での融
資だけでなく、⾏政のいろんな事業を受けるときにポイントになるとか、そういう位置づけ
をしていくと、社会性の認証が融資のポイントになるのにつながるのではないかと思いま
す。私の夢は、それが⼈権という観点でポイントになると⾮常に嬉しいなということです。  
 

（⽥岡）  
⼈権でどういう評価基準を作ったらいいのか⾮常に難しいなと思っていてまたそういう

ときはよろしくお願いします。  
 

（⾦塚）  
⼤阪版ソーシャル事業所事業所認証ですが、先ほど⽥岡さんが説明したように、京都モデ

ルにプラスアルファ⼤阪という形で⼤阪版というようなものを作っていこうというのがま
ず⼀つなんですよね。  
 

（⽥岡）  
そうです。はい。  

 

（⾦塚）  
その上で皆さんが今議論されていたのは、認証を取る過程もそうですし、取ったあとのメ

リットということでしょうか。⾃分たちが認証を取ったときに、どんなメリットがあれば嬉
しいか、例えば利⽤者の⽅が集まってくるとか、スタッフがたくさん集まってくるようにな
れば嬉しいのかなと思っていました。  
私の分野は精神障がい者の就労⽀援で、企業とのお付き合いが多くありますし、企業さん

が今やられてる合理的配慮という部分だけではなくて⽬標設定と評価みたいなところから
のキャリアアップも含みます。そんなところについて少し何かそういう議題が出たときに
はしっかりと具体的に話ができるかなと思っています。  
 

（⽥岡）  
⾦塚さんの⽅からこの事業者が認証をとったときに利⽤者さんが集まるとか、従業員やス

タッフの確保に役⽴てばいいなあというご指摘でしたが、実際京都の⽅でそういうこうい
うコミュニティができることで、⼈が集まるかもしれないということを期待しているとお
っしゃっていました。そのあたりは菅野さん、お願いします。  
 

（菅野）  
例えば認証を取った企業が参加する就職説明会を⾏う場を作って、⼤学新卒で東京に⾏っ

ってしまう学⽣が多い中、こんな企業があったら地元で働くという機会にしていこうとか、
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異業種で企業群が構成されるのでその中での情報交換、ノウハウ交換とか、受発注の場にな
っていくという可能性があります。地元企業にどうやって就職させるかというときに、地元
でいい会社を紹介できるのではないかと思います。  
 

（埋橋）  
我々が経験した指定管理については、前回もお話しましたが、ストーリーが⼤切だと。 

申請書や事業計画書の中にはなかなかそのストーリーを表記することは難しいんですが、
議会も含めて⾏政の⽅にきちっと我々のミッションや事業の中⾝で今後どういうふうにし
ていきたいのか、をロビー活動しています。  
例えば隣保館を使ってそれ以上のことをできるんや、具体的にはこういうような実例です

というようなことを常々⾏政に対して問題提起をし、結果として指定管理を取るというこ
とをしています。また議会の議員に対しても、説明を個別にやっています。そういうことを
続けていると政策のパートナーとなり、⾏政が考えてる以上のことを地元でやっていき、問
題提起もしながらきちっと指定管理を全うできてるんじゃないかなと思っております。  
それぐらいの意気込みで進めていくべきじゃないかなと感じました。  

 

（尾中）  
ずっと⾃分は株式会社と NPO をやっているんですけれども、⾃分の団体は認証に通るの

かなということを考えながらお聞きしていました。京都をモデルにされてるそうですが、京
都の S 認証の Web サイトを⾒て 1 個もったいないなと思ったのが、ソーシャルなことは透
明性が⼤事だと思うのですが、京都の S 認証は認証を取れた理由が外から⾒れないんです。
というのも、良いことやろうとしてる会社さんと、実際に良いことしてる会社さんにはすご
く⼤きい隔たりがあるんじゃないかなと思うんです。だから、どういう審査をしてどんなス
コアで通ったのか外から⾒えた⽅がいいのではないかと思います。  
⾃分の事業では、私は NPO の活動の中でコロナ禍の中で聞こえない⼦供に向けたオンラ

イン教育事業を⼤阪から全国に広げていってるんですけれども、聞こえない⼦供って、近隣
に⾃分が通える塾とかがないんです。⽀援拠点がないローカル地域もあったりするので、そ
ういうお⼦さんから利⽤料をいただいてうちの塾に通ってもらうと、選択肢のない障がい
児ほど塾代など負担が⼤きい状況が⽣まれてしまうことがわかったんです。  
そこを緩和できるよう、社会にあるお⾦を集めるファンドレイジングをしているのですが、

申請作業の中で良いことをやろうとしてるのではなくて、良いことをしていることをしっ
かり NPO 法⼈として⽴証していく必要があるんです。これが、ロジックモデルを作ったり
アウトカム（最終的な成果）を調査する。最終的に僕たちの活動のソーシャルインパクトを
インパクト評価するには、僕らのサービスを受けてない聞こえない⼦供にも調査するとい
ったことまで必要なんです。そんなふうに、客観的に私達のサービスがどんな変化を起こし
たかという情報を整えるだけでも、ものすごい苦労があったんです。  
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この S 認証の中でも、良いことをやろうとしてる場合は提案だけで評価できますが、良い
ことをしている、実践を評価するためには、かなり調査が必要だったり、評価する⽅法を具
体的に共有していかないといけないんです。つまり、良いことをしている実績を評価するの
はとても難しいことなんです。  
もし⼤阪版 S 認証がそういった評価に取り組まれるのであれば、僕は⼤阪版 S 認証を⽬指

したいなと思いましたし、そうすることによって、ファンドレイジングの中の実績を信⽤し
てもらうこともできると、いい実績を残している NPO の活動はかなり活性化するんじゃな
いかなと思いました。  
良いことをやろうとしている法⼈への評価ももちろん範疇に⼊れられるのかなと思うん

ですが、今回の話は、どちらの評価に主眼を置かれているのかが気になりました。  
 

（⽥岡） 

ありがとうございます。良いことをやろうとしているという部分は、どちらかというと第
1 段階の京都の S 認証なのかなあというふうに思っています。さらに良いことをやっている
という実績を評価するのが、アドバンス認証になると思います。アドバンス認証は、すでに
良い取り組みをやっている団体に向けてと考えています。ただ、おっしゃっていただいたよ
うにいいことをしている団体を数字やデータで、どういうふうにわかっていただくのか、わ
かっていただけるように整えるのかには難しい部分があります。  
前回か前々回、アウトカムやロジックモデルを整えるのは相当ハードルが⾼いというご指

摘をいただきました。また、⼀昨年に尾中さんに参加いただいた評価研修でも、まる⼆⽇や
ってなんとかカタチができるぐらい時間を要するということもわかり、なかなか労⼒がか
かるというのも実感しています。これはまた改めて検討をさせていただきます。ちなみに尾
中さんにとって、良いことをしている会社と良いことをしようとしている会社の違いはな
んでしょうか。  
 

（尾中）  
やっぱり受益者の声ですね。また、ソーシャルインパクト評価の研修を私も受けています

が、⼀番納得したのは、サービスを受けていない⼈たちと⽐較して、そのサービスがあるこ
とで、受益者が⽣まれていることをちゃんと証明することに意味があると感じましたね。  
 

（⽥岡）  
サービスを受けている⽅と受けていない⽅で、具体的にどんな違いがあるのかが⾒えると

わかりやすいということですね。  
 

（尾中）  
そうですね。客観的に意義があるデータを作る⽅法を僕は全然知らないのですが、客観的
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に⾒て実際にそうだと⾔える状態にしておくことが⼤事だと思っています。  
 

（菅野）  
いろいろ考えさせられました。いろんな企業さんが認証にアプライされるとなると、なか

なかそれを⼗把⼀絡げでこの基準というわけにいかないようになってくるのが現実だと思
いますが、⼤事な原則があるような気はします。  
例えば、障がい者の私達のことを私達抜きで決めないでくれというような気がしていて、

結局プラスアドバンス認証のところなんかに、プラスアルファで専⾨性がわかる⼈、当事者
団体の⼈などが加わる世界にならないといけないんじゃないかなあというふうに思います。
そのサービスを使ってない⼈からは、どう⾒えるんだというような数値で表せる客観性を
表せるようにしないとなというのを思いました。京都の例を聞いていると、アドバイザーと
して、その企業さんに関わったり、委員会で⾔われた評価のコメントをどう伝えようかって
話し合いをしてるようなんです。  
そういうコメントとかを表に出した⽅がいいのかもしれないんですがそういう部分ほど、

ちゃんとコミュニケーションを取る必要があるのかなと思います。  
 

（尾中）  
菅野先⽣がおっしゃっていただいた、良いことをやろうとしてる⼈たちを集める意味が出

てくるのかなと思ってまして、例えば障がい者雇⽤は数値で国の基準を満たしていること
は表せるんですけど、中⾝やソフトの部分を⾒ていくと、お互いに気持ちよく働くための仕
組みがなかったりする。でも、良いことをやろうとしているという⼈たちが集まることによ
って、障がい者と⼀緒に働く経営を前進させるモジュールみたいなものが、提供しやすくな
るんじゃないかなと思い ました。プラス i 認定を取ることで、どういうモジュールが取れ
ていくのかが気になります。この⼤阪版が⼆重構造になっているのは発展性があっていい
なと思いました。  
 

（⽥岡）  
似たようなところの話でいいますと、前回の会議で雇⽤率の達成については丸尾さんの⽅

から発⾔いただきました。職場等を整備する中間⽀援組織として、⾦塚さんと丸尾さんの⾼
⾒さんの 3 社が認定されていますので、尾中さんがおっしゃっておられたようなところで
何か意⾒がありましたらご意⾒いただければ幸いです。  
 

（丸尾）  
尾中さんのいう通りだと思います。評価基準というと雇⽤率とかで数値化されてしまって

ポイント稼ぎになってしまうと全く意味のない話になります。知的障がいのある⼈のキャ
リアアップや、当事者の仕事をどう思っているかのヒアリングなど、我々が同席するかもわ
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からないですがそんなことに、取り組もうとしているのか。やはり障がいのある⼈だけでな
く、⼀緒に働いている⼈も含めた中で、その⼈達が幸せな⼈⽣を送れているんだろうという
ところまでしっかり⾒られるような仕組みが組み込めれば、このような認証システムの良
いところになるというふうに思います。だから、尾中さんの意⾒は僕もその通りだなと思い
ます。  
 

（⽥岡）  
⾦塚さん、⾼⾒さんの⽅で尾中さんがおっしゃったような数字だけじゃなくて中⾝を⾒な

いといけないというところで企業さんを⾒られてきた中で、この点について感じることが
ありましたら、ご意⾒をいただきたいなと思っております。  
 

（⾼⾒）  
おっしゃっていることはよくわかります。表⾯的な数字や形だけでは⾒えないものが絶対

あるだろうなと思いますし、そのことがアウトカムでどのように反映されてるかというこ
とまで⾒ないと、正しい判断はできないと思います。  
今回の議論を聞いていて思うのは審査です。これから始めようとする⼈とか、事業体を育

てようというよりも、やっていることをどう審査して、いわゆる融資、あるいは指定管理や
委託事業の受託につなげるかみたいな議論がありますので、キーポイントになってくるの
は審査だと思います。だとしたらその審査基準のところをどういった世界観、何を⽬指すの
かという視点を持って審査をするのか？もう⼀度整理しながら審査基準をはっきりと作る
必要があります。今まででしたら、例えば事業性や社会性や波及効果といった抽象的なとこ
ろで終わっていたんですけど、もう少し詰めて議論をするような審査基準を作らないと、さ
きほど議論があったようなことが出てくるんじゃないかと思います。  
 

（⾦塚）  
私もその通りだと思います。⼀昔前は障がい者の雇⽤数だけを、国も含めて追っていて、

最近やっと国が雇⽤の質みたいなことを⾔い出して、私たちはそこにこだわってやってき
ました。ただ就職するということだけじゃなくて、⻑く働き続ける中でその企業が変わって
いくみたいなことを就労⽀援の最終的なゴールとして求めていた部分があります。だから
質をどう作るかが⼤事だと思います。  
⼤阪版というのがすごくいいなと思っていて、私の中でローカルルールをどう作るかに興

味があります。国は⼀⻫にいろんな制度を、北海道から沖縄までおろしてくるんですが、こ
の運⽤の仕⽅はいろいろあっていいと思うので、この認証の仕⽅においても東京や神奈川
では知られていないけど、⼤阪の⼈は知っているといったような⼤阪の認証ルールみたい
なものができればいいなと思います。具体的には独⾃のものを作れればと思っていますの
で、質というところにぜひこだわっていけたらなと思います。  
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（⽥岡）  
実際の障がい者雇⽤では、今⽇お越しいただいてる美交⼯業は相当数雇⽤しておられます

ので、障がい者雇⽤をするにあたってどんな配慮されているのかについてお話いただけれ
ば。  
 

（福⽥）  
弊社でもずっと総合評価にも参加させていただいてますし、障がい者を雇⽤してから、15

年くらいですが、つくづく振り返って感じているのは、障がい者雇⽤の中で私⾃⾝あるいは
スタッフが感じていることは、⼀緒に働き続けるために、みんなで話し合うことだと思いま
す。  
最初から必ずしも社員全体が障がい者を受け⼊れようという企業⾵⼟ではなく、障がい者

を受け⼊れたことから、そういう⾵⼟を作っていこうという企業理念を掲げて努⼒をして
きて、その中で働き続けることができてきたということがあります。それは障がいのある⼈
も含めてみんなと⼀緒に協⼒し合ってできてきた企業⾵⼟だと思うので、その辺は会社に
とっては本当にプラスになったと思っています。  
先⽇も⺠間企業さんが障がい者雇⽤を始めたいので私どもの現場に視察に来られたんで

すが、そのときに必ず申し上げるのは、働く⼈を⼤事にするということや障がい者の⽅への
配慮などは当然なので、そこにとどまらずそれを企業メリットへとつなげることが⼤切だ
ということです。  
単に雇⽤率を達成するとか、効率を上げていくだけじゃなく、どこに企業メリットを⾒出

すのか。数合わせでなく、そこまで企業努⼒された⽅が、結果として会社のためになるとい
うことにつながっていくのではというお話をします。こういった⼤阪版の認証ができれば、
私達の活動も⾒てもらえるし、そういうことをしている企業が評価される。例えば総合評価
で事業が取れることも評価いただいたことにつながりますし、表彰制度もそうですし、そこ
に認証制度が加わって評価いただく形で、こういう認証制度がしっかり育っていけば⼤阪
でこの認証を持った企業のイメージがアップしていくのではないか。何とかマークがつい
てる企業さんに就職したい⼈が多くなれば、私達の業界は 3K と⾔われる職場なので、そう
いった職場のイメージも払拭していけるところにつなげていけたらなと思います。  
 

（岡本）  
やはり役所は数字を追いかけがちです。条例に位置づく中間⽀援組織の認定においても、

どれだけ数字以外のところを評価するのか？その点は⼀番苦労しました。結果として、評価
の点数を数字ではなくどう⽀援をするのか、働く障がい者の⽅々にメリットがあるのかと
いう、ある有識者の⽅が⾃由演技と⾔っていただいたんですけども、そういう部分をどのよ
うに評価するかは⼤切にしました。 
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それに加えて、中間⽀援組織になろうとする団体や中間⽀援組織と連携しようとする企業
にどんなメリットがあるのかというところにも視点を当てる評価基準を作らせていただき
ました。ところが、⼀度審議会で再検討という判断をいただきまして、2 回⽬の審議会で通
ったという経緯もありました。こちらでもいろいろ基準を検討した経験がありますので。認
証制度ができあがっていくときには、⼀緒にまた検討していきたいなと考えています。  
 

（⽥岡）  
認定⽀援組織をどうやって⽀援していくかという検討をされていく中で⾃由演技の割合

を増やそうという話でよろしいでしょうか。  
 

（岡本）  
今⽇も 3 団体の皆様に出席していただいてますが、そういう議論を経て今の認定⽀援組織

の基準ができてきたという経過があります。  
 

（福原）  
私はハートフル条例を踏まえて設置された「⼤阪府障がい者等の職場環境整備等⽀援組織

認定等審議会」の委員でもあって、同時にその下部組織である「障がい者雇⽤貢献企業顕彰
審査部会」の部会⻑をしています。障がい者雇⽤で、積極的に取り組みをやっている企業さ
んたちの中で顕彰に値する企業をどう選ぶのかという、私を含めて 5 ⼈の委員で構成され
ている部会があります。  
ここでは先ほど議論があったように、単に数値で評価するのは基本的にやめよう。量的評

価だけでなく、質的な評価という部分をしっかりやろうというということで基準をこの 3 年
間かけて作ってきたところです。  
応募企業には質的評価の対象となる事柄をいろいろ書いていただくようにしてるんです

が、またそれを何⼈かの中の委員の中で議論するんですが、疑問なところがあればまた各企
業さんにこちらが問い合わせてフィードバックしていくという形で質的内容の理解を深め
ていく。それをまた評価委員が集まってみんなで議論しながら最終的に決めるということ
をやっております。学識経験者と当事者の声が⾮常に⼤事な部分だと思っているんですが、
それを具体的にどう引き出す切り込み⽅ができるのかというところで、頭を抱えていると
ころです。実は今⽇の本当に議論は⾮常に今⽇興味深く、そしてまた、私がこれまでやって
きた仕事の中でも同じ悩みを抱えてるので、今⽇の議論を踏まえてさらにここの部分をし
っかり押さえなければと思いました。  
 

（⽥岡）  
埋橋さんの⽅で、当事者の声をどうやって吸い取って⾏政や対外的なところに伝えていく

のか、参考になるようなご意⾒がありましたら教えていただければ幸いです。  
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（埋橋）  
若い⼦の意⾒を中⼼に就労促進をやっていますが、当事者⾃⾝が⾏政に対して⾃分⾃⾝の

困難な状況を説明したりできる機会を設けているところです。⾏政の各課⻑に、直接伝えら
れる機会を⽤意し、⾏政に出向いて説明をしているというような状況です。  
 

（⾼⾒） 

例えば当事者がどう成⻑したかについて具体例というか、先ほどどなたかが障がい者のキ
ャリア形成、キャリアアップとおっしゃいましたがそのような事例を伝えていってもいい
のではないかと思いました。  
就職しても途中で何年か経つとどうしてもルーチンワークばかりでしんどくなったり、後

から来た⼈がどんどん先に⾏くのに置いてきぼり感をくらったりすると思うんですよね。
例えばその会社がどれだけキャリアアップしたんだろうかみたいな物差しを考えるという
ことはいるのかなと思いました。  
もう⼀つ私⾃⾝が議論の中で気になったのは、いわゆるパイオニアファームと⾔われる部

分の評価が⾮常に難しいなと思っていて、ここをどう扱っていくのかということをどなた
かお考えでしたらお聞かせ願えたらと思います。  
 

（⽥岡）  
具体的に何をするのかは地域の声とかを集めていかないとなかなか認証というところに

たどり着かないような気がしてるんです。S 認証はパイオニア領域の⽅々も⼿を挙げてやっ
ていただけるんだろうというふうに思っているんだけど、アドバンスのパイオニアという
ところでは、何をもって認証していくか。  
それこそ先ほど尾中さんが⾔っていたように、⼒を⼊れてやらないとできない認証になっ

てしまうのではないのかと思っています。例えば尾中さんの例なら聴覚障がい者の⽅々の
暮らし。障がい児聴覚障がい児の⽅々のコミュニティというか学⼒、その⽅たちを塾みたい
な形でしっかりとつかんでいるとかを客観的に⾒るだけじゃなく、当事者の⽅から声をい
ただいていくというようなことがないと、明確な基準を作ることはできないので、今悩んで
いるところです。  
 

（菅野）  
ひとつのアイディアですが、例えば JC さんがやってるような「⼈間⼒⼤賞」とか、推薦で

選んだり、こういう取り組みがもっと広がればいいのにと周りが思うものを推薦するよう
な形でできると⽐較的わかりやすいのかなあと思います。  
こうなるといわゆる認証システムとはちょっと違うので、パイオニアだけを認証というよ

りは、もっとこういうものが広がったらいいのにとか、何かいい事例がいっぱいできたらい
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いとか、このような事業だったら働きたいのにとか、そういうものとして考えるのもいいの
かなと考えていました。  
客観的な数字を取り出して⾏政が全国に対して調査するみたいな形だとコストをかける

割にはそんなに⾯⽩いものは出ないじゃないですか。それなら、知っている⼈に聞いた⽅が
早いので、そういう感じになるのではと思っています。  
 

（⽥岡）  
永井さん、パイオニア領域で何かありますか。就労系のインクルーシブの⽅はなんとなく

明確な基準を作りやすそうなのですが、パイオニアと呼んでいる明確な基準を作りにくい
領域について認証する際には何を⽬安にしたらいいんだろうという質問を⾼⾒さんからい
ただきまして、菅野さんもパイオニアというところで、基準を明確につくるのは難しいから、
推薦してもらって、その団体を認証するのも⼀つの⽅法だという提案をいただいたんです
けど。ボランティア協会さんの⽅でいろんな団体があると思いますが、その中でどうやって
選ぶか、永井さんならどこを評価するかを、参考までに教えていただけるといいのですが。 

 

（永井）  
難しい。  
パイオニアが先駆性ということなら、相対的に⽐較して抜きんでているという解釈をする

と思います。ボランティア協会の事業や、世の中の審査や評価を受けるときに、どの範囲で
先駆的かを判断するのか？という課題があると思います。  
例えば、⼤阪府内なのか全国なのかグローバルでなのか。また、⼤阪府内で先駆性がある

と判断されても、⼤阪以外には普通にあるとか、そういった相対的な部分も考えられます。
あるいは 2022 年度には先駆的だったけど 3 年後の 2025 年には先駆的がないというような
こともあります。そういったことを前提とすると、先駆性だけ⾔うと⼀番のところだけを認
証するのでええのかな？ということは議論が必要かもしれませんね。他から先んじていく
ことのチャレンジや、社会の中で⼈権の観点でもまちづくりの関係でもその取り組みが必
要だという評価者の中でも合意がとれているか、選考される⽅の整合性とか、経験を⾒て複
数の⽅の意⾒を整える中で総合的な評価をするといったことを元に基準を整えていったら
という意⾒です。 
  
（⾼⾒）  
なかなか難しいなと思うんです。グローバルな観点から⾔ったら SDGs なんだろうなと思

います。ただ⼤阪的にいうとあてはまるか疑問です。ハートフル条例や⾏政の福祉化がスタ
ートしたときも障がい者の雇⽤が⾏政的な課題として上がってきて、それを基準にして作
られてきました。今グローバルに⾔えば誰もが SDGs で⼀致すると思うんですけど、⼤阪
的にどうなのかというところはあります。あるいはテーマは諸々あれど、先駆性、あるいは
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その波及効果の⼤きさみたいなところをどう評価していくのかという議論があっていいの
かなというふうには思いました。 
  
（永井）  
助成⾦とか委託事業などの⼀社を選ぶとか限られた数を選ぶという場合でいうと、先駆性

じゃないと思うんですね。ソーシャル事業所が⼤阪の中で増えていくことが重要なら京都
の基準のようなものを作って、程度の差はあるかもしれないけどある程度基準をクリアし
ていたらたくさんの事業者がその観点で選ばれていくという形にする⽅がいいと思うんで
す。  
すごく特徴的なユニークな取り組みをしているところを 1 社だけ選ぶなら別なんですけど、

⼀定の規模をクリアする数が増えていくのを⽬指す仕組みを⽬指した⽅がいいんじゃない
かと思いました。  
そこも議論のポイントかもしれません。先駆性が抜きん出ていることだけを基準にするの

ではない。ある基準を超えるのが前提で、そこからさらに差別化というかユニークな取り組
みをしているなら何らかの評価をされたらいいと思うんですけれども。  
解決⾏動の⼀歩⽬なのか、障がい者雇⽤に積極的ということだけでなく、質の部分も含め

るのか。ある⼀定の基準をクリアしていたらオッケーというものでないと広がっていかな
いんじゃないかなと思いました。  
 

（⽥岡）  
広げるというところでは S 認証の⽅はゆるやかなもので、プラスのところはおっしゃって

いただいたように、先駆的なところを認めるもの。ただし、先駆性というと 1 社だけになっ
てしまう。通常は同じ分野で 10 社も先駆があるって⾔いません。そういう意味ではパイオ
ニアを先駆と書いていますが先駆というだけじゃなくてとんがっているみたいなイメージ
を持っていたので、ここのイメージには合致しません。説明不⾜ですみません。  
 

（永井）  
プラス認証というのは、何かオリジナリティをもっている、尖っているところを選ぶとい

うところですね。S+p などを取ってたら尖りやすいということですか。だからみんながこ
ぞってプラスを取りに来るという意味であればいいのかもしれないですね。  
 

（福原）  
2 点気になることがあります。今回 S プラス何々でいくつか設けるのは⾮常に良いことな

んですが、環境分野について今⽇は議論が何もなかったんですが、委員の中に環境が専⾨の
⼈がいない。これは今後どうしますか。  
それから今⽇の議論の前半の⽅で、この事業をどう社会的に広めていくのかというところ
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で京都の場合は、信⽤⾦庫や⾦融機関さんが⾮常に頑張っていただいてるという話に対し
て、⼤阪はなかなかそこまでいってないというようなことだったんですけども、そもそも⼤
阪にはいくつか代表的な信⽤⾦庫さん達があるわけですが、そういう信⽤⾦庫さんたちは
SDGs にしろ、ESG 投資 にしろ、彼らが何をやろうとしてるのか。研究会の⽅でリサーチ
されてるんですかね。そういった⾦融機関とは何らかのコンタクトを取れる道を探る⽅が
いいのかなと思いました。基本は NPO やそちらの団体さんが多いのですが、今後期待する
のは地元の企業さんですよね。それを考えると商⼯会議所にしろ、中⼩企業家同友会にしろ、
⼤阪⻘年会議所などは、SDGs 等への取り組みを間違いなく柱に掲げてますよね。そのよう
な意味では彼らがここの取り組みの情報をきちんと知っていれば何らかの協⼒関係や応援
の道を開けるかもしれないと思ったりするんですが。そのあたりは今後の課題だと思って
いるんですけども、それも視野に⼊れているのかどうか。   
 

（⽥岡）  
環境分野について環境に詳しい者がおらんのではないかというご指摘はごもっともでご

ざいます。委員がいないのはこちらも理解をしていて、e の認証について 1 年か 2 年遅れて
検討させていただければと思っています。それを委員構成等含めて考えていきたいです。  
2 番⽬にご質問いただいた信⽤⾦庫や地元企業へのアプローチはしているのか、把握してい
るのかという点は 2 ⽉に信⽤⾦庫さんにヒアリングをさせていただこうと思ってますが、
悉皆で⼤阪府下の信⽤銀⾏を全部調べるまではできていないです。信⽤⾦庫さんにこのよ
うな取り組みについての率直な感想について探りを⼊れてみようと考えています。地元の
同友会、JC という部分につきましては、群として実態把握が必要だと思っていますが、何
も動けておりません。⾼⾒さんが同友会の幹事をされていると聞いたのですが、その筋でお
願いしたいと思います。  
 

（⾼⾒）  
ノーコメントです。  

 

（⽥岡）  
わかりました。またご相談に伺わせていただきます。  
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２０２１年度 第３回 ⼤阪版ソーシャル事業所認証研究会 議事録 

 
開催概要 

⽇時： 2022 年 3 ⽉ 18 ⽇（⾦） 18:00〜20:00 
会場：⼤阪市⽴⼤学 ⽂化交流センター ⼤セミナー室 
 

議事次第 
１．第２回会議のふりかえり 
 （発表者：【事務局】⽥岡秀朋・特定⾮営利活動法⼈福祉のまちづくり実践機構） 
２．社会的価値を考慮した公共調達について−欧州の取り組みを中⼼に− 
  （発表者：【⽴命館⼤学 政策科学部 教授】岸 道雄） 
３．意⾒交換 
 

参加者 
【委員】 
（対⾯） 
・丸尾亮好 ⼤阪知的障害者雇⽤促進建物サービス 事業協同組合 事務局⻑  
・菅野 拓 ⼤阪市⽴⼤学 ⼤学院 ⽂学研究科・⽂学部地理学教室 准教授  
（オンライン） 
・⾦塚 たかし 特定⾮営利活動法⼈ ⼤阪精神障害者就労⽀援ネットワーク 副理事⻑  
・⾼⾒ ⼀夫 有限責任事業組合 ⼤阪職業教育協働機構 館⻑ 
・永井 美佳 社会福祉法⼈ ⼤阪ボランティア協会 事務局⻑・常務理事  
・柴原 浩嗣 ⼀般財団法⼈ ⼤阪府⼈権協会 業務執⾏理事  
・前⽥ 浩 ⼀般財団法⼈ ⼤阪府地域⽀援⼈権⾦融公社 常務理事  
・福原 宏幸 ⼤阪市⽴⼤学 名誉教授 学識経験者  
・岸 道雄 ⽴命館⼤学 政策科学部 教授 学識経験者  
・埋橋 伸夫  特定⾮営利活動法⼈ 暮らしづくりネットワーク北芝 代表理事  
・尾中 友哉  株式会社 サイレントボイス 代表取締役  
・福⽥ 久美⼦  株式会社 美交⼯業 専務取締役  
・深尾 昌峰 ⿓⾕⼤学 政策学部 教授  
 
【事務局】 
（対⾯） 
・⽥岡 秀朋 特定⾮営利活動法⼈福祉のまちづくり実践機構 
・四井 恵介 有限会社 CR-ASSIST 代表取締役 
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（オンライン） 
・植並 ⼀⾺ ⼀般財団法⼈ ⼤阪府地域⽀援⼈権⾦融公社 プログラム・オフィサー 
・中東 ⼤輔 ⼀般財団法⼈ ⼤阪府地域⽀援⼈権⾦融公社 プログラム・オフィサー 
・太⽥ 明⽇⾹ 特定⾮営利活動法⼈福祉のまちづくり実践機構 
 
【オブザーバー】 
（オンライン） 
・岡本 勝之 ⼤阪府福祉部障がい福祉⾃⽴⽀援課就労・IT ⽀援グループ 統括補佐 
 
１．第２回会議のふりかえり 
（発表者：【事務局】⽥岡秀朋・特定⾮営利活動法⼈福祉のまちづくり実践機構） 
 
第２回の研究会以降、事務局サイドで動いてきた内容のご報告と、第２回会議の振り返りを
ご説明します。 
 

（１）前回いただいたご意⾒ 
第 2 回で意⾒があった中から、要旨を共有します。詳しくは P.159 に掲載の会議資料

「1_01_第２回研究会_意⾒要旨」をご覧ください。 
 

（２）⾦融機関へのヒアリング 
○第 2 回の研究会で、信⽤⾦庫・信⽤組合というローカル⾦融機関も参加できる枠組みの
重要性の意⾒をいただいたこともあり、京都信⽤⾦庫の担当者の⽅と、在阪の⾦融機関にオ
ンラインヒアリングをさせていただきました。その要旨は下記の内容でした。 
 

◆ヒアリング内容 
①S 認証の⽬的  

〇S 認証のメリット 
・地域の中⼩企業にソーシャルマインドを共感で広げることであり、短期のメリットではな
く、成⻑から充実した地域を⽬指す１０年プランの取組み。 
・認証を受ける企業等への特別なインセンティブを⽤意したり、アワードなど優劣を競うこ
とは考えていない。 
・消費者と企業の両サイドが共感でつながる仕組み。ソーシャルグッド預⾦ S 認証は両輪。 
※ソーシャルグッド預⾦は、「地域」「⽂化」「医療・福祉」「教育」「環境」「働き⽅」の課題
解決に貢献する地域企業への融資に割り当てる。1000 億円規模で、融資先は「S 認証」等 
 
〇⼤阪における可能性 
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・ここ１・２年で ESG や SDGｓの認知の広がり、社会的課題解決への顧客の関⼼は⾼ま
っている。 
・⼤阪府北東部は S 認証の対象エリア（豊中・吹⽥・⾼槻・守⼝・枚⽅・茨⽊・寝屋川・⼤
東・⾨真・東⼤阪・交野）ですでに 70 団体程度が認証されている。 
・取引先以外でも申請は可能であるが、時間はかかる。 
・認証機構等を構成する団体の信頼度は、制度に⾦融機関として参画する判断に影響を与え
る。⼤学の関与や公的な助成⾦などは重要。 
・認証制度を特定の⾦融機関が旗振りしていると、他の⾦融機関にとって参画障壁はあが
る。フラットな参画ができる枠組みは⼤切。 
 
〇⽔平展開の可否 
・現⾏の S 認証の枠組みに⾦融機関等が参画し、取り組みを広げることは可能。 
・ＳＣA の⼈材育成は特定の研修があるわけではない。S 認証に取り組む⾦融機関等の社⾵
で培われるものがベースにある。 
・ＳＣA を担う⼈材を担保できるかがポイント。特定の誰ということではなく、すべてのス
タッフがＳＣA。取引先と共に汗を書き、ソーシャルな⾔語に変換する仕事は⼀朝⼀⼣では
ない。 
 
〇⾦融機関の状況 
・ソーシャルな取り組みを推進する気運の⾼まりはあるが、ポストコロナでは本業⽀援によ
る融資の回収という⼤仕事がある。多くの⾦融機関が⼈的資源を投⼊できない可能性があ
る。 
・信⽤組合・信⽤⾦庫は地域限定という縛りだけでなく、それぞれ得意な産業がある。ソー
シャルな取り組みを実現しやすい産業の取引先を有しているかという点も参画のポイント。 
 

②⾦融機関の状況 
・ポストコロナで融資をした分の回収業務が 2022、23 年度から始まるので、ソーシャル⽀
援よりは本業⽀援により融資を回収しないといけないので、来年や再来年から始めるのは
⼈的⽀援が投⼊できないため、難しいかもしれない。 
・地域限定ではなく、得意な産業がある、ソーシャルな産業がある取引先があるかが参画の
ポイントになる。 
 

（３）公共調達の基本的な知識について 
岸先⽣に報告をいただく前に、公共調達についての基本的な情報を事務局より説明させ

ていただきます。まず、SDGｓとの関係では、「つくる責任、つかう責任」（SDGs12）の領
域で、「7.国内の政策や優先事項に従って持続可能な公共調達の慣⾏を促進する。」がありま
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す。 
 

 
 

調 達 に は 、 ⼤ き く 分 け る と 、 ⼀ 般 競 争 ⼊ 札 と 指 名 競 争 ⼊ 札 の ⼆ つ が あ り ま す。

 
 
ほかに、随意契約（直接競争しなくても、特定の業者と契約できるもの）というものもあり
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ます。その中で各⾃治体が就労⽀援などに活⽤しているのが、障がい者の作業所や⽣活困窮
者の職業訓練をやっているところや、シルバー⼈材センターと契約するもので、福祉的随意
契約や３号随契と呼ばれています。 
 

 
 

⼤阪府の「⾏政の福祉化」で取り組まれてきた「総合評価⼊札」は「⼀般競争⼊札」に位
置づけらるもので、価格のみならず、それ以外の要素や項⽬を踏まえて、落札者を決める⽅
式です。 

障がい者の就労⽀援や雇⽤創出を⽬的した、⼤阪府の清掃業務では福祉の取組み評価が
30 点とウエイトが⼤きくなっています。⼤阪府の指定管理者では、福祉点はその他の 10 点
の⼀部となっており、価格以外の評価項⽬の設定は事業により異なります。 
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以下に挙げるのは、総合評価⼊札の評価⽅式です。 
⼤阪府の総合評価⼀般競争⼊札の項⽬は以下の通りになります。⼤阪府では、障がい者雇⽤
を⽬的として、⼤阪府の清掃業務で総合評価⼊札を導⼊してきた経過があり、障がい者雇⽤
の取組みへの配点が⼤きくなっています。 

 
 

⼤阪府の指定管理者制度におきましても、「その他管理に際して必要な事項 10」の部分
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に、総合評価⼊札で⽤いられている基準が使われています。この部分は、公の施設を担うも
のとしての「社会性・公共性」を評価する項⽬となっており、ウエイトはそれほど⼤きくあ
りません。 
 

 
令和 3 年度、4 年度の国のサポステ事業ではこのような基準が使われていました。
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国の総合評価⼀般競争⼊札の項⽬は、⼤阪府と異なり、ワークライフバランス等を重視し

ています。国には法的根拠があり、⼥性活躍推進法第 20 条に総合評価⼀般競争⼊札を実施
する際は、ワークライフバランス等を推進する「えるぼし」「くるみん」などを評価するこ
とが位置づけられています。 

⼀⽅で、障がい者作業所に 3 号随意契約を適⽤するのは、障害者優先調達法にも書かれ
ていますが、ワークライフバランスは「必要な政策を実施するものとする」となっています
が、障害者優先調達法は努⼒義務です。この点は⼤きく異なります。 

そうしたこともあり、ワークライフバランス等への取組みを評価項⽬とした国の調達規
模は 1 兆 8700 億円と公表されていますが、障がい者の優先調達法は市町村を全て含めて
198 億円です。 
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また、再委託でも就労⽀援やまちづくりに取り組む団体が優先的に受注できるような仕
組みができないかということで、再委託に関する⼤阪府の基準を紹介します。 



66 
 

 基本的には再委託は禁⽌です。再委託しようとする場合は発注者である⼤阪府に承認を
得てくださいというのが基本的なルールです。また、業務の主要な部分を再委託してはいけ
ません。また、同じ案件の競争⼊札で、他の⼊札参加者に再委託するのは禁⽌という取り決
めがあります。 
 

 
 
２．社会的価値を考慮した公共調達について−欧州の取り組みを中⼼に− 
       （発表者：【⽴命館⼤学 政策科学部 教授】岸 道雄） 
 

（１）はじめに 
公共調達（Public Procurement）は、公契約とほぼ同義で使われている言葉です。私が社会

的価値を考慮した公共調達の研究を始めたのは 5 年ぐらい前からです。当時、公契約条例が

広まりつつありました。2009 年に千葉県野田市が最低賃金法に基づく地域別最低賃金より

も高い報酬下限額を設定し、野田市との契約の仕事に従事する労働者にはそれ以上の賃金

を支払うことを民間事業者に求める公契約条例を日本で初めて制定しました。 

こうした公契約条例の研究を行っていた頃に、大阪府から声をかけていただき、「行政の

福祉化の専門部会」の委員に就任させて頂きました。このことをきっかけに、公契約を社会

政策とリンクさせて活用できないかという問題意識を持ち、公共調達を通じた社会的価値

の実現のあり方について研究をするようになりました。 

海外の制度・事例の詳細については、現地で直接ヒアリング調査を行う必要がありますが、

コロナ禍ということで、本日は各種ウェブサイトから得られる資料など公表された情報に
基づいた報告となります。本日の発表を通じて、特に公共調達を活⽤した職業訓練の重要性

を共有できればと考えています。 
 

（２）本⽇の発表概要 
本日は以下の項目についてお話します。 

まず、公共調達を用いた社会的価値の実現とはどのようなことか、次に、近年の国際的な

持続的可能な公共調達の枠組みについて社会的価値の観点からお話します。そして公共調
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達を用いた社会的価値実現の取り組みとして、EU の公共調達指令、留保契約、オランダの

ソーシャル・リターンと EU から離脱しましたが英国についてお話します。英国は EU の加

盟国であった時から、公共調達を用いて社会的な価値を実現するといったことに比較的早

く取り組んだ国です。そこで、2012 年公共サービス（社会的価値）法、マンチェスター市

の事例、英国中央政府における新たな社会的価値モデルについて紹介します。これらを踏ま

えた上で、最後に考察と日本への示唆についてお話します。 
 

（３）公共調達を⽤いた社会的価値の実現とは 
◆⽶国、英国の公共調達を⽤いた社会的価値実現の歴史 

国や地方自治体は、清掃等の業務や道路工事をはじめとした土木・建設等の公共事業を民

間に委託し、民間から業務や事業を購入しています。物品の調達も同様で、外部のサプライ

ヤー（供給者）にお金を支払って物品を購入する。これが公共調達です。 

 

OECDの統計によれば、OECD諸国において2017年の公共調達の規模は名目GDPの 11.8％

です。日本は同年名目 GDP（約 553兆円）の 16.1％（約 89兆円）の規模です。 

これだけ大きな金額の物品やサービス等を購入しているので、公共調達が民間市場に与

える影響は非常に大きく、欧州、米国では古くから公共調達と社会政策とリンクさせ、社会

的価値の実現に利用してきた歴史があります。 

 

米国においては 1938 年にワグナー・オデイ法が成立し、視覚障害者が働く非営利団体の

作業所（ワークショップ）で製造されるモップやほうきなどを連邦政府機関が購入すること

を定めました。委員会が設置され、価格を決めていました。この取り組みは、第二次世界大

戦後も継続し、1971 年には重度の障害者にも対象が拡大され、そして、2006 年にアビリテ

ィワン・プログラムという名称に変更されました。 

 

アビリティワン・プログラムの HPでは米国連邦政府が、障害者が作る製品を優先的に購

入することで、全米で 40,000 人以上の雇用につながっていること、これに関わる非営利団

体が 450 以上あることが示されています。国防省が全体の半分程度購入しており、2021 年

度の購入額は日本円で約 4400 億円、提供される製品は 3,000 項目以上となっています。 

 

また、英国では第一次世界大戦の退役軍人の障害者が働くプログラムで、作業所による製

品を優先的に調達することが行われていました。 

 
 

◆EU の社会的責任を考慮した公共調達 

EU の公共調達を通じた社会的価値の実現については、2011 年に欧州委員会（European 
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Commission）が”Buying Social”という報告書を公表しています。この報告書において「社会的

責任を考慮した公共調達（Socially Responsible Public Procurement）」について、以下のことな

ど 8 つの社会的要素が記述されています。 

 

・雇用機会：ヨーロッパでは比較的若年層の失業率が高く、若年者や長期的な失業者、ある

いは高齢者、あるいは障害者の人たちの雇用機会を促進する。 

・働きがいある人間らしい仕事（Decent Work）を促進すること。 

・社会と労働の権利とのコンプライアンス：社会、あるいは労働に関する法令を遵守し、促

進する。 

・社会的包摂：社会的企業への平等なアクセスを促進する。 
 

◆英国の事例 

英国では、2012 年社会的価値法に基づき、公共調達において経済（Economic）、環境

（Environmental）、社会（Social）の便益を考慮（Consider）することを求めています。 

また、2021 年 1 月から英国中央政府機関を対象として、下記の目指すべき社会的価値の

テーマが新たに定められています。 

・COVID‐19からの回復 

・経済的不平等への取り組み 

・機会均等：障害者雇用 

・ウェルビーイング 
 

（４）近年の国際的な持続的可能な公共調達の枠組みについて−社会的価値の観
点から  

 2015 年に国連で合意された「持続可能な開発目標（SDGs）」において、公共調達も目標 12.7

「持続可能な消費と生産のパターンを確保する」という形で含まれています。SDGs の⽬標
の⼤きな枠組みは、経済成長、社会的包摂、環境保護で、先ほどの英国の公共サービス（社

会的価値）法で紹介した経済、社会、環境と同じキーワードになります。 
 

（５）公共調達を⽤いた社会的価値実現の取り組み 
◆EU の公共調達指令 

EU は公共調達指令に基づき、社会的価値を考慮した公共調達を推進しています。最新の

EU 公共調達指令は 2014年に発効しています。EU加盟国では、これに基づき、「社会的責任

を考慮した公共調達（Socially Responsible Public Procurement）」を推進し、法制化やルール化

を進めています。 

英国では 2015 年に公契約規則を定め、EU 公共調達指令の国内ルール化を行っています。 
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2014 年の EU 公共調達指令第 20 条において、一般競争入札では不利な保護作業所もしく

は障害者等を雇用することを主な目的とした事業者のみに入札参加を制限する留保契約が

認められることが書かれています。 

さらに第 67条において、価格のみの競争入札ではなく、環境や社会的な要素を考慮した

「Best Price‐Quality Ratio」を決定基準として用いることを認めています。これは、必ず適用

せよということではなく、各国や各政府機関の公共調達における選択肢の１ついう位置づ

けです。 
 

◆留保契約 
留保契約という⾔葉は、⼀般的にほとんど使われることのない⾔葉です。留保契約とは、

保護作業所と事業者の主な目的が障害者あるいは恵まれない境遇にいる人 （々Disadvantaged 

Persons）を社会的、専門的に包摂することとする事業者（Economic Operators）に契約を「留

保」することができるというものです。公共調達において留保契約を適⽤する場合、そうし

た作業所、事業者にのみ入札への参加を認め、作業所や事業者の条件として、従業員の少な

くとも 30%が障害者もしくは恵まれない境遇の人々であることとしています。 

 留保契約は、一般の民間企業と競争して落札することが困難、あるいは競争力がない事業

者に配慮した制限的な競争入札を認めることを示しています。 

 
◆留保契約の事例 

欧州委員会が 2020 年に公表した報告書（“Making socially  responsible public procurement 

work: 71 good practice cases”）に留保契約の興味深い事例が示されています。ベルギーの建

物のクリーニング、緑地メンテナンス業務についてです。2019 年にブリュッセルにある社

会資本ロジスティックス事務局が欧州委員会の 72 の建物の日よけ、カーテンや国旗等のク

リーニング、植栽のメンテナンスについて 4 年間の業務委託入札を実施し、その入札要件と

して 2 種類の社会条項を適用しています。 

第１は、契約履行期間中にクリーニング業務に関わる全従業員 700 名に定期的にクリー

ニングに関する職業訓練を実施し、訓練修了証明書の発⾏を求めています。 

第 2 は、建物のクリーニングと緑地のメンテナンスにおいて、就職が特に困難な人々ある

いは障害者に対して「社会的統合の措置を行うこと」と定めています。これは社会的経済企

業への留保契約として再発注を意図したものです。 

 
◆MEAT と Best Price-Quality Ratio 

2014年の EU公共調達指令では落札基準をMost Economically Advantageous Tender(MEAT)と

し、次の選択肢を示しています。 

 

 ①価格 
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 ②費用対効果アプローチ(Cost‐Effective Approach) 

 ③Best Price‐Quality Ratio 

 これは価格の要素と質、環境、社会的要素等の非価格要素を合わせた落札基準で、日本で

言うところの総合評価一般競争入札方式に基づいて落札者を決定するということです。 
 

◆2004 年と 2014 年公共調達指令における落札基準と「最も経済的に有利な⼊札
（MEAT）」の違い 

2014 年公共調達指令においては、唯一の落札基準は MEAT で、その中に上記の 3つの選択

肢が含まれ、どれを適用するかについては公共調達の担当機関に任されています。 
 

◆オランダのソーシャル・リターン（Social Return） 
オランダでは 2012 年に公共調達法が制定され、中央政府の公契約受注企業に「ソーシャ

ル・リターン（Social Return）」を求めています。 

 ソーシャル・リターンは、契約金額が 25 万ユーロ（現在の円レートで約 3,300 万円）を

超える公契約に適用され、一般的に公契約価格の一定割合を、通常の労働市場から距離があ

る長期失業者や障害がある若者の雇用や職業訓練等に「再投資」する仕組みです 

公共調達法は地方政府には適用されませんが、2014 年時点で 79%、約 8割の地方政府が、

独自の基準を設け、契約条項にソーシャル・リターンを含めているとのことです。 

ソーシャル・リターンの割合は契約金額の 5%が典型的ですが、地方政府によってはもっと

高い割合の場合もあります。 
 

【オランダのヴァーヘニンゲン市のソーシャル・リターンの事例】 
ヴァーニゲン市のソーシャル・リターンの設定の仕方には、次の 3 つがあるとのことで

す。 

・契約要件の中であらかじめ契約金額の 5%を失業者あるいは労働市場から距離がある人を

雇うことを求める。この要件の実施計画については、受注企業の選定後にヴァーヘニンゲ

ン市と合意することが可能。 

・選定基準と組み合わせて契約要件に含めることで、契約金額の 5％を失業者あるいは労働

市場から距離がある人々を雇うことに使うことを受注者の選定基準の一つとして含める。 

・入札者にどのようにソーシャル・リターンを実施するか提案を求める。この提案は選定基

準に含まれる必要はなく、受注者が決定した後で詳細をヴァーヘニンゲン市と協同で詰

めていく。 

 

また、アムステルダム市では、社会福祉給付を受けており、資格がなく仕事の経験も不足

している、もしくは何らかの障害を持つ 18 歳から 25 歳の若者に対してソーシャル・リタ

ーンを活用した事例があります。アムステルダム市から契約を受注した道路建設会社が、道
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路と広場の建設工事においてこうした若者たちを雇いました。週 1日は座学で学習し、週 4

日はこの会社で職人によるオン・ザ・ジョブ・トレーニングを受けつつ働いたとのことです。

単純に雇うというだけでなく、就労スキルを身につける職業訓練が用意され、その後、半年

間はその建設会社での通常雇用が保証されていた事例です。 

 

これは一種のトレーニングと言えるもので、インターン的に仕事の経験を積ませるとい

う意味での就業訓練です。そうしたことを公契約の中に含めているのがオランダのソーシ

ャル・リターンの特徴です。 

ただし、現時点では費用についてどこまで民間事業者が、またどこまで政府が負担している

のかがわからないので、積算基準も含めてこれらについては今後さらに調査を行う予定で

す。 
 

（６）英国の社会的価値を考慮した公共調達への取り組み  
◆2012 年の公共サービス（社会的価値）法 

この法律により、サービスの公共調達を実施する際に、公共調達の責任者はその公共調達

が関係するエリアにおいてどのように経済、環境、社会におけるウェルビーイング（人々の

幸福）を改善しうるのかについての検討が求められます。 

 ウェールズの一部を除き、イングランドとウェールズの中央政府、地方政府のサービスに

適用されるもので、物品、事業については適用外となっています。 

社会的価値に関して、どのように公共調達の落札基準に組み込むかなど、具体的なことは

一切示されておらず、そうしたことは各政府機関、地方自治体の裁量に任されています。 

 

物品や事業の調達は法律の適用外ですが、2014 年に EU の公共調達指令が発効する前に

このような社会的な価値を公共調達に取り入れていたことは非常に驚くべきことだと思っ

ています。ただし、上で述べたように、どのような具体的な社会的価値をどのようにして公

共調達の落札基準に組み込むのかに関する具体的なことは示されていません。 

結果的にあまり使われず、社会的な価値が実現できたかということをしっかりと測定す

ることもほとんど行われていませんでした。英国政府は公共サービス（社会的価値）法に関

する取り組み状況について調査を行いましたが、実践的に取り組まれている例が少なかっ

たことを踏まえ、新たな取り組みにつなげていきました。 

 
 

◆マンチェスター市の社会的価値を考慮した公共調達への取り組み  
公共サービス価値法に基づく取り組みの事例として、マンチェスター市の社会的価値を

考慮した公共調達への取り組みの概要を紹介します。この後、英国中央政府の取り組みも取

り上げますが、英国の地方自治体の先駆的な取り組みをベースに、英国中央政府の新たな社
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会価値モデルの改革案を示したと政府の文書にも書かれています。おそらくマンチェスタ

ー市も先駆的な地方自治体の事例の一つではないかと推察します。 

2012 年公共サービス（社会的価値）法施行後、マンチェスター市における社会的価値の

ウエイトは最低 10%でスタートしましたが、2015 年にこれを 20%に引き上げました。これ

はいわゆる価格以外の総合評価項目のうち、社会的価値のウエイトとして何点与えるかと

いうことを意味します。2021 年からは環境への貢献を加え、さらに 10%引き上げました。

すなわち、公共調達の評価における社会的価値のウエイトを少なくとも 30%にしたという

ことです。 

 

マンチェスター市はサービスの契約のみでなく、すべての契約に関して社会的価値を考

慮しています。具体的な数字に関しては、英国の民間シンクタンクのデータがあります。

2019/20 年度において、マンチェスター市が上位 300 の外部サプライヤー（民間事業者）に

支出した金額のうち、69.2%がマンチェスターに基盤を持つ組織への支出となっています

（2008/09 年度の 51.5%から大幅に増加）。すなわち、大部分を地元企業から購入していると

いうことです。日本でも公共事業等で地元企業を優先することが行われています。地元の雇

用創出を意図していると言え、マンチェスター市はそれを実践していると捉えることがで

きます。 
 

◆マンチェスター市のアワータウンホールプロジェクト 
（Our Town Hall Project） 

マンチェスター市の歴史的建造物である市庁舎が老朽化したため、2024 年の再開に向け

て 2018 年から改修・維持・更新に関する作業を行っているとのことです。そのプロジェク

トにおいては、マンチェスター市に住む人々にスキル向上、資格取得等の機会を提供し、職

業訓練を通じた雇用の実現を社会的価値の中に含めています。 

また、大学を含む学校への関わりを重視し、少なくとも 50 回のキャリア、雇用に関する

セッションを学校で行い、同様に 50 回の STEM（科学、テクノロジー、エンジニアリング、

数学）に関するセッションを提供しました。さらに、14 歳〜16 歳および 17 歳以上の学生に

対して市庁舎で働く経験および建設業界を学ぶ機会を与えており、2019 年 7 月までに 48 人

の学生にそうした機会を提供しています。マンチェスターにある高等教育機関（マンチェス

ター大学等）の学生には、仕事の経験あるいは、研究プロジェクトの機会を提供し、これま

で 1,500 人以上が利用しています。 

また、複数のレベルの見習い制度が職業訓練の１つとして契約の中に位置づけられ、石積

み建築などの見習い制度の実習の場として本プロジェクトが活用されています。 

さらに、マンチェスター市から契約を受注している民間企業は、ボランティア活動に 1 万

時間を費やすことが決められているそうです。契約を受注しているある⺠間企業の社員が

特定の場所に行って清掃を行っている事例が紹介されていました。 
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ここで重要なことは、業績指標（Key Performance Indicators）を用いて、例えば何人の

学生に何を提供するという目標値を定め、一定期間にどこまで達成できているか進捗状況

を把握する仕組みを設定していることです。 
 

◆英国中央政府における新しい社会的価値モデル 
2020年 9 月に英国政府は「調達政策ノート ‐ 中央政府の契約の授与において社会的価

値を考慮すること（“Procurement Policy Note Taking Account of Social Value in the Award of Central 

Government Contracts”, Action Note PPN 06/20）」を公表しました。 

この調達政策ノートには社会的価値について、その要求されることがすべての中央政府

の契約において「明示的に評価される(explicitly evaluated)」べきであると書かれています。

2012 年公共サービス（社会的価値）法では社会的価値は「考慮されるべき」という表現に

留まっていましたが、この調達政策ノートでは明確に評価されるべきと踏み込んでいます。 

 

さらに中央政府機関に対して、新たな契約に適用されうる優先的な政策テーマとアウト

カム（政策として目指す結果）について十分な理解を求めています。その上で、入札の評価

において少なくとも 10%のウエイトを社会的価値に与えなければならないとしています

（2021年 1月より）。この義務付けは非常に驚くべきところです。 
 

◆新しい社会的価値モデルのテーマと政策アウトカム 

また、「調達政策ノート ‐ 中央政府の契約の授与において社会的価値を考慮すること

（“Procurement Policy Note Taking Account of Social Value  in  the Award of Central Government 

Contracts”, Action Note PPN 06/20）」には、新しい社会的価値モデルのテーマと政策アウトカ

ムという表が掲載されています。そのテーマは、①COVID‐19 からの回復、②経済的不平等

への取り組み、③気候変動との闘い、④機会均等、⑤ウェルビーイングとなっており、これ

らのテーマ関して、政策として目指す結果（アウトカム）を示しています。 

 

経済的不平等の取り組みについては、新しいビジネスや職、新しいスキルを創出する、機

会均等のところでは、障害者の雇用格差を縮小するといったことが書かれています。 

 

契約を通じて、社会的価値である各テーマを実現するためにはどのようなことをすべき

かということを公共調達の担当者は考えなければなりませんし、民間事業者にも問いかけ

ることになります。 
 

◆契約管理、モニタリングのための業績指標 
先ほど、マンチェスター市は社会的価値の目標値への進捗度合いをキー・パフォーマン
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ス・インディケーター（KPI）という業績指標を用いて管理しているというお話をしました

が、中央政府も同様です。 

上のスライドの表は、英国政府の社会的価値モデルのガイドに示されているものですが、

ファシリティ・マネジメント（FM）、すなわち、施設管理を例としています。2021 年 7〜9

月期においての SV（ソーシャル・バリュー）KPI は、「契約における労働者の中の障害者の

人数」について目標値を 2%と定めています。KPIは 3 か月ごとに区切って設定され、3 か月

ごとの目標達成度に応じて評価は「良い・目標に近づいている・改善が必要・不十分」と 4

段階でなされています。「改善が必要・不十分」という場合には、何らかの警告を受けるの

かもしれません。年度内でも 3 か月ごとに年 1.5%→2.0%→2.5%→3.0%→3.5%と目標値は

次第に⾼くなっています。このように、契約期間中において目標値の達成度を数値で把握す

る仕組みを設けていることは注目に値します。 
 

（７）考察と⽇本への⽰唆  
◆社会的価値を考慮した公共調達実施のための法的基盤 

複数の自治体の入札の担当者と話す機会があり、その際に⼤阪府の「行政の福祉化」と同

様に、公共調達において総合評価一般競争入札方式を用いて障害者雇用等に加点をするこ

とを提案したところ、「公契約は一般競争原則ですので、なかなかそこまでは考えていませ

ん」という回答をいただくことが多かったです。大阪府や他の自治体でも総合評価一般競争

入札方式を導入している事例はあり、自治体間の温度差を感じています。 

 

EUでは、EU 加盟国すべてを対象とする公共調達指令を作り、次に各国でその内容を法制

化、ルール化を進めています。英国は 2012 年公共サービス（社会的価値）法を制定し、英

国中央政府は、この法律よりもさらに踏み込んだ形で公共調達を活用した社会的価値の実

現に取り組んでいます。こうしたことから得られる日本への示唆として、日本は社会的な価

値を考慮した公共調達実施のためにベースとなる法的な基盤がないということではないで

しょうか。 

たとえば、障害者優先調達推進法は、障害者就労施設等からの優先調達に限定され、努力

義務です。また、女性活躍推進法が制定され、総合評価一般競争入札方式を活用し、女性の

活躍を推進するようになっていますが、当時の安倍政権において女性活躍推進が、政策的な

優先順位が高かったことも大きく影響している と思われます。すなわち、政策的優先度に

よって、個別イシューごとに社会的価値の中で強弱が生じてしまっているように思われ、公

共調達において社会的価値を考慮するという大きな原則となる法的基盤がないことが非常

に大きなことのように思います。 
 
国であれば会計法の第 29 条の 3第 1項に「公告して申し込みさせることにより競争に付

さなければならない」とあります。また、地方自治体の場合は、地方自治法の 234 条第 1 項
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に「売買、賃貸、請負その他の契約は、一般競争入札、指名競争入札、随意契約又はせり売

りの方法により締結するものとする」とありますが、第 2 項で、「前項の指名競争入札、随

意契約又はせり売りは、政令で定める場合に該当するときに限り、これによることができる」

としています。 
 
先ほど述べたように、日本の公共調達においては一般競争入札が原則であり、それ以外は

「一種の例外的な扱い」になっているので、その原則を重視することになり、あえて総合評

価一般競争入札方式を適用するかどうかは、各地方自治体の判断に委ねられているわけで

す。 

国においても一般競争原則に立てば、時の政権が非常に重視するということがあれば、女

性活躍推進法のように総合評価一般競争入札を導入することもありえるでしょうが、基本

には価格重視ということになっています。日本でも「公共調達を通じて社会的な価値を実現

する、あるいは公共調達において社会的責任を考慮する」ということを、2014 年 EU 公共調

達指令や英国の 2012 年公共サービス（社会的価値）法のように、国として明確に示すこと

が重要と考えます。障害者優先調達推進法という法律はありますが、その柱は物品、サービ

スについて障害者就労施設等から優先的に調達するという努力義務を定めたものですので

十分とは言えないでしょう。やはり、⽇本においても社会的な価値を考慮した公共調達の実

施を幅広く推進する法的基盤は必要だと思います。それがない限り、政府機関および特に地

方自治体によって、取り組みに大きな差が生じると思いますし、現在は実際にそのような状

況かつ一部の地方自治体のみでしか、障害者の雇用を推進するために総合評価一般競争入

札方式を適用するといったことは行われていません。 

 
◆国としての推進体制の整備 

また、そうした法律が制定されたとしても、公共調達において社会的価値の実現を目指す

ということを国の政府機関や各地方自治体にただ任すだけでは限界もあります。そうした

取り組みを広めるための強い推進体制が必要です。今後もし公共調達における社会的価値

の実現のための法的基盤ができた場合、法律に加えて法に基づく推進体制を整備しなけれ

ば、日本で取り組みが進展していくことは難しいだろうと思っています。EU では欧州委員

会のある部局がガイドブック的な報告書や様々な事例を集めた報告書を作成・公表し、講演

会やワークショップ等を開催し、EU 各国でグッド・プラクティスの共有化が図られるよう

に努めています。やはり、推進する体制を設定することが非常に重要だと考えています。 
 

◆公共調達に就労訓練を組み込むことの重要性 
EU や英国の事例により、公共調達に就労訓練・職業訓練を組み込むことの重要性はご理

解いただけたかと思います。日本の事例としては、大阪府の「行政の福祉化」が 1 つのモデ

ルです。エル・チャレンジが随意契約で清掃業務を受託する。その清掃業務の現場で就労訓
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練を受けた修了生が、大阪府による総合評価一般競争入札の清掃業務委託において雇用さ

れる。この仕組みは公共調達で就労訓練・職業訓練を実現する非常に有効かつ重要なモデル

だと思っています。ただし、日本全体では、大きな公契約の中に就労訓練を組み込む、ある

いは再委託をすることで就労訓練を行うという事例はほとんどありません。 

 

今後、1 つの公契約に職業訓練や就労訓練を組み込むことは、大きなテーマになると思い

ます。 
 

◆主契約と⼀部再委託 
主契約の中から、その一部の業務等を障害者就労施設等に再発注することについては、た

とえば、熊本県の令和 3 年度（2021 年度）障がい者優先調達推進方針において「なお、県

の委託事業の受託者が契約等に従い、事業の一部を再委託する場合には、可能な限り障害者

就労施設等へ再委託するような働きかけに努める」と書かれています。したがって、現行の

法制度において、こうした形での再委託を実施することに問題はないことがわかります。 
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３．意⾒交換 
（前⽥） 

⽇本でも社会的価値を考慮した公共調達を推進するべきだと思いますが、原則として⼀
般競争⼊札となっています。⾏政的には単純にお⾦が少ない⽅がいいという考え⽅でいい
のでしょうか？ 

もう⼀つは、公共調達の中で障害をもった⽅などを職業訓練して、障がい者や⾼齢者を雇
⽤していくことで、今まで⽣活保護で⽣活していた⼈が⺠間企業で働いて納税者になるこ
ともあります。そうやって税⾦を払ってくれる⼈を増やすにはこういう取り組みが必要だ
と思うのですが、そのあたりを教えてください。 
 
（岸） 

最初の質問については、⼀般競争⼊札は最も低い価格で落札者を決定しますので効率的
と⾔えます。あまり低過ぎてもよくないので、最低制限価格が設定される場合がありますが、
基本的な考え⽅は、税⾦をできるだけ効率的に使うためにできるだけ低い価格で事業を⾏
うことが最善であるということです。 
 

地⽅⾃治法の中に「最少の経費で最⼤の効果を挙げるようにしなければならない」という
条⽂がありますが、公契約において⼟台となる考え⽅です。それが難しい場合に、⼀般競争
⼊札ではなく指名競争⼊札を実施したり、総合評価⼀般競争⼊札⽅式を適⽤するなどして、
ある意味であるいは価格⾯での競争性を制限します。随意契約では基本的に競争性がなく
なりますが、何らかの事情がない限り、⼊札者間の競争を通じてより低い価格を追求するこ
とが前提です。 
 

2 番⽬の質問については、おっしゃられたことは海外の⽂献や資料において、ほぼ必ずと
⾔っていいほど出てきます。福祉給付を受けている⼈々が就労訓練を受けて、社会で働くこ
とにより、⼈としての尊厳や⾃⽴⼼を得るとともに、賃⾦を得ることで福祉給付受給者から
税の⽀払い者に変わることが社会にとって⾮常に⼤きなことであるといったことです。ア
ムステルダムのソーシャル・リターンの建設会社の事例や⽶国のアビリティワン・プログラ
ムのホームページにもそうした記述があります。すなわち、個⼈が⾃⽴した⽣活に移⾏する
だけでなく、社会全体にとっても便益があるということは海外でも広く⾔われています。 
 
（福原） 

⾏政にとっての公共性とは⼀体何でしょうか。⽇本の⾃治体の考える公共性の概念の中
⾝と、EU や各国の考える公共性にはズレがあると思います。EU の公共調達指令で⾔われ
ているように、社会は市⺠で構成されています。市⺠が社会参加につながる道筋をきちんと
整えることが国や⾃治体の社会的役割としてあるというのが、ＥＵなどの基本姿勢だと思
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います。⽇本の⾃治体には、こうした公共性やその概念がないのではないでしょうか？ 
ヨーロッパやアメリカ的なものを、⽇本で広めるにはそのズレをどのように整理すれば

いいでしょうか。そこに対して何か⾒解があれば伺いたいです。 
 
（岸） 

海外で⾏われていることをそのまま⽇本で実施することは難しいですが、⽇本でも社会
的価値を考慮した公共調達を推進する根拠となるものを⽰すことが⼤切だと思います。今
のままですと各組織や地⽅⾃治体の⾃主性に任されているので、⼤阪府のようにしっかり
と取り組む⾃治体がある⼀⽅で、他の⾃治体ではそうしたことは知らない、⼀般競争原則で
あるため価格のみで問題ないという意⾒もあります。 

⼀般競争原則は柱ですので、公共調達を社会的価値の実現に活⽤するという合意や同意
というベースをつくることがまず必要でしょう。公共調達を社会的価値の実現に活⽤する
ことを全国に広げるためには、各⾃治体にとって根拠が必要です。それが法律だと考えます。 
社会的価値を考慮した公共調達を⾏わないことが、決して悪いことと⾔えませんが、⾮常に
⼤きな規模の⾦額の⽀出を政策的にうまく活かすことに関して、より多くの⼈々が同意し
ていくことができれば、⼤きな⼒になると思います。 
 
（福原） 

ヨーロッパが取り組んでいる⼤きな政策として、社会的困難を抱えている⼈を職業訓練
によって社会で包摂しようとする動きがあります。失業期間は給付を受けるだけでなく、職
業訓練の期間でもあると捉えています。ヨーロッパは失業率が⾼いですが、国の経済がそれ
で破綻しない理由は、⼈を育てる仕組みがあるということがあります。⽇本は失業率が低い
のでうまく回っているように⾒えますが、失業者を雇⽤につなげても⾮正規が多く、きちん
と稼げる仕事につなげていません。職業訓練をやることと公共調達がしっかり連動してい
るところがヨーロッパにはあります。⽇本は⽣活困窮⽀援の制度などはあるのですが、ちゃ
んと正規雇⽤につながるケースはまれです。 
 
（菅野） 

ＥＵでは法律や規則を定めるときに、どのようなアドボカシーグループがあるのでしょ
うか。例えば SDGs 絡みで⽇本とヨーロッパとアメリカの最⼤の差は、有⼒な NGO や NPO
がいるかどうかがあるようです。⽇本ではアドボカシーグループがないからルールが変わ
っていかない部分もあります。こういうものを推進する主体を知っていたら教えていただ
きたいです。 
 
（岸） 

本⽇の社会的価値を考慮した公共調達に関することでは知りませんが、違う観点からで
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すと、英国の場合、リビング・ウェイジ（⽣活賃⾦）を挙げることができます。英国には、
いくつかのリビング・ウェイジがあるのですが、⽇本の法定最低賃⾦に該当するものはナシ
ョナル・リビング・ウェイジ（National Living Wage）と呼ばれ、法律に基づくものです。
ただし、⽣活費に基づいて計算されているものではありません。 

⼀⽅で、2000 年代初め頃からロンドンでは最低賃⾦では⽣活できないという声を受けて、
⽣活可能な賃⾦を各企業は⽀払うべきだというキャンペーンが開始され、現在ではリビン
グ・ウェイジ・ファウンデーション（Living Wage Foundation）という⾮営利団体が⽣活費
に基づく⽣活賃⾦を毎年公表し、⾮常に⼤きな影響⼒を持っています。企業が⽣活費をカバ
ーできる⽣活賃⾦を⽀払っているという認証を与え、それを企業の評価につなげるなど、⽣
活賃⾦に関してこの⾮営利団体の取り組みが社会にかなりの影響を与えています。 

もう⼀つは、シェアアクション（ShareAction）という⾮営利団体です。この団体は⼤企
業に対して、株主総会などで⽣活賃⾦を採⽤することを求めています。経営者側と交渉する
ことなどにより、リビング・ウェイジ・ファウンデーションが公表している⽣活費に基づく
⽣活賃⾦を導⼊する企業を増やすことにつながっています。 

また、シェアクションは、ESG 投資においても、リビング・ウェイジ・ファウンデーショ
ンが公表している⽣活賃⾦を投資の評価項⽬の⼀つとして含めるように投資会社や年⾦基
⾦に呼びかけており、これは ESG 投資において 1 つの⾮営利団体が影響を与えている事例
と⾔えるでしょう。 
 
（菅野） 

もの⾔う株主のような形で、欧⽶では役割分担をしながらアドボカシーを進めています。
⽇本のグローバル企業でも、後追いで参加させられる状態があります。ESG や社会的価値
などの最新の取り組みは欧⽶のテーブルで決まっていて、⾮営利組織の⼒量の差が⼤きい
ところがあります。⽇本でも⾮営利組織の育成にどのような資本を投下していくのでしょ
うか。ヨーロッパの⽅が進んでいるので、もっとそういうことを考えないといけないと思い
ます。 
 
（⾼⾒） 

今の話と関連するのですが、労働組合の存在が気になります。⽇本は企業別で欧州は産業
別で形態は違います。欧州では、職業訓練も労働組合がベースになって関与していると聞い
たことがあります。福原先⽣もご存知かもしれませんが、労働組合が公共調達などにも⼀定
の影響を持っていると思うのですが、その辺についてはいかがですか。 
 
（岸） 

私が今回調べた中では、労働組合が関わっているかどうかはわかりません。 
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（福原） 
⽇本の労働組合がこの課題に積極的にアプローチしているかは聞いたことがありません。

ワーカーズコープはこのことに問題意識を持ち始めています。労働者協同組合法が今年か
ら施⾏されるので公共の仕事を受託しようという考えのなかで、公共調達について問題意
識をもっています。労働者協同組合連合会などが連合との関係をもう⼀度きちんと整理す
る流れの中で、公共調達まで踏み込めていませんが、労働者協同組合の発想を労働組合と共
有したい流れがあります。フランスは労働組合と労働者協同組合はいい関係で、公共調達に
ついても新しい法律が、今年できると聞きました。 

それと別に、社会的企業の連合体がいくつかあります。その中で労働者協同組合が共同利
益を持っている団体が働きかけ、公共調達による仕組みをつくる。労働者協同組合が地域課
題解決に関する事業を⾏政から受託すると。また、発注だけでなく、地域課題解決に対して、
⺠間、⾏政当局も合わせて投資し、⼀緒に事業実施する取り組みがフランスにあるそうです。 
レジードカルティエという、地域課題解決、コミュニティ再⽣に取り組む事業があります。
これは地域の困窮者を雇⽤しながら、⾃治体の事業を受託することで地域の課題を解決す
るような仕組みです。また、困窮者を⽀援しながら公共調達している⽐率が多いのはベルギ
ーです。ベルギーは組織が多く、国が率先してやっています。 
 
（尾中） 

NPO をやっていますが、SIB（ソーシャル・インパクト・ボンド）的⼿法を意識していま
す。ロジックモデルを書いて、インプットとアウトカムの関係をできるだけ定量化して明⽰
する取り組みです。ベルギーなどでも、国の意思決定の際にお⾦だけではなく、社会性とお
⾦の両⾯で選ぶことを採⽤していると思います。障がい者が就労できなければ、制度事業の
⽀出が増えます。でも、障がい者が就労すれば、税⾦の⽀出を減らせます。その費⽤便益性
はソーシャルインパクトを考慮してどれくらい計算されているのでしょうか。 
 
（岸） 

私が調べた範囲においては、オランダでは定量化し計算している事例はありませんでし
た。英国のある⾃治体は社会的価値を実現することでどれくらいの便益が返ってきたか（ソ
ーシャル・リターン・オン・インベストメント）について、定量的に計算していると聞いた
ことがあります。そうした⼿法はある程度確⽴されているようです。本⽇のお話の中で最も
近いのは、⽥岡さんがお話されましたが、⼤阪府の取り組みによって⼀定程度の⾦銭的な便
益があったということです。⼤阪府は⾏政の福祉化による費⽤対効果を計算されています。 
 
（尾中） 

お⾦だけで判断しているところに、⾏政全体で得する、社会的なことも考慮して公共調達
してもらうという提案の動きはあるのでしょうか。 
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（岸）  

英国ではバリュー・フォー・マネー（Value for Money）という⾔葉がよく使われますが、
費⽤に対して便益を⾦銭価値化したものを指す場合があります。最も低い価格だけで判断
するのではなく、⾃治体全体にとって便益があるとアピールする根拠の⼀つになっていま
す。 
 
（⽥岡） 

埋橋委員にお聞きしたいのですが、縦割りコストを横の⽬で⾒る、⾏政としての全体のコ
ストを⾒て全体の戦略を⽴てていくようなロビー活動、アドボカシー的な動きをするなら
どんな戦略があるでしょうか。 
 
（埋橋） 

府では「⾏政の福祉化」で社会的価値を公共調達の中で活かすことがよく⽰されています。
しかし、市町村では「⾏政の福祉化」という⾔葉は知られていません。だからといって、す
べて競争⼊札、指名競争⼊札で終わっているわけでもありません。各⾃治体にとって都合の
いい形で、総合評価による公共調達は導⼊されています。⾏政にとって価格以外の都合のい
いところで、いろんな条件をうまく使っているんじゃないでしょうか。 

そういう点からいうと、「⾏政の福祉化」という⾔葉には反対意⾒は出にくいですが、社
会的価値という⾔葉には、価値を押しつけるとか、押しつけられるという感じになることも
あるのでは？各⾏政と相対するときは、もう少し⾔葉を選び、反発が起こらないように、⾔
葉選びに気をつける必要があるでしょう。⾏政と⾏政の職員や議員と話す際には、その点に
気をつけています。 
 
（⽥岡） 

社会的価値と⾔えば⾔うほど押し付けられている感じがするのは、なるほどと思いまし
た。具体的に何かを明⽰することは⼤切ですね。岡本さん、何かご感想があればお願いしま
す。 
 
（岡本） 

話しづらいですが、社会的価値が何かということで、岸先⽣に海外の事例を教えてもらい
ましたが、府としてハートフル条例を明⽂化したのは⼤きいことだと思いました。⽂字に落
とされたことで、府域の条例として、市町村においても使っていただけるものだと実感しま
した。⼤阪府はこれまでも⾏政の福祉化やハートフル条例の取組みを発信してきましたが、
市町村にも浸透していきました。その流れをどうしたらもっと早くできるのか、それを視点
に⼊れて議論していきたいし、⾃分たちも何か役に⽴てることを発信したいです。 
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（⽥岡） 

丸尾さん、永井さん、柴原さん、福⽥さん何か⼀⾔感想をお願いします。 
 
（丸尾） 

今⽇の話を総括的に⾒たら、評価基準の決め⽅を明確にしないと、物事は進まないと思い
ました。評価基準というと雇⽤率がいくらといった具体的な数字で明⽰できる固定的評価
と、数字化できない部分をどのように評価するかという視点があります。評価基準を合意し
ていく点が今後の課題ではないでしょうか。 

総合評価⼊札が具体的に広がりにくいのは、契約案件の業種・業務の特性を踏まえ、総合
評価される項⽬と、発注する業務の合理性や親和性を業界団体などとしっかり意⾒交換     
する必要があるからだと思います。この点は⼤きなポイント     だと思います。 

⼀⽅で⾏政の発注システムの中には総合評価以外に、指定管理者制度とか、WTO とか、
いろいろな契約⽅法もあります。総合評価⼀般競争⼊札だけでなく、公共調達として評価項
⽬を具体的に提⽰できれば、社会性を踏まえた調達が広がるのではないでしょうか。 

これまでの業界の慣習などもあり、公共調達で障がい者雇⽤などを進めようとしても、業
界団体からの反発を受けることもあります。この部分で合意をとれなければ、⼀般競争⼊札
を⾏うことになりやすいです。 
 
（岸） 

具体的に清掃ということであれば、清掃の業界ということで具体的に評価項⽬を⽰す必
要があるという話ですか？  
 
（丸尾） 

総合評価⼊札を他の⾃治体に広げようとするには、評価項⽬を明⽰し、業界団体との意⾒
交換を⾏うことで、⼀定の合意を     しないとなかなか進まないのではないでしょうか。 
 
（岸） 

おっしゃる通り、業界との合意が必要とのことはまさしくその通りだと思います。契約の
内容と評価項⽬および評価基準について、業界団体との合意があってこそだと思います。 

⼤阪府やエル・チャレンジの取り組みが⾃治体にとって便益があり、多くの⼈々にとって
もメリットがあるということをわかりやすい形で伝えることができれば、他の⾃治体に広
がるきっかけになるかも知れません。 

社会的価値は多様で、その中でどのように優先順位をつけるかについては、各⾃治体や
個々の契約によって何を⽬指すかで変わってきます。社会的価値という⾔葉⾃体が⾮常に
抽象的で漠然としているので、公契約で何を便益として⽬指すのか、その基準はどういった
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ものなのかについてしっかりと⽰すことが重要だと思います。 
 
（柴原） 

⼈権の観点からいうと、ヨーロッパは個⼈の尊厳が基本になっています。それも⾃由権だ
けじゃなくて社会権、いろんな社会的不利があっても価値が平等になる、そういうところを
進めてきているし、その基盤があります。福原先⽣の市⺠性というのも、菅野先⽣の⾮営利
組織とか、労働組合の強さみたいなところにもつながっていると思います。 

アメリカは多数決で、BLM（Black Lives Matter）のように運動で社会を動かす⾯があり
ます。社会的価値というと受け⼊れられにくい⽇本の状況があるのですが、⽇本は個⼈の尊
厳という意識が弱いです。 

東洋的⼈権と⾔われるように、集団や国家や社会があって個⼈が認められる⾯がありま
す。権利よりも障がい者の法律のように、配慮になってしまいます。⼤変なところ、困って
いるところを助けるみたいな感じになります。権利を主張すると逆に批判されがちです。 
ワーク・ライフ・バランスでは、国際的ダイバーシティの取り組みに乗っていかないといけ
ない部分もあり、国も対応してきました。国際的な動きは⾏政の施策に反映されています。
社会的価値を認めるような法的な基盤は、すぐにはできないと思うので、S 認証の項⽬など、
先に基準をつくる必要があるのではないか。権利ではなくとも、配慮や努⼒義務からでも、
やっていく必要があると感じました。 
 
（永井） 

現実的にＥＵのような取り組みを、⽇本でどのように実現していけるのでしょうか。⾏政
の福祉化でも 10 年かかりました。災害ボランティアもそれくらいかかりました。もう少し
早くするためには法律がいるのもわかるし、外圧が必要なのもわかります。しかし、⾏政は
変わりにくいです。公契約を変えるのは法律だと思うが、ほかに進むための⽅法があるので
しょうか。またそれを進めるのに反対する勢⼒はいるのでしょうか。 
 
（岸） 

制度はそう簡単に変わりませんので、地道に⾏っていくしかないでしょう。⽇本は海外諸
国とは違うと⾔うとそれまでですが、どのように違うかについて知ってもらうことが⼤切
だと思います。それは、研究者の⼤切な役割だと考えています。 
 
（福⽥） 

総合評価に参加するようになって 10 年以上になりますが、総合評価を広げていくのは条
例も⼤事ですが、エル・チャレンジのような中間⽀援機関が企業にいろんな知識や技術とい
ったことをつないでくれるのが⼤事です。 

⼤阪市でも総合評価は進んでいますが、⼤阪市では⼥性活躍推進でえるぼし認定を取得
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することなど、評価項⽬がどんどん増えていき、ハードルが⾼くなってばかりです。評価項
⽬を満たすことの苦労が増えるばかりで、障がい者や⼥性活躍など総合評価で何を⽬指し
ているのかわからない状況です。業界に応じた社会的価値を⾒出すことがあるので、なんで
もかんでもはしんどいと思います。 

企業とビルメンテナンス業界とエル・チャレンジがつながって、⼤阪府と三者連携しなが
ら進めていることが⼤事だと考えています。今後⼤阪以外で進めるためには、⼤阪以外でも
エル・チャレンジを作らないと進まないと思います。そういう意味の壁を感じています。 
 
（⽥岡） 

丸尾さん、永井さん、柴原さん、福⽥さん、ありがとうございました。 
引き続き来年度もこの研究会を 2 回ほどやりたいと思っています。その際にはみなさま

どうぞよろしくお願いいたします。本⽇はありがとうございました。 
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「社会と地域の利き⼒」オンラインセミナー記録 

 
開催概要 

⽇時：9 ⽉ 30 ⽇（⽊）18:30〜20:30 
開催⽅法：オンライン 
 

セミナー内容 
１．ソーシャル企業認証制度が必要とされる背景 
２．ソーシャル企業認証制度の概要 
３．質疑 

 
登壇者 

深尾昌峰（ふかお まさたか） 
⿓⾕⼤学学⻑補佐、政策学部教授。株式会社 PLUS SOCIAL（https://www.plus-social.org/ps）
代表取締役、経済財政諮問会議政策コメンテーター、総務省地域づくり懇談会委員、東近江
市参与。 
  
１．ソーシャル企業認証制度が必要とされる背景 

（１）問題意識は「地域が地域であり続ける」こと 
 
現代は社会の構造が⼤きく変わり、制度と制度のはざまで起こる問題や、激甚化する格差

が顕在化してきました。そんな時代において、地域でこれからも安⼼して⽣きていくために、
何ができるか考えないといけません。私は中⼭間地域での活動を経て、「地域が地域であり
続けるために」どうすればいいかを⾃分の課題とするようになりました。 
現代は、⽣き⽅のモデルのない時代であり、答えがない時代です。今までのようにお⾦や

いい会社に就職することを基準にするのではなく、何が幸せか問い直す時代になっていま
す。そのためには、今あるまちやしくみ、これまでの⽴ち位置を構造からひっくり返さない
といけません。 
最近話題となっている SDGs（貧困、ジェンダー、気候変動など 2030 年までにすべての国

が取り組むべき 17 の⽬標）は、そもそもは社会の構造を問い直すものです。そして、社会
の構造をひっくり返すときには痛みが伴います。現在、東⽇本⼤震災やコロナにより、中⼭
間地域などでは暮らしが限界にきており、それはまったなしの状況になっています。そのた
めには、新しい⾃治モデルの模索が必要となっているのではないでしょうか。 
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（２）地域の課題解決をソーシャルセクターだけに任せていいのか？  
しかし、なかなか社会が変わるのは難しいと感じています。⾏政の⼒を頼るだけでも、NPO

やボランティアの⼒を借りるだけでも限界があります。企業も含めた、総⼒戦で社会を変え
ていかなければなりません。 
これまでは世間の間に⾏政や NPO が社会に役に⽴つことをし、社会の課題を解決し、企

業は稼ぐというイメージがありました。しかし、積極的にお祭りや地域の⾏事にかかわるロ
ーカル企業など、社会や地域に役⽴つ企業もたくさんあります。これまでの、企業＝稼ぐ⽴
場という限定的な図式をどう根底からひっくり返すことがより重要になっています。 
  

◆マーケティングの変化  
 マイケル・ポーターが提唱した CSV（Creating Shared Value：共有価値の創造）と呼ばれ
る経済価値を創造しながら、社会ニーズに対応することで、社会価値を創造する経営戦略が
あります。企業の側にも社会問題解決のために企業活動を⾏う動きが出てきています。代表
的なものはスリランカの紅茶農園を⻑期的に⽀援し、レイン・フォレストアライアンス認証
（農園の環境、⼟壌・⽔を含めた天然資源、⽣態系や⽣物多様性を守り、労働者の労働条件
やその家族・地域社会を含めた教育・福祉などの厳しい基準を満たした農園に与えられる認
証）の茶葉使⽤を拡⼤するような取り組みなどを通じて、社をあげて CSV を経営戦略の柱
にしているキリンホールディングス株式会社などの例があります。 
これまでの企業間の競争戦略は価格が中⼼でしたが、これからはその軸⾜を移さなければ

ならなりません。そのためには持続可能な社会をつくるための共通価値を盛り込み、気候変
動やジェンダーなどの課題解決に取り込むことが必要とされています。このような企業の
CSV とソーシャルな世界がいかにつながり、どうやったらもっとみんなで取り組めるのか。
企業に⾜りないものを、どうやって導⼊できるのかを考えていくことが課題となっていま
す。 
  

◆機関投資家の意識変化  
企業の置かれている環境の変化に加えて、機関投資家（法⼈の⼤⼝投資家のこと。⼤⼝の

資産で⻑期の投資を⾏うことが特徴で、市場に与える影響が⼤きい）の側にも投資で社会を
変えられるという意識変化が起こっています。ESG 投資（Environment ：環境、Social：社
会、Corporate Governance：企業統治の三つを考慮した投資のこと）、投資によって社会的
変化や環境的変化を⽬指すインパクト投資など、社会課題に責任をもち、社会課題解決を⽬
指す企業に優先的に投資をするようなものが登場してきています。 
例えば、アパルトヘイトの撤廃には投資家が南アフリカの企業からお⾦を引き上げたこと

が、実質的に経済制裁としての効果をもったことによる影響があったといいます。このよう
に、⼈種差別・環境破壊に関与する企業へ機関投資家が投資しないことによって影響⼒を⾏
使することで、お⾦の⼒を使って社会を変えていける可能性があるのです。このような環境
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保護や⼈権、平等、正義といった問題に変化を促すことを⽬指す投資は、インパクト投資と
呼ばれ、欧⽶で広がりつつあります。  

 
 
（出典）「インパクト投資拡⼤に向けた提⾔書 2019」（第 2 章 p.12）（GSG 国内諮問委員会、2020、修正版：2021） 

https://impactinvestment.jp/user/media/resources-pdf/impact_investment_report_2019.pdf 
 

◆インパクト投資専⾨の⾦融会社・PLUS SOCIAL 設⽴  
このようにグローバルな規模で、投資によって環境や⼈権といった社会課題に対する影響

⼒を⾏使できますが、そこからさらに地域のスケールに合わせて同じようなインパクトを
起こすにはどうすればいいのだろうかという問題意識が芽⽣えました。そこで、地域の事業
者と⼀緒にインパクト投資に取り組むことで、地域を変えることを⽬指して、インパクト投
資専⾨の⾦融会社・PLUS SOCIAL（https://www.plus-social.org/ps）をつくりました。こ
れによって社会に必要なものを作っていくことができるのではないかと思っています。現
在、PLUS SOCIAL がかかわっている進⾏中の事業としては、熊本で市⺠も資⾦を出し事
業計画に参加するサッカー場を作る計画があります。 
  
２．ソーシャル企業認証制度の概要  
 

（１）社会的インパクトを地域でも起こすには？ 
◆ソーシャル企業認定制度（S 認証）をスタート  

PLUS SOCIAL の設⽴の⽬的は、企業の社会性を⽣かすことです。現在、⼤企業のダイ
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バーシティー経営が話題になっていますが、世間に知られていないだけで、ローカルな企業
でもそのような社会的課題に取り組んでいるところはたくさんあります。例えばある地⽅
の⼯場では、外国⼈技能実習⽣に教育を受けさせ、⽣活⽀援、技術⽀援も⾏い、家族のよう
に受け⼊れています。しかし、このような取り組みはあまり広く知られていません。そのた
めには企業を応援していく仕組みが必要です。それをけん引していくためのエンジンとし
て、地域の⾦融機関と⼿を組んで「ソーシャル企業認定制度 S 認証（https://besocial.jp/）」
をスタートしました。 
  

◆S 認証とは？  
S 認証とは環境や福祉といった社会的課題に取り組む企業をソーシャル企業として認定

する制度です。地域の⾦融機関 3 社（京都信⽤⾦庫、湖東信⽤⾦庫、京都北都信⽤⾦庫）と
およそ２年間の議論のすえに 2020 年に「ソーシャル企業認証制度 S 認証」を創設し、認証
機関として⼀般社団法⼈ソーシャル企業認証機構（以下、機構）を設⽴しました。 
地域の⾦融機関は認証結果を「企業の格付け」に使い、財務諸表のみだけでなく、⾮財務

的評価軸を融資などに反映させると明⾔しています。また、連携している⾦融機関の⼀つで
ある京都信⽤⾦庫は、中期計画の中でソーシャル融資を７割にしていこうとしています。 
  

◆S 認証の⽬的  
S 認証の⽬的は、ソーシャルマインドを持った地域社会のための企業を応援し、そういっ

た企業を増やしていくことにあります。さらにそれによって企業価値の向上を⽬指し、NGO
のようなソーシャルセクターとの連携を強化することを⽬指しています。 
 

◆組織について  
 S 認証の認証組織は次ページの図（https://besocial.jp/about/）の通りです。認証を出す
のは⼀般社団法⼈ソーシャル企業認証機構で、認証評価を⾏うのは、ソーシャル企業認証第
三者委員会です。これは公平性を保ち、第三者性を担保するため、⿓⾕⼤学内に委員会を置
き、メンバーは代表理事２名、委員会 10 名、⼤学⽣３名よりなります。独⾃性を保つため
に⾦融機関は委員には⼊りません。 
実際に現場で話を聞いて申請サポートなどを⾏うのは、ソーシャル企業認証機構の認定を

受けた⾦融機関の職員であるソーシャル企業認証アドバイザー（ＳＣA）です。⽂化、環境、
⼈権などの事例が記載されている社会課題を発⾒、評価するシートをもとに、地域企業の社
会課題への取り組み⽀援および認証サポートを⾏います。 
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（出典）「S 認証 認証制度について」https://besocial.jp/about/ 

 
◆申請から認証までの流れについて  

申請から認証までの流れについては以下の流れになります。 
 
1 SCA に申込・申請の相談（※SCA：ソーシャル企業認証アドバイザー） 
申込⼿順の説明・申請のサポート等 

↓ 
2 申請 
SCA のサポートのもと、⼀般社団法⼈ソーシャル企業認証機構の Web サイトより申請 
https://besocial.jp/ 

↓ 
3 申請料のお⽀払い 
申請料を振込 
申請料：10,000 円（税込）3 年更新 

↓ 
4 認証評価 
ソーシャル企業認証委員会（第三者委員会）による公正な認証評価 
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↓ 
5 認証状のお受け取り 
⼀般社団法⼈ソーシャル企業認証機構より認証状を郵送 
（出典） 「S 認証 認証制度について 6. 「ソーシャル企業認証」応募までの STEP」 

https://besocial.jp/about/ 

※認証の有効期間は３年間で、費⽤は１万円。認証されるとアドバイザーのコメントと認定証がもらえます。 

 
 現在の認証件数は２８２件、申請は５４６件（2021 年９⽉末現在）。現在、申請が予想以
上に多く、認証が間に合ってない状態です。 
  

（２）S 認証のねらい  
S 認証による企業側のメリットとしては次のようなものがあります。 

  
◆⼈材定着・育成  

地域の事業者・中⼩企業にとっては、⼈材定着と育成が不可⽋でしたが、S 認証を取るこ
とによって、社員のモチベーションにつながります。社会的意義のある会社に勤めている、
⾃分の仕事が世の中の役に⽴っているという社員の喜びや、会社へ誇りを持つことにつな
がり、離職率低下にもつながります。また規模や知名度にかかわらず、やりがいや社会的意
義のある仕事を求める⼈にとっては S 認証をとったことは魅⼒となるので、採⽤活動に役
⽴てやすいといったこともあります。 
  

◆資⾦調達  
S 認証を取ることで社会的信⽤度や企業イメージ、⾦融機関からの資⾦調達⼒の向上が⾒

込まれます。 
⾦融機関の側にまちに必要な企業だからなんとかして資⾦調達しようという意識が⽣ま

れます。財務諸表のみで判断した場合に融資が難しくても、違う形で資⾦調達を⽀援しよう
と、⾦融機関と⼀緒にクラウドファンディングを仕掛けたり、⾦融機関が広報をして⽀援を
呼び掛けたりすることで、融資以外の資⾦調達の幅が広がります。 
  

◆ソーシャル認証企業のコミュニティ形成  
S 認証を取ることで⾮営利の組織とのマッチングや連携がはかれます。企業と社会的課題

をもつ現場をつなぐことで、あらたなパートナーシップが⽣まれます。ソーシャル企業のコ
ミュニティを⼤きくしていくことで、情報をしっかりと発信し、⼤企業に偏重しがちな学⽣
の就職活動を少しずつ変化させ、地域の中⼩企業と学⽣をマッチングしていきたいと思い
ます。 
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（３）S 認証の課題  
現在 S 認証はできてまだ間がない制度のため、現場の職員の育成が必要です。そのために

研修をもっとやっていく必要があります。今後地域の⾦融マンがソーシャル認定にかかわ
ることで、地域のソーシャルセクターに詳しくなり、ネットワークをつくることが可能にな
ります。さらに⾦融マンが保育や福祉といった地域の特定分野に強みを持つことで、資⾦調
達と現場をつなぐ中間⽀援⼈材となり、企業の組織運営や資⾦調達や事業内容にコンサル
タントができるようになります。そのような⼈材は、市⺠社会にとって⼼強い味⽅になるは
ずです。また、地域から逃れられない信⽤組合・信⽤⾦庫という⾦融機関にとっても、地域
で新しい事業が起こり、存続できる企業が増えていくことにつながるので、⼒になる可能性
を秘めています。 
  

（４）S 認証によるコレクティブインパクトを⽬指して  
S 認証を受けた企業が増えると、地域のことを考えるラウンドテーブルについてくれるプ

レイヤーが増え、参加者が増え、解決策が増えていきます。それによって地域が地域であり
続けられる⽣態系をつくれるのではないかと期待しています。 
現段階において認証企業を増やす段階なので、現在は「励ます認証」となっており、認証

基準についてはそれほど厳しくありません。 
今後は、質、量を策定するステップ２の認証が必要ではないでしょうか。S 認証を取った

企業がこれからも増えることで、今後また違うグラデーションができてくることに期待し
ます。地域、社会のことを考えながら事業をすることをどうスタンダードにしていくかが、
今後の課題となっています。 
 
３．セミナー会場からの質疑 
セミナーで発表しきれなかった部分について、質疑応答で補⾜します。 

 
Q.なぜ地域の⾦融機関と組むときに信⽤⾦庫を選んだのですか。 
A.地⽅銀⾏も考えなかったわけではないですが、現在地⽅銀⾏は銀⾏法改正で再編の波が
訪れ、多⾓経営化していいます。ある地銀は⼿間のかかる中⼩企業は相⼿にしない、ある⼀
定規模の中⼩企業しか相⼿にしないと明⾔しました。信⽤⾦庫はエリアが決められていて、
地域と⼼中するしかありません。その中でどうやって⽣き残りをかけていくのか、地域に役
に⽴つ⾦融を残し発展させていくのかは課題です。現在信⽤⾦庫も過渡期となっており、た
くさんの中⼩企業を顧客として抱えています。地域とともにある⾦融機関ということで信
⽤⾦庫に声をかけました。信⽤組合については、あまり京都にないので声をかけませんでし
た。 
 
Q.認証を受ける企業の応募の動機はどういったものですか。 
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A.推測になってしまいますが、⼀つは、⾦融機関の担当の営業者が熱⼼に営業していること
があるのではないでしょうか。 
 
Q.⾮営利組織は対象になっていますか。 
A.はい。対象にしています。ただし、介護事業所や⼠業の範囲で相談会をやっているような
業務の範囲に社会性も含まれる業種については、あえてソーシャルと⾔っていいのかとい
うことは議論しているところです。 
 
Q.2021 年 4 ⽉スタートということですが、6 ⽉〜7 ⽉の申請がのびた原因はなんですか。 
A.営業マンからするとノルマがあったわけではありません。また、4 ⽉当初は申請書の書き
⽅もわからないなど様⼦⾒のところがあり、定着に時間がかかりました。⾦融期間の研修な
ども終わり、申請書類の処理などもスムーズにいくようになったところが原因ではないで
しょうか。 
 
Q.どのような企業に認証を勧めていますか。また、⾦融機関にとって認証を勧めるメリッ
トはありますか。 
A.現在はこれまでの顧客が多いそうですが、少しずつ新規の顧客も増えているそうです。ま
た、まだ取引はありませんが、これからつながっていきたいというところなども増えてきて
います。⾦融機関のメリットとしては、新たな企業と出会えるというよりも、今の取引企業
の取り組みをどう強みに変えていけるか、いいアライアンスやいいマッチングやいいプロ
ダクトにつなげていけるかという部分の⽅が強いと思います。 
 
Q.信⽤⾦庫の⽬利き⼒向上にも使えますか。 
A.昔あったような、この経営者なら⼤丈夫だから貸してもいいというような意味での⽬利
き⼒の復活につながっているのではないでしょうか。バブル、リーマンショック以降は⾦融
庁の指導により財務諸表を中⼼に融資を決めており、ストーリーや思いや⼈柄を⾒るよう
な融資の仕⽅をしてきませんでした。このような認証を通じて、今⽇的なまなざしを元にし
た新たな軸による⽬利き⼒を養成することにつながっていると感じます。それにより、地域
の⾦融マンがコンサルテーションに関わり、それが新たなビジネスにつながるかもしれま
せん。今後、⾦融的な⽬利き⼒と地域社会に根ざした⽬利き⼒を兼ね備えた⾦融マンが出て
くる可能性もあるでしょう。 
 
Q.⾮営利の世界にもこのようなプログラムオフィサーと呼ばれる⼈たちが登場してきてい
ますが、将来的に連携など考えていますか。 
A.将来的にはボーダーがなくなっていくのではないでしょうか。今後もっと両者がつなが
ったり、交流したりすることが、ローカルベースで起こっていくのではないかと思います。 
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Q.運営コストはどのようになっていますか。 
A.基本的には SCA の⼈件費は⾦融機関の業務の中での仕事なので、そこから報酬が出てい
ます。委員については、認証料から出ています。毎年 1000 団体が認証を受けてくれれば、
回っていくような計算でやっています。 
 
Q.コレクティブインパクトの中⾝がはっきりしていないのが気になります。外国⼈労働者
を雇っているような企業が共同で話し合いの場を持つなど、そういう展開が⾒られるので
しょうか。具体例を⽰していただけるとありがたいです。 
A.まだコレクティブインパクトをはかるところまではできていません。これからそのよう
な場を作っていきたいと思っています。 
 
Q.認証基準はどのように作りましたか。 
A.具体性、必要性、妥当性、共同性、ESG 指向の５つの観点からチェックしています。この
最初の３つを特に⼤事にしています。また、有給休暇の取得率が低い業界の中で平均より取
りやすくしているといった、その業界の中で⾒ると画期的だというようなことも評価の対
象としています。 
 
Q.認証がスタートした際に広報や宣伝はどのようにしましたか。また、市⺠にはどのよう
に認証をアピールしていますか。 
A.企業に対しては、⾦融機関の営業マンが営業活動の中で周知しています。市⺠のみなさん
にはまだ周知できていません。今後の課題として、市⺠に周知していくことで、認証を受け
たことを宣伝に使うといったことも増えてくると思います。そのための認証シールやバッ
ジをつくることなどは検討しています。 
 
Q.ほかの⾦融機関とつながっていくことは考えていますか。 
A.認証機関に他の⾦融機関が加盟して、第三者委員会をそれぞれの地域で作れたら横展開
はできると思います。今後、基準を揃えて、展開していくのを⽬指したいです。 
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ウェブサイトのリニューアルについて 

 

2022 年 1 ⽉に福祉のまちづくり実践機構のウェブサイトをリニューアルしました
（https://wep-NPO.com/）。⼤阪府福祉基⾦地域福祉振興助成⾦の委員のみなさまからも
ご指摘を受け、福祉のまちづくり実践機構の取り組みおよび、⾏政の福祉化について⼀般の
⽅に広く知ってもらうためです。 
 

１．デザイン⾯のリニューアル 

 デザインについては、親しみやすくソーシャルな雰囲気を出すために、ロゴを新しく作成
しました。さらに、ウェブサイトにもあたたかみのあるイラストを取り⼊れました。 

 

 

リニューアルしたロゴ      ウェブサイトトップページ（https://wep-NPO.com/） 

 

２．コンテンツのリニューアル 
 さらにコンテンツについては、これまでの取り組みをわかりやすく伝えるために、内容を
整理するとともに、事例紹介を増やしました。具体的には、福祉のまちづくり実践機構の理
念である「住⺠参加で『やっていこう』という新しい福祉」の基軸となる、「⾏政の福祉化」
についての説明を加えました。さらに、「⾏政の福祉化」を推進するために⽋かせない存在
であるソーシャルファームについて、これまで報告書で取り上げた事例を読み物として掲
載しました。 
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⾏政の福祉化ってなに？（WEP ウェブサイト「取り組み・実績」より） 

 

 

事例紹介の⼀例（WEP ウェブサイト「レポート」内「株式会社サクセス」より） 

 

３．SNS との連動 
 ウェブサイトをリニューアルするとともに、福祉のまちづくり実践機構の活動の周知を
はかるために、SNS と連動して⽇々のお知らせを発信しています。今後は⽂章や写真など
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の作品を発表できるウェブプラットフォーム note を使って、⾏政の福祉化を推進していく
ためのさまざまな情報発信に努めていく予定です。 

 

 

福祉のまちづくり実践機構フェイスブックページ（https://www.facebook.com/WEPNPO） 

 

 

福祉のまちづくり実践機構の note（https://note.com/NPOwep） 
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２０２１年１１月１９日 

２０２１年度 第 1回 大阪版ソーシャル事業所認証研究会 

 

 

次 第 

 

日時：2021年 11月 19日（金） 18:00～20:00 

場所：アネックスパル法円坂 3階 2号室 

 

１．開会 

 

 

２．委員紹介、事務局紹介 

 

 

３．議事 

（１）大阪版ソーシャル事業所認証研究会の概略【事務局】 

（２）２０１８～２０２０年度 実施事業説明【事務局】 

（３）ひと・まち・げんき融資の経過と現状【一般財団法人 大阪府地域支援人権金融公社】 

（４）意見交換 

 

 

４．閉会 

 
 
 
 

 
【お問い合わせ先】 
特定非営利活動法人 福祉のまちづくり実践機構（担当：田岡） 
大阪市浪速区木津川２－３－８ A´ワーク創造館内 
ＴＥＬ：06－6562－4601  ＦＡＸ：06－6562－1549 
携 帯：080－2412－9762 ＭＡＩＬ：info@wep-npo.com 
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１．開会 

 

 

２．委員紹介、事務局紹介 

 

 

３．議事 
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大阪市浪速区木津川２－３－８ A´ワーク創造館内 
ＴＥＬ：06－6562－4601  ＦＡＸ：06－6562－1549 
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2021年 11月 15日 

特定非営利活動法人 福祉のまちづくり実践機構 

 

大阪版ソーシャル事業所認証研究会 設置要綱 

 

１．目的  

「行政の福祉化」を「大阪の福祉化」へとつなげ、ＳＤＧｓ先進都市大阪モデルづくりに向けた

取り組みを推進する。そのために、障がい者や就職困難者等の働く場づくりに取り組む事業所（イ

ンクルーシブファーム：法人格問わず）や地域課題解決につながるまちづくり等に取り組む事業

所（パイオニアファーム：法人格問わず）を担い手として、「①大阪版ソーシャル事業所と認証す

る基準や認証システム」等を定める。 

また、認証事業所の経営・運営を持続可能なものとするため、「②公共団体（自治体等）や準公

共団体（社会福祉団体等）等の調達における優遇」「③ＥＳＧ投資など社会的金融（ソーシャルフ

ァイナンスによる財務支援」などの支援策も検討する。 

 

２．研究の柱 

当研究会では、次のテーマを柱に研究を進める 

（１）「大阪版ソーシャル事業所」の認証基準について 

（２）「大阪版ソーシャル事業所認証システム」について 

（３）「公共調達等を通じた支援策（準公共の発注促進等）」について 

（４）「金融機関等を通じた支援策（社会的金融の整備等）」について 

（５）その他 

 

３．体制 

①中間支援組織 

〇インクルーシブファーム領域 

エル・チャレンジ（大阪知的障害者雇用促進建物サービス事業協同組合）：障害者等の職場環境
整備等支援組織（知的障がい者分野） 
ＪＳＮ（NPO法人 大阪精神障害者就労支援ネットワーク）：障害者等の職場環境整備等支援組
織（精神障がい者分野） 
A´ワーク創造館（ＬＬＰ大阪職業教育協働機：障害者等の職場環境整備等支援組織（生活困窮
者分野） 
〇パイオニアファーム領域 

(社福)大阪ボランティア協会 
(一財)大阪府人権協会 

②社会的金融機関 ソーシャルファイナンス 

ヒューファイナンスおおさか（一般財団法人 大阪府地域支援人権金融公社） 
③学識経験者 
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1 

2021年 11月 15日 

特定非営利活動法人 福祉のまちづくり実践機構 

 

大阪版ソーシャル事業所認証研究会 設置要綱 

 

１．目的  

「行政の福祉化」を「大阪の福祉化」へとつなげ、ＳＤＧｓ先進都市大阪モデルづくりに向けた

取り組みを推進する。そのために、障がい者や就職困難者等の働く場づくりに取り組む事業所（イ

ンクルーシブファーム：法人格問わず）や地域課題解決につながるまちづくり等に取り組む事業

所（パイオニアファーム：法人格問わず）を担い手として、「①大阪版ソーシャル事業所と認証す

る基準や認証システム」等を定める。 

また、認証事業所の経営・運営を持続可能なものとするため、「②公共団体（自治体等）や準公

共団体（社会福祉団体等）等の調達における優遇」「③ＥＳＧ投資など社会的金融（ソーシャルフ

ァイナンスによる財務支援」などの支援策も検討する。 

 

２．研究の柱 

当研究会では、次のテーマを柱に研究を進める 

（１）「大阪版ソーシャル事業所」の認証基準について 

（２）「大阪版ソーシャル事業所認証システム」について 

（３）「公共調達等を通じた支援策（準公共の発注促進等）」について 

（４）「金融機関等を通じた支援策（社会的金融の整備等）」について 

（５）その他 

 

３．体制 

①中間支援組織 

〇インクルーシブファーム領域 

エル・チャレンジ（大阪知的障害者雇用促進建物サービス事業協同組合）：障害者等の職場環境
整備等支援組織（知的障がい者分野） 
ＪＳＮ（NPO法人 大阪精神障害者就労支援ネットワーク）：障害者等の職場環境整備等支援組
織（精神障がい者分野） 
A´ワーク創造館（ＬＬＰ大阪職業教育協働機：障害者等の職場環境整備等支援組織（生活困窮
者分野） 
〇パイオニアファーム領域 

(社福)大阪ボランティア協会 
(一財)大阪府人権協会 

②社会的金融機関 ソーシャルファイナンス 

ヒューファイナンスおおさか（一般財団法人 大阪府地域支援人権金融公社） 
③学識経験者 

2 

福原 宏幸（大阪市立大学 大学院 経済学研究科 現代経済専攻 教授） 
岸 道雄（立命館大学 政策科学部 教授） 
深尾 昌峰（龍谷大学 政策学部 教授） 
菅野 拓（大阪市立大学 大学院 文学研究科・文学部地理学教室 准教授） 

④実践者 

NPO法人 暮らしづくりネットワーク北芝（代表理事 埋橋 伸夫） 
NPO法人サイレントボイス（代表取締役 尾中 友哉） 
(株)美交工業（専務 福田 久美子） 

なお、研究会と関わりの深い関係団体や専門家については、必要に応じて参加を要請し、意見等

を求めるものとする。 

【オブザーバー】 

大阪府福祉部 自立支援課 

 

【事務局】 

ＮＰＯ法人福祉のまちづくり実践機構 

ヒューファイナンスおおさか 

 

４．基本日程（案） 

○９月３０日（木）   公開勉強会の開催 

社会と地域の目利き力 ～ソーシャル企業認証の必要性と社会的金融～ 

龍谷大学 政策学部 教授 深尾 昌峰  
参加者：３７名 
〇１１月１９日（金）  第１回研究会 金融等を通じた支援策の検討 

大阪版ソーシャル事業所認証研究会の概略 

２０１８～２０２０年度 実施事業説明 

ひと・まち・げんき融資の経過と現状 

〇 １月        第２回研究会 認証基準の検討 

〇 ３月        第３回研究会 調達等を通じた支援策の検討 

○３月下旬     「中間まとめ」の作成 

〇２０２２年度 継続を予定 

 

５．経費・財源 

「大阪版ソーシャル事業所研究会」にかかる経費については、以下によって賄う。 

(1)大阪府福祉基金地域福祉振興助成金によって賄う。 

(2)カンパ、その他（基金の活用等）の収入による。 
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2018-20年度 実施事業説明
NPO法人 福祉のまちづくり実践機構 田岡 秀朋

2021年11月19日1

「⾏政の福祉化」を「⼤阪の福祉化」につなげよう

 「⾏政の福祉化」とは︖
 大阪府のＣＳＶ（Creating Shared Value＝共通価値の創造）政策

庁内横断（共通価値）に「福祉」を位置付け、⼀般施策の中に「⾃⽴⽀援」を包摂
（価値創造）したCSV政策。

 「府⾃らのとりくみとして、福祉分野の制度・施策の枠組みにとらわれず、福祉を基本に
住宅・教育・労働など府政の各分野が連携し、障がい者や⾼齢者などの⾃⽴⽀援に
つながる施策を推進する取組」として、下記のような具体的な取り組みがある。
障がい者・就職困難層の「雇⽤を競う」総合評価⼀般競争⼊札や指定管理者選定
府営住宅等の既存施設を活⽤した「福祉的利⽤」 など

2
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価格, 
50点

技術, 
14点

福祉, 
30点

環境, 
6点

参考︓総合評価⼀般競争⼊札

2003.05.05（産経・朝）

参考︓府営住宅の空室活⽤

3

⼤阪府社会福祉審議会 新たな課題検討専門分科会 ⾏政の福祉化推進検討専
門部会 ⼤阪府における⾏政の福祉化の推進のための提⾔(2018年3月）

 「⼤阪の福祉化」を目指すとは︖
多くの人々が「福祉」と関わる時代。いまこそ『福祉観の転換』を︕
⾏政の福祉化においては、福祉の積極的意味を求めていく。ポジティブな福祉であり、
それは、福祉の語義にある『幸福』という意味を現代に具現すること。

基本理念である「障がい者、⽣活困窮者、ひとり親、就労困難者など⽣活に困難を
抱える者を⽀援するため、『それぞれが持てる資源』を有効に活⽤すること」を大阪全
体で共有し、「大阪の福祉化」を目指す。

⽀援対象者が拡大している背景を踏まえ、取組みの方向性は「活躍の場の拡大」
『プレイヤー（担い手）の拡大』と『働く分野の拡大』

提⾔をうけ、改正ハートフル条例【2019(平成31)年4月1日】施⾏
2018年度より大阪府福祉基⾦地域福祉振興助成⾦を活⽤した事業スタート

4
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https://www.pref.osaka.lg.jp/attach/20980/00259637/gyofukukateigenshogaiyo.pdf

5

https://www.pref.osaka.lg.jp/attach/20980/00259637/gyofukukateigenshogaiyo.pdf

6
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https://www.pref.osaka.lg.jp/attach/9495/00000000/heartfulchirasi.pdf

 「改正ハートフル条例」のポイント

改正

ハートフル

条例

行政の福祉化

ハートフル条例

（障がい者雇用

ナンバー１）

①障がい者から、障がい者等就職困難者

②公共調達を活用して就労支援

③職場環境整備支援組織（中間支援機関）の認定

「大阪の福祉化」

7

２０１８年度 ⼤阪の福祉化に向けた「プレイヤー（担い手）探し」

 インクルーシブファーム
脆弱性を抱える人々の社会
への再統合を志向する領域に、
労働市場に雇⽤や働く場を
具体化してく担い手

 パイオニアファーム
個人や地域の脆弱性に対し
て新たな価値・手法・必要な
制度の開発を試みる担い手

8
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 アンケートから把握できた実態 ①
 法人格で「営利・非営利」を判断するのは困難であり、事業目的やリターンとへの期待で４類型に分
類できる

①「知識」「経験」「人脈」「満⾜感」 重視【２５団体】 （美交工業／サイレントボイス）
→社会ネットワークの中で社会的価値の創造を優先
②「環境改善」「⾃身・身近な友人等の課題解決」 重視【１７団体】
→事業性よりも課題解決を優先
③「⾦銭的利益」「事業規模の維持・拡大」重視【２４団体】 （美交工業）
→純然たる営利型ではあるが、社会性も含む取組
④「社会変化」「社会的価値創造」「雇⽤の維持・拡大」重視【２２団体】
→事業活動による社会的課題の解決を重視するｲﾉﾍﾞｲﾃｨﾌﾞな営利企業

9

 事業活動を始めた目的、事業活動を⾏うことによるリターンとして期待すること

10
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 アンケートから把握できた実態 ②
 身近な地域で多様な担い手が福祉事業に参加しやすい環境が整備や制度の狭間を意識した施策

が推進されてきたこと。
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年別 法人格取得年数（積み上げ）

h12（2000）年度 介護保険法施行
h10（1998）年度 NPO法施行

h18（2006）年度 障害者自立支援法施行

h20（2008）年度 公益法人改革

11

２０１９年度 「お⾦」「調達」 ＆ 「価値の⾒える化」で担い手⽀援策

 ⾦融を通じた地域・社会課題解決の可能性（お⾦で担い手⽀援）
 「⾦融」を地域課題や社会課題を解決するツールとして活⽤する事例紹介。
 事業性・担保⼒のみならず、NPO や地域をベースとした事業者などへのお⾦の流れをつくるには、「顔の

⾒える関係」が⽣み出す信頼関係や応援を「共感」で作り出すことの重要性を共有。
 休眠預⾦分配団体 ヒューファイナンスおおさかへのコンサルテーション・アドバイス

 ⼤阪府内の社会福祉法人における調達状況に関する基礎調査（仕事で担い手⽀援）
 「社会性に配慮した調達」の意義は理解できながらも、⼗分に実施できていない現状
 社会性や公共性に配慮した調達をすすめる⽀援ニーズ（ガイドライン4 割弱、優良調達先リスト3割

強、相談窓口2.5 割、事例紹介2 割）を把握
 社会的インパクトマネジメント研修（価値の⾒える化で担い手⽀援）

 インクルーシブ・パイオニアファームを対象に、⾃らの事業を「社会的影響（インパクト）＝社会の変化」
から検討する機会を提供

12
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 ⾦融を通じた地域・社会課題解決の可能性（お⾦で担い手⽀援）
⾶騨信⽤組合をモデルに「育てる⾦融構想」を休眠預⾦の分配団体として

13

地域の想いを⽀え、地域の種を育て芽吹かせる⾦融機関づくり

14
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ヒューファイナンスおおさかの休眠預⾦を活⽤した
「ひと・まち・げんき助成」の公募要領
■対象地域・活動︓大阪府内で公営住宅及び公営住宅等を含む地域の互助・共助づくり
■事業期間︓2020年度〜2022年度
■採⽤予定実⾏団体数︓6〜8団体を予定
■助成事業費︓3年間で4800万円
■1団体あたりの助成⾦︓150万円〜300万円
■対象となる団体︓地域に根差して従来から事業を展開しており、活動の拡大及び成果の向上を目指した
い団体（法人格の有無は問いません）
■公募期間︓2019年12月23日（月）〜2020年2月17日（月）
■応募団体数︓20団体
■採択団体数︓8団体

15

 ⼤阪府内の社会福祉法人における調達状況に関する基礎調査（仕
事で担い手⽀援）
 過去５年間で調達において導⼊した契約の種別（N=113）
総合評価・競争性のある随意契約を活⽤された発注業務（N＝16）

「総合評価一般競争入札」「競争性のある随意契約」を活用された発注業務「総合評価一般競争入札」「競争性のある随意契約」を活用された発注業務「総合評価一般競争入札」「競争性のある随意契約」を活用された発注業務「総合評価一般競争入札」「競争性のある随意契約」を活用された発注業務

回答数 ％ ％(対Ｎ)
各種設備設置各種設備設置各種設備設置各種設備設置・・・・改修改修改修改修 7 26.9% 43.8%

給食業務給食業務給食業務給食業務 5 19.2% 31.3%

建築業務関連建築業務関連建築業務関連建築業務関連 5 19.2% 31.3%

施設管理業務施設管理業務施設管理業務施設管理業務 3 11.5% 18.8%

備品購入備品購入備品購入備品購入 2 7.7% 12.5%

会計監査人会計監査人会計監査人会計監査人 1 3.8% 6.3%

自動車購入自動車購入自動車購入自動車購入 1 3.8% 6.3%

リネンリースリネンリースリネンリースリネンリース 1 3.8% 6.3%

システム導入システム導入システム導入システム導入 1 3.8% 6.3%

合計合計合計合計 26 100.0% 162.5%

16
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 「総合評価⼀般競争⼊札」「競争性のある随意契約」について配慮・評価している事項(N=16)

17

 調達にあたり、経済合理性以外の、社会性や公共的な価値への配慮事項(N=113)

18
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 今後、社会性や公共的な価値に配慮した調達を進めるために必要な⽀援(N=113)

19

２０２０年度 「社会的・公共的価値の評価」の課題とは︖

 指定管理者の取組みにおける「府施策との整合」部分を検証
 府・公益事業協⼒、⾏政の福祉化、府⺠・NPOとの協働、環境問題の取組みを検証
 「何のため（ストーリー）」「やってみる（プロセス）」「どのような」という質的な価値より、「何をした」「どれくら
い」という量的な価値が重視されている傾向がある。

 社会的・公共的価値を評価できる人材は不明確（弁護⼠、公認会計⼠、経済界の学識経験者、対象
施設の専門家２名）

 マーケットだけでなくパブリックで「目指すべき価値（共通価値）」を
 社会・公共的という価値は「⼀元的な価値尺度」では測りにくく、正しい（〇）正しくない（✖）ではなく、
対話から得られる合意（納得感）が大切。

 「市場性・効率性を測る」だけでなく、「ストーリー・価値の共有」のための、パブリックサウンディングのような対
話の場を。

 ⾏政も現場感を保ち続けられるか
 ⺠営化が進むなか、現場と⾏政の関係が希薄になり、選定は委員、現場は⺠間事業者まかせになる恐れ。
 現場感を維持するためにも、発注を通じて実現したいこと（哲学）や企業等との対話の場が必要

20
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 指定管理者の取組みにおける
「府施策との整合」部分を検証
 2020年度に公募された８施設の
評価基準

21

指定申請書で多く⾒られた「府公益事業協⼒」「NPO協働の基本方針」

22
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指定管理者制度におけるPDCAサイクル

23

 マーケットだけでなくパブリックで「目指すべき価値（共通価値）」を
例えば、横浜市の協働契約(2019年度調査より）

24
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 マーケットだけでなくパブリックで「目指すべき価値（共通価値）」を

行政 事業者

地域・受益者

サービス提供
地域との協働
あたらしい取り組み

施設管理の委託・受託
府事業への協力

地域との調整

指定管理評価におけるストーリーと公共性

受益者目線のストーリー

就労困難者・当事者の雇用
環境への配慮
自社の利益
指定管理物件を活用した独自事業

指定管理物件
における公共性評価

25

「⼤阪の福祉化」を目指すための課題とは︖
 「何」を基準に「誰（個人・団体）」を認証するか。

数値化・明確な基準を⼀律で満たすかどうかだけでは、「質」の評価が困難。
 「やってみよう」という意志や「何のため」というストーリーの目利きとその信頼性。

 社会性や想いだけで、持続させるのは難しい
ＥＳＧ投資や社会的⾦融は社会性だけでなく、事業性も含めて持続可能性を判断
事業性と社会性を両⽴することへのインセンティブとチャレンジを応援する⽀援。

 市場をつくるしかけ
 「⾏政の福祉化」は調達で、福祉・⾃⽴⽀援を組みこみ「市場の福祉化」
準公共（公益法人）や指定管理者の調達の活⽤の可能性

26
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2021-22年度の取組み
 「認証基準」「認証システム」づくり
●インクルーシブ領域
「⾏政の福祉化」による、総合評価⼊札等の項目を考慮したもの

●パイオニア領域
京都のソーシャル企業認証を参考に本業の中に社会性を組み込んだもの

●２段階の認証の可能性
・アドバンス認証︓ 総合評価⼀般競争⼊札落札企業等
・チャレンジ認証︓ ソーシャル事業所を広めるための、第⼀歩。「やる気」を応援

27

認証基準・システム構築を通じた効果
 公的調達領域への波及
●公益性評価システムの導⼊︓選考委員に公益性を判断できる委員ポスト設置
●公共調達受託者および準公共法人における委託・再委託の規整づくり
・バルセロナモデル
①総合点における価格点数は35%が上限
②契約事業者は契約の特定部分を「社会的企業」に契約価格の35%まで「再発注」できる
③発注者は、契約の中に「特別な就職の問題を抱えている失業者あるいは社会的排除の状況にいる
人々」を含めるための指標を設定できる
④社会的に周縁化された人々を包摂するために、契約内容に応じて、特別ワークセンターと社会的統合企
業に限定した「留保契約」とすることができる

28
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認証基準・システム構築を通じた効果
 社会的⾦融のエコシステム

●休眠預⾦活⽤︓2021 年度休眠預⾦等交付⾦活⽤推進基本計画（案）より
2021 年度において本制度の下で指定活⽤団体が⾏う資⾦提供は、資⾦分配団体へ
の助成のみとする。また、休眠預⾦を活⽤した貸付けや出資の在り方等について、2020 
年度に引き続き、調査を⾏い議論を進める。

29

12.7 国内の政策や優先事項に従って持続可能な公共調達の慣行を促進する。

参考︓「⾏政の福祉化」はSDGsターゲット12.7の先駆

「大阪の福祉化」はOsaka SDGs ビジョン実現の１つの手法
その仕掛けの１つに大阪版ソーシャル事業所認証

ソーシャル事業所がESG投資先の発掘につながる可能性
30



117

参考︓ソーシャル企業認証

31
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1 
 

ひと・まち・げんき融資の経過と現状 

 

 一般財団法人 大阪府地域支援人権金融公社 

 

１．経過 

1966年 7月に大阪府・大阪市同和地区中小企業融資開始 

1969年 10月 財団法人大阪府同和金融公社は、同和地区中小企業者融資を引き継ぎ設立 

1998年 12月 特定非営利活動促進法（ＮＰＯ法）施行 

2003年 財団法人大阪府地域支援人権金融公社と名称変更、商品は、商工等融資、コミュニテ

ィビジネス融資、教育つなぎ資金融資となる。 

2010年 4月にコミュニティビジネス融資を地域貢献活動支援融資（以下「ひと・まち・げんき

融資」という。）と変更 

2011年 5月中小企業信用保証法改正、特定非営利活動法人が保証対象となる。  

 

２．コミュニティビジネス融資、ひと・まち・げんき融資のきっかけ 

  ○ＮＰＯ法施行後、ＮＰＯ法人が多く設立し活動を展開している 

○ＮＰＯ活動を実施する団体を融資対象とする金融機関が少なかった。 

○ＮＰＯ活動を実施する団体（個人法人問わず）への貸付制度を創設 

 

３．コミュニティビジネス融資、ひと・まち・げんき融資の融資実績 

 コミュニティビジネス融資  152件 10億 8784万円 （2003年 4月～2010年 3月） 

 ひと・まち・げんき援融資  111件 10億 8818万円 （2010年 4月～2021年 9月） 

     合計        263件 21億 7602万円 

 

 現在残高 合計        17件   1億  43万円  

  

 2011年度から、ＮＰＯ法人が中小企業信用保証の対象になったころから資金的な需要が減少

している。 
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４.融資の申し込み対象及び融資審査基準について 

  

コミュニティビジネス融資、ひと・まち・げんき融資 

○基本的に、事業が提供する「財やサービス自体に社会性が入っていること」 

○継続企業（借入金償還可能な財務状況）を有すること 

○債権の保全が出来こと（保証人な担保の徴求） 

 

    ひと・まち・げんき融資の対象と採用要件 

 

対象（個人法人問

わず） 

提供する財

やサービス

に社会性 

経営の中に

社会性 

継続企業 債権の保

全 

事業型ＮＰＯ 
○  ○ ○ 

ボランティア型Ｎ

ＰＯ 
○  △ ○ 

営利企業（本体業

務とＮＰＯ活動混

合型） 

○  ○ ○ 

営利企業 
  × ○   ○  ○  

    

 

 

  ○提供する財やサービスに「社会性」がある 

    ・福祉サービスの提供―高齢者支援・障がい者支援・子育て支援等等 

    ・雇用支援 

     

  ○ 提供する財やサービスに上記の「社会性」をもたないが、経営（ガバナンス）の中に

社会性がある。 

    ・雇用している外国人労働者の人権を大切にしている。 

    ・シングルマザーを積極的に雇用している 

    ・障がい者が働きやすい職場づくりをしている。等 

 

    ☆この場合に、従業員等を大切にしていない事業者を対象としていいのか？  

 

従従来来のの公公

社社ののひひとと

ままちちげげんん

きき融融資資のの

対対象象  

今今後後のの公公

社社ののひひとと

ままちちげげんん

きき融融資資のの

対対象象ととしし

てて検検討討すす

るる。。  

仮に社会性としました 



120

3 
 

   公社が「ひと・まち・げんき融資」融資の対象としていなかった領域 

   （ソーシャル企業認証制度が必要な領域か？経営の社会化とか福祉化？） 

    定性分析の一側面的（その企業の組織の強み）     

 

  ○継続企業－定量（財務）分析 

 

  ○債権の保全 

 

  ○資金使途の妥当性 

 

５．ひと・まち・げんき融資の今後について 

 ○創業支援融資の再開 

 

 ○経営の中にある社会性を評価し融資対象とする。 

 

 ○多様な事業者の相談を受けながら課題解決型の伴走型支援をめざす。 

  （多くの関係機関と協力関係を築きながら） 
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２０２２年１月２０日 

２０２１年度 第２回 大阪版ソーシャル事業所認証研究会 

 

 

次 第 

 

日時：2022年 1月 20日（木） 15:00～17:00 

場所：大阪市立大学 文化交流センター  

大セミナー室 

 

１．開会 

 

 

２．議事 

（１）第 1回会議のふりかえり【事務局】 

（２）大阪版ソーシャル事業所認証基準・システムについて（案）【事務局】 

（３）意見交換 

 

【配布資料】 

0_01_次第 

0_02_委員名簿 

1_01第一回研究会_意見集約 

2_01大阪版ソーシャル事業所認証案について 

【参考資料】 

参考_1-02_第 1回_議事録 

参考_2-02_社会課題発見シート Ver２ 

参考_2-03_総合評価項目概要 

参考_2-04_S認証申請様式_記載方法 

参考_2-05_第 1回研究会_意見反映状況 

 

３．閉会 

 
 

 
【お問い合わせ先】 
特定非営利活動法人 福祉のまちづくり実践機構（担当：田岡） 
大阪市浪速区木津川２－３－８ A´ワーク創造館内 
ＴＥＬ：06－6562－4601  ＦＡＸ：06－6562－1549 
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２０２２年１月２０日 

２０２１年度 第２回 大阪版ソーシャル事業所認証研究会 

 

 

次 第 

 

日時：2022年 1月 20日（木） 15:00～17:00 

場所：大阪市立大学 文化交流センター  

大セミナー室 

 

１．開会 

 

 

２．議事 

（１）第 1回会議のふりかえり【事務局】 

（２）大阪版ソーシャル事業所認証基準・システムについて（案）【事務局】 

（３）意見交換 

 

【配布資料】 

0_01_次第 

0_02_委員名簿 

1_01第一回研究会_意見集約 

2_01大阪版ソーシャル事業所認証案について 

【参考資料】 

参考_1-02_第 1回_議事録 

参考_2-02_社会課題発見シート Ver２ 

参考_2-03_総合評価項目概要 

参考_2-04_S認証申請様式_記載方法 

参考_2-05_第 1回研究会_意見反映状況 

 

３．閉会 

 
 

 
【お問い合わせ先】 
特定非営利活動法人 福祉のまちづくり実践機構（担当：田岡） 
大阪市浪速区木津川２－３－８ A´ワーク創造館内 
ＴＥＬ：06－6562－4601  ＦＡＸ：06－6562－1549 
携 帯：080－2412－9762 ＭＡＩＬ：info@wep-npo.com 
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第１回　大阪版ソーシャル事業所認証研究会　意見要旨

意見
認証の対象について

・NPOなどでクラウドファンディングや寄付というファンドレイジングを軸にした事業も認証の対象となるのか

・非営利型の一般社団、事業型のNPOなど法人格だけでは判断は困難。法人格を限定するのはナンセンス。

認証の視点について

・事業の社会性だけでなく、業種を問わず経営（ガバナンス）の社会化という観点は重要。特にインクルーシブ領
域では「配慮」という視点を持った認証が重要では。配慮の仕組み化を明文化するなども評価の１つ。

・事業内容が社会的であれば、ガバナンスも社会的であろうという性善説にたった理解は控えるべきで、事業内容
とガバナンス両面を判断する必要がある。

・障がい者雇用等でも、雇用率達成を優先する会社。雇用した障がい者個人を幸せにしようとする会社に分かれ
る。数字だけでなく後者のように人権を大切にするという姿勢・中身を評価することが大切。

・社会性は幅広い概念で、認証で育てようとする団体のイメージを具体的に描いたり、目指す方向性を定めて基準
を定めるべきでは。

・事業性や財務諸表だけでなく、地域視点からみた必要性、地域のメンバーシップによる評価は大切。

・地域のみならず、事業者同士のネットワークなど相互に見える関係も大切。

・ネットワークなど数字に表しにくい部分を評価する機構は必要。また、評価を行政で担うのかは検討すべき。半
官半民的で一緒に担う機構があれば、現場との共通言語ができるのでは。

公共調達の活用について

・行政事業の公募や指定管理で社会性・公共性を踏まえた選定をすすめるには、パブリックサイドで目指す共通価
値を示す必要性がある。対象施設の公的な役割を踏まえ、事例を例示しながらストーリーを提示することも必要。

・指定管理など民営化の進展で行政の現場離れが起こりうる。中間支援組織としては、目指したい方向性と現場を
つなぐ橋渡しを担う必要がある。

社会的金融について

・社会性と事業性の観点から審査が必要になる。バンカエチカでは、社会性を地域の審査委員会で審査。事業性
（返済能力）はバンカエチカ（金融）で判断する２段階方式だった。

・国内においても協同組合金融等では、財務諸表だけでなく、地域の中でここは応援しないといけないという評価
を加味することが増えている。

・社会的金融を通じた融資の結果やストーリーを示すことで、意義の大きさが伝わり、認知度も高まるのでは。

・事業性は低いが社会性の高い、社会的事業・市民事業・CB等は融資だけではなく、投資・助成金・多様な資金
調達パネルを用意する必要がある。

・欧州では金融機関のみならず、社会的企業等が全国連合組織をつくり資金調達を含めたアドバイス・サポート、
仕事の融通など相互に支え合う仕組みがある。社会的事業を支えるベースは地域・金融・当事者連合組織の３つ。
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に
つ
い
て
（
案
）

１
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阪
版
ソ
ー
シ
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ル
事
業
所
認
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の
基
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２
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大
阪
版
ソ
ー
シ
ャ
ル
企
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認
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の
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制
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大
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版
ソ
ー
シ
ャ
ル
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１
．
大
阪
版
ソ
ー
シ
ャ
ル
事
業
所
認
証
の
基
準

◆
対
象
と
す
る
事
業
者

・
府
内
中
小
企
業
・
公
益
法
人
・

NP
O

・
法
人
格
あ
り

◆
２
段
階
の
認
証

・
チ
ャ
レ
ン
ジ
：

S認
証

・
ア
ド
バ
ン
ス
：

S＋
〇
認
証

S認
証
を
受
け
た
団
体
の
上
位
認
証
。

〇
に
は
特
定
の
領
域
を
設
定

中
小
企
業
・
公
益

法
人
・

NP
O等

チ
ャ
レ
ン
ジ

【
S認

証
】

ア
ド
バ
ン
ス

【
S＋

〇
認
証
】

S＋
i

S+
h

S+
p

S+
e

等

2
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チ
ャ
レ
ン
ジ
：

S認
証
基
準

◆
認
証
基
準

・
各
社
の
事
業
お
よ
び
ガ
バ
ナ
ン
ス
体
制
等
に
お
け
る
、
「
①
社
会
的
課
題

解
決
に
向
け
た
取
り
組
み
」
「
②
重
点
的
な
取
り
組
み
」
を
外
部
の
認
証

機
構
で
開
催
さ
れ
る
委
員
会
で
評
価
・
審
査
。

◆
社
会
的
課
題
解
決
の
領
域

①
環
境
、
②
地
域
・
社
会
、
③
働
き
方
・
雇
用
、
④
伝
統
、
⑤
多
様
性
、

⑥
教
育
、
⑦
医
療
・
福
祉
、
⑧
健
康
、
⑨
貧
困
、
⑩
開
示
・
説
明
責
任

◆
評
価
基
準

具
体
性
、
必
要
性
、
妥
当
性
、
協
働
性
、

ES
G指

向

3
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◆
別
紙
参
照

4
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5
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Ve
r1

(2
02

10
50

0)
Ve

r2
(2

02
11

03
1)

Ve
r1

(2
02

10
50

0)
Ve

r2
(2

02
11

03
1)

①
環
境

18
22

⑥
教
育

11
10

②
地
域
・
社
会

20
25

⑦
医
療
・
福
祉

7
11

③
働
き
方
・
雇
用

12
13

⑧
健
康

10
8

④
伝
統

5
5

⑨
貧
困

5
7

⑤
多
様
性

9
8

⑩
開
示
・
説
明
責
任

4
4

計
10

1
11

3

6
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ア
ド
バ
ン
ス
：

S＋
i: 

inc
lus

ion
社
会
包
摂

認
証
基
準

◆
認
証
基
準

・
チ
ャ
レ
ン
ジ
認
証
を
取
得
し
て
い
る
団
体
の
中
か
ら
、
障
が
い
者
や
生
活
困

窮
者
等
の
働
き
方
・
雇
用
分
野
に
つ
い
て
、
特
に
優
れ
た
取
り
組
み
を
評
価
。

◆
基
準
（
大
阪
府
の
総
合
評
価
一
般
競
争
入
札
評
価
基
準
を
参
考
に
）

①
障
が
い
者
等
の
就
業
状
況
、
支
援
体
制
（
専
任
支
援
者
の
配
置
）
、

継
続
雇
用
・
定
着
状
況
、
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
支
援

②
就
職
困
難
者
等
の
就
業
状
況
、
継
続
雇
用
・
定
着
状
況
、
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ

支
援
。
※
就
職
困
難
者
（
高
齢
、
ひ
と
り
親
家
庭
の
親
、
若
年
無
業
者
等
）

③
認
定
状
況
等
（
も
に
す
認
定
、

C-
ST

EP
加
入
、
協
力
雇
用
主
）
、

障
害
者
等
の
職
場
環
境
整
備
等
支
援
組
織
の
活
用
状
況

7



132

8

評
 
価

 
項

 
目

 
評

 
価

 
点

 
評

 
 

 
 
価

 
 

 
 
内

 
 

 
 
容

 

分
類

 
細

 
分

 
類

 
総
点

 
個
別
点

 
項
目

 
詳
細

 

価
格
評
価

 
5
0 

5
0 

入
札
金
額
の
評
価
 

 

技 術 的 評 価 

教
育
手
法
 

1
4 

2
 

Ⅰ
 
技
術
力
向
上
を
目
的
と
し
た
研
修
計
画
 

１
 
作
業
員
等
に
対
す
る
清
掃
技
術
向
上
や
接
遇
等
に
係
る
研
修
契
約
の
策
定
に
つ
い
て
評
価
す
る
。

 

履
行
体
制
 

5
 

Ⅰ
 
業
務
実
施
体
制
図
の
内
容
 

Ⅱ
 
業
務
責
任
者
に
係
る
資
格
者
の
配
置
 

１
 
業
務
の
履
行
に
係
る
責
任
者
等
の
具
体
的
な
配
置
計
画
及
び
本
社
と
の
連
携
や
緊
急
対
応
体
制
、
苦
情
処
理
体
制
等
を
含
め

た
業
務
実
施
体
制
を
評
価
す
る
。
 

２
 
一
定
の
資
格
等
を
も
っ
た
業
務
責
任
者
の
配
置
計
画
を
評
価
す
る
。

 

品
質
向
上
 

へ
の
取
組
 

7
 

Ⅰ
 
品
質
ﾏ
ﾈｼ
ﾞﾒ
ﾝﾄ

I
SO
90
01

認
証
の
取
得
状
況

 

Ⅱ
 
自
主
検
査
体
制
(
ｲﾝ
ｽﾍ
ﾟｸ
ｼｮ
ﾝ)
の
計
画
内
容

 

１
 
品
質
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
Ｉ
Ｓ
Ｏ
９
０
０
１
認
証
の
取
得
状
況
に
つ
い
て
評
価
す
る
。

 

２
 
清
掃
成
果
の
向
上
に
向
け
た
自
主
検
査
体
制
（
イ
ン
ス
ペ
ク
シ
ョ
ン
）
の
計
画
内
容
に
つ
い
て
評
価
す
る
。

 

公 共 性 （ 施 策 ） 評 価 

福
祉
へ
の
 

配
慮
 

3
0 

1
2 

Ⅰ
 
知
的
障
が
い
者
等
の
就
業
状
況
 

１
 
当
該
清
掃
業
務
等
実
施
施
設
に
お
け
る
知
的
障
が
い
者
等
配
置
人
数
ど
お
り
の
配
置
提
案
に
つ
い
て
評
価
す
る
。

 

２
 
府
の
総
合
評
価
一
般
競
争
入
札
に
基
づ
き
雇
用
し
て
い
る
知
的
障
が
い
者
の
継
続
雇
用
等
に
応
諾
す
る
提
案
を
評
価
す
る
。

 

３
 
知
的
障
が
い
者
又
は
精
神
障
が
い
者
の
雇
用
を
実
現
す
る
た
め
の
支
援
体
制
の
提
案
内
容

(
企
業
と
し
て
実
施
す
る
具
体
的
な

内
容
）
を
評
価
す
る
。
 

（
１
）
専
任
支
援
者
の
配
置
の
有
無
 

（
２
）
支
援
方
法
 

1
8 

9
 

Ⅱ
 
障
が
い
者
雇
用
に
関
す
る
取
組
 

１
 
現
在
の
障
が
い
者
の
雇
用
状
況
 

（
１
）
障
が
い
者
の
実
雇
用
率
又
は
法
定
雇
用
障
が
い
者
数
超
過
数

 

（
２
）
①
障
が
い
者
の
平
均
雇
用
継
続
期
間
を
評
価
す
る
。

 

②
 
障
が
い
者
の
労
働
条
件
等
を
評
価
す
る
。
 

③
 
障
が
い
者
の
定
着
率
を
評
価
す
る
。
 

２
 
障
が
い
者
の
就
労
支
援
に
関
す
る
取
組
 

（
１
）
指
定
施
設
等
に
対
す
る
業
務
発
注
計
画
等
に
つ
い
て

 

（
２
）
指
定
施
設
等
に
対
す
る
業
務
発
注
実
績
等
に
つ
い
て

 

9
 

Ⅲ
 
就
職
困
難
者
の
雇
用
に
関
す
る
取
り
組
み
 

１
 
就
職
困
難
者
の
雇
用
状
況
等
 

（
１
）
就
職
困
難
者
の
新
規
雇
用
予
定
者
数
を
評
価
す
る
。

 

（
２
）
就
職
困
難
者
の
既
雇
用
者
数
を
評
価
す
る
。
 

（
３
）
就
職
困
難
者
の
定
着
状
況
 

（
４
）
就
職
困
難
者
の
雇
用
促
進
 

大
阪
府
が
実
施
す
る
障
が
い
者
等
就
職
困
難
者
の

雇
用
促
進
施
策
へ
の
協
力
を
評
価
 

○
就
職
困
難
者
の
就
労
支
援
 

○
障
害
者
等
の
職
場
環
境
整
備
等
支
援
組
織
の
活
用

 

２
 
賃
金
等
の
労
働
条
件
 

（
１
）
育
児
・
介
護
制
度
の
充
実
に
関
す
る
取
組
の
有
無

 

（
２
）
公
正
採
用
選
考
人
権
啓
発
推
進
員
の
選
任
及
び
公
正
採
用
選
考
人
権
啓
発
推
進
員
新
任
・
基
礎
研

修
の
受
講
の
有
無

 

（
３
）
従
業
員
が
離
職
す
る
際
の
再
就
職
あ
っ
せ
ん
等
の

支
援
 

（
４
）
そ
の
他
従
業
員
の
労
働
条
件
等
の
向
上
に
取
り
組

ん
で
い
る
事
項
 

３
 
現
在
の
ひ
と
り
親
家
庭
の
親
の
雇
用
状
況
 

ひ
と
り
親
家
庭
の
親
の
雇
用
率
又
は
雇
用
者
数
を
評
価
す
る
。

 

環
境
へ
の
 

配
慮
 

6
 

2
 

Ⅰ
 
 
環
境
ﾏﾈ
ｼﾞ
ﾒﾝ
ﾄｼ
ｽﾃ
ﾑ
の
導
入
 

１
 
入
札
参
加
者
の
入
札
日
の
前
日
時
点
の
環
境
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム
認
証
の
取
得
状
況
を
評
価
す
る
。

 

2
 

Ⅱ
 
再
生
品
の
購
入
 

１
 
当
該
業
務
で
使
用
す
る
清
掃
用
具
等
の
再
生
品
の
購
入
計
画

を
評
価
す
る
。
 

2
 

Ⅲ
 
次
世
代
自
動
車
の
使
用
 

１
 
会
社
全
体
で
使
用
し
て
い
る
自
動
車
の
う
ち
、
下
記
の
対
象
と
な
る
次
世
代
自
動
車
の
使
用
状
況
を
評
価
す
る
。

 

（
電
気
自
動
車
、
プ
ラ
グ
イ
ン
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
自
動
車
、
燃
料
電
池
自
動
車
、
天
然
ガ
ス
自
動
車

）
 

大
阪
府
の
総
合
評
価
一
般
競
争
入
札
評
価
基
準
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ア
ド
バ
ン
ス
：

S＋
p: 

pio
ne

er
先
駆
性

認
証
基
準

◆
認
証
基
準

・
チ
ャ
レ
ン
ジ
認
証
を
取
得
し
て
い
る
団
体
の
中
か
ら
、
地
域
・
社
会
分
野

で
特
に
優
れ
た
取
り
組
み
を
評
価
。

ア
ド
バ
ン
ス
：

S＋
e: 

en
vir

on
m

en
t環
境
・
持
続
可
能
性

認
証
基
準

◆
認
証
基
準

・
チ
ャ
レ
ン
ジ
認
証
を
取
得
し
て
い
る
団
体
の
中
か
ら
、
環
境
分
野
で
特
に

優
れ
た

9
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ア
ド
バ
ン
ス
：

S＋
h: 

hu
m

an
 ri

gh
ts
人
権

認
証
基
準

◆
認
証
基
準

・
チ
ャ
レ
ン
ジ
認
証
を
取
得
し
て
い
る
団
体
の
中
か
ら
、
人
権
等
に
配
慮
し

た
取
引
（
再
委
託
）
等
に
優
れ
た
取
り
組
み
を
評
価

10
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２
．
大
阪
版
ソ
ー
シ
ャ
ル
企
業
認
証
の
体
制

認
証
企
業

ヒ
ュ
ー
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
他
金
融
機
関

ア
ド
バ
イ
ザ
ー

評
価
結
果
報
告

認 証

大
阪
ソ
ー
シ
ャ
ル
企
業
認
証
機
構

（
大
阪
公
立
大
学
な
ど
の
大
学
発
ベ
ン
チ
ャ
ー

と
し
て
一
般
社
団
法
人
等
と
し
て
設
立
）申 請

申
請
サ
ポ
ー
ト

ソ
ー
シ
ャ
ル
企
業
認
証
第
三
者
委
員
会

認
証
評
価
依
頼

S認
証
部
会

S+
i認
証
部
会

S+
h認

証
部
会

S+
p認

証
部
会

S+
e認

証
部
会

実
務
者
・
学
識
経
験
者
な
ど

5名
程
度
で
構
成

（
中
間
支
援
組
織

1～
2名

、
学
識
経
験
者

1
～

2名
、
金
融
機
関

1～
2名

等
）

S認
証
部
会
メ
ン
バ
ー
に
加
え
、
当
該
分

野
の
専
門
家
を

1、
2名

i:
 in

clu
sio

n
社
会
包
摂

h:
 h

um
an

 ri
gh

ts
人
権

p:
 p

io
ne

er
先
駆
性

e:
 e

nv
iro

nm
en

t
環
境
の
持
続
可
能
性

育
成
・
認
定
？

11



136

第
１
回
委
員
意
見
の
認
証
基
準
へ
の
反
映

意
見

認
証
の
方
向
性
に
つ
い
て

認
証
の
対
象
に
つ
い
て

・
NP
Oな

ど
で
ク
ラ
ウ
ド
フ
ァ
ン
デ
ィ
ン
グ
や
寄
付
と
い
う
フ
ァ
ン
ド
レ
イ
ジ
ン
グ
を
軸
に
し
た
事
業
も
認
証
の
対
象
と
な

る
の
か

→
・
府
内
の
中
小
企
業
、
NP
O、

公
益
法
人
を
対
象

・
非
営
利
型
の
一
般
社
団
、
事
業
型
の
NP
Oな

ど
法
人
格
だ
け
で
は
判
断
は
困
難
。
法
人
格
を
限
定
す
る
の
は
ナ
ン
セ
ン

ス
。

認
証
の
視
点
に
つ
い
て

・
事
業
の
社
会
性
だ
け
で
な
く
、
業
種
を
問
わ
ず
経
営
（
ガ
バ
ナ
ン
ス
）
の
社
会
化
と
い
う
観
点
は
重
要
。
特
に
イ
ン
ク

ル
ー
シ
ブ
領
域
で
は
「
配
慮
」
と
い
う
視
点
を
持
っ
た
認
証
が
重
要
で
は
。
配
慮
の
仕
組
み
化
を
明
文
化
す
る
な
ど
も
評
価

の
１
つ
。

→
・
Ｓ
認
証
の
ス
キ
ー
ム
と
社
会
課
題
発
見
シ
ー
ト
を
踏
襲
。

・
事
業
内
容
が
社
会
的
で
あ
れ
ば
、
ガ
バ
ナ
ン
ス
も
社
会
的
で
あ
ろ
う
と
い
う
性
善
説
に
た
っ
た
理
解
は
控
え
る
べ
き
で
、

事
業
内
容
と
ガ
バ
ナ
ン
ス
両
面
を
判
断
す
る
必
要
が
あ
る
。

・
ガ
バ
ナ
ン
ス
面
で
は
、
社
会
課
題
発
見
シ
ー
ト
の
「
働
き
方
・
雇
用
」
分
野

を
必
須
と
す
る
な
ど
検
討

・
障
が
い
者
雇
用
等
で
も
、
雇
用
率
達
成
を
優
先
す
る
会
社
。
雇
用
し
た
障
が
い
者
個
人
を
幸
せ
に
し
よ
う
と
す
る
会
社
に

分
か
れ
る
。
数
字
だ
け
で
な
く
後
者
の
よ
う
に
人
権
を
大
切
に
す
る
と
い
う
姿
勢
・
中
身
を
評
価
す
る
こ
と
が
大
切
。

・
独
立
・
客
観
性
を
持
た
せ
る
認
証
・
評
価
機
構
と
し
て
第
三
者
認
証
委
員
会

の
設
置

・
社
会
性
は
幅
広
い
概
念
で
、
認
証
で
育
て
よ
う
と
す
る
団
体
の
イ
メ
ー
ジ
を
具
体
的
に
描
い
た
り
、
目
指
す
方
向
性
を
定

め
て
基
準
を
定
め
る
べ
き
で
は
。

・
認
証
委
員
の
構
成
で
は
、
現
場
感
や
地
域
・
業
界
の
メ
ン
バ
ー
シ
ッ
プ
を
有

す
る
中
間
支
援
組
織
ポ
ス
ト
を
用
意

・
事
業
性
や
財
務
諸
表
だ
け
で
な
く
、
地
域
視
点
か
ら
み
た
必
要
性
、
地
域
の
メ
ン
バ
ー
シ
ッ
プ
に
よ
る
評
価
は
大
切
。

・
将
来
的
に
は
行
政
の
参
加
等
も
視
野
に
入
れ
る
。

・
地
域
の
み
な
ら
ず
、
事
業
者
同
士
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
な
ど
相
互
に
見
え
る
関
係
も
大
切
。

・
幅
広
い
参
加
が
可
能
な
S認

証
（
チ
ャ
レ
ン
ジ
認
証
）
と
課
題
解
決
を
目
指
す

（
ア
ド
バ
ン
ス
認
証
）
と
し
て
の
、
S+
認
証
の
２
段
階

・
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
な
ど
数
字
に
表
し
に
く
い
部
分
を
評
価
す
る
機
構
は
必
要
。
ま
た
、
評
価
を
行
政
で
担
う
の
か
は
検
討
す

べ
き
。
半
官
半
民
的
で
一
緒
に
担
う
機
構
が
あ
れ
ば
、
現
場
と
の
共
通
言
語
が
で
き
る
の
で
は
。

12
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公
共
調
達
の
活
用
に
つ
い
て

・
行
政
事
業
の
公
募
や
指
定
管
理
で
社
会
性
・
公
共
性
を
踏
ま
え
た
選
定
を
す
す
め
る
に
は
、
パ
ブ
リ
ッ
ク
サ
イ
ド
で
目
指

す
共
通
価
値
を
示
す
必
要
性
が
あ
る
。
対
象
施
設
の
公
的
な
役
割
を
踏
ま
え
、
事
例
を
例
示
し
な
が
ら
ス
ト
ー
リ
ー
を
提
示

す
る
こ
と
も
必
要
。

→
第
三
回
で
検
討

・
指
定
管
理
な
ど
民
営
化
の
進
展
で
行
政
の
現
場
離
れ
が
起
こ
り
う
る
。
中
間
支
援
組
織
と
し
て
は
、
目
指
し
た
い
方
向
性

と
現
場
を
つ
な
ぐ
橋
渡
し
を
担
う
必
要
が
あ
る
。

社
会
的
金
融
に
つ
い
て

・
社
会
性
と
事
業
性
の
観
点
か
ら
審
査
が
必
要
に
な
る
。
バ
ン
カ
エ
チ
カ
で
は
、
社
会
性
を
地
域
の
審
査
委
員
会
で
審
査
。

事
業
性
（
返
済
能
力
）
は
バ
ン
カ
エ
チ
カ
（
金
融
）
で
判
断
す
る
２
段
階
方
式
だ
っ
た
。

→
・
社
会
性
・
地
域
性
等
の
審
査
を
S認

証
が
担
え
る
こ
と
を
目
指
す
。
事
業
性
は

融
資
す
る
金
融
機
関
で
審
査
。

・
国
内
に
お
い
て
も
協
同
組
合
金
融
等
で
は
、
財
務
諸
表
だ
け
で
な
く
、
地
域
の
中
で
こ
こ
は
応
援
し
な
い
と
い
け
な
い
と

い
う
評
価
を
加
味
す
る
こ
と
が
増
え
て
い
る
。

・
融
資
は
守
秘
義
務
等
も
あ
り
、
貸
す
側
か
ら
一
方
的
な
「
見
え
る
化
」
は
困

難
。
合
意
し
た
団
体
に
限
定
し
た
「
見
え
る
化
」
か
ら
。

・
社
会
的
金
融
を
通
じ
た
融
資
の
結
果
や
ス
ト
ー
リ
ー
を
示
す
こ
と
で
、
意
義
の
大
き
さ
が
伝
わ
り
、
認
知
度
も
高
ま
る
の

で
は
。

・
地
域
へ
の
目
利
き
力
は
多
様
な
資
金
調
達
パ
ネ
ル
は
、
金
融
機
関
の
ア
ド
バ

イ
ザ
ー
が
担
え
る
よ
う
に
、
休
眠
預
金
等
の
活
用
も
視
野
に
。

・
事
業
性
は
低
い
が
社
会
性
の
高
い
、
社
会
的
事
業
・
市
民
事
業
・
CB
等
は
融
資
だ
け
で
は
な
く
、
投
資
・
助
成
金
・
多
様

な
資
金
調
達
パ
ネ
ル
を
用
意
す
る
必
要
が
あ
る
。

・
金
融
機
関
を
通
じ
た
広
が
り
も

・
欧
州
で
は
金
融
機
関
の
み
な
ら
ず
、
社
会
的
企
業
等
が
全
国
連
合
組
織
を
つ
く
り
資
金
調
達
を
含
め
た
ア
ド
バ
イ
ス
・
サ

ポ
ー
ト
、
仕
事
の
融
通
な
ど
相
互
に
支
え
合
う
仕
組
み
が
あ
る
。
社
会
的
事
業
を
支
え
る
ベ
ー
ス
は
地
域
・
金
融
・
当
事
者

連
合
組
織
の
３
つ
。

第
１
回
委
員
意
見
の
認
証
基
準
へ
の
反
映

13



138

３
．
大
阪
版
ソ
ー
シ
ャ
ル
企
業
認
証
の
年
間
運

用
イ
メ
ー
ジ

月
申
請
企
業

金
融
機
関

ア
ド
バ
イ
ザ
ー

大
阪
ソ
ー
シ
ャ
ル
企
業
認
証
機
構

4 5
申
請
締
め
切
り

6
第

1回
審
査
会

7
認
証
通
知

8 9
申
請
締
め
切
り

10
第

2回
審
査
会

11
認
証
通
知

12 1
申
請
締
め
切
り

2
第

3回
審
査
会

3
認
証
通
知

申 請 （ 随 時 ）

申 請 サ ポ ー ト （ 随 時 ）

ア ド バ イ ザ ー の 育 成 ・ 認 定

（ 随 時 ）

◆
申
込
は
随
時
。
審
査
会
は
年
３
回
程
度
。
（
※
20
22
年
度
は
１
回
の
開
催
を
予
定
）

◆
認
証
期
間

3年
間
。
申
請
費
用

2万
円

14
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４
．
大
阪
版
ソ
ー
シ
ャ
ル
企
業
認
証
の
中
期
ス

ケ
ジ
ュ
ー
ル
と
メ
リ
ッ
ト

S認
証

S認
証
＋

i

20
22
年
度

新
規
実
施
内
容

（
過
年
度
分
は
継
続
）

•
ロ
ゴ
表
示

•
HP
・

SN
Sな

ど
の
メ
デ
ィ
ア
で
の

情
報
発
信

認
証
企
業
の
メ
リ
ッ
ト

•
セ
ク
タ
ー
構
成
組

織
の
把
握

ソ
ー
シ
ャ
ル
セ
ク
タ
ー

全
体
へ
の
メ
リ
ッ
ト

S認
証

+p

20
23
年
度

•
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス

•
行
政
等
の
評
価
基

準
へ
の
適
合

•
セ
ク
タ
ー
構
成
組

織
間
の
ネ
ッ
ト

ワ
ー
キ
ン
グ

•
行
政
等
と
の
窓
口

機
能
の
強
化

S認
証

+
h・

e

20
24
年
度

•
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス

•
行
政
等
の
評
価
基

準
へ
の
適
合

•
セ
ク
タ
ー
構
成
組

織
間
の
ネ
ッ
ト

ワ
ー
キ
ン
グ

•
行
政
等
と
の
窓
口

機
能
の
強
化

15
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５
．
告
知
呼
び
か
け
先

1.
大
阪
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
協
会

賛
助
企
業
会
員

42
社

2.
行
政
の
福
祉
化
：
総
合
評
価
入
札
参
加
企
業

10
社

3.
就
労
訓
練
認
定
事
業
所

72
社

4.
障
が
い
者
サ
ポ
ー
ト
カ
ン
パ
ニ
ー

14
8社

5.
女
性
活
躍
推
進
法
に
基
づ
く
「
え
る
ぼ
し
」
認
定
企
業

82
社

6.
次
世
代
育
成
支
援
対
策
推
進
法
に
基
づ
く
「
く
る
み
ん
」
認
定
企
業

19
7社

7.
OG

Nお
よ
び

20
18
調
査
枠
（
＝
自
由
枠
）

8.
中
小
企
業
同
友
会
、
大
阪
商
工
会
議
所
な
ど

会
員
企
業

な
ど

18
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６
．

20
23
年
度
以
降
の
財
源

〇
収
入

14
0万

審
査
料
（

20
,0

00
円
ｘ

20
社
ｘ

3回
）

12
0万

賛
助
会
員
・
寄
付
（

1口
10

,0
00
円

x 2
0口

）
20
万

〇
支
出

審
査
員
謝
礼
（

20
,0

00
円
ｘ

5人
ｘ

3回
）

30
万

事
務
局
費
用
（

75
,0

00
円
ｘ

12
か
月
）

90
万

19
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社
会

課
題

発
見

シ
ー

ト
　

2
0
2
1
.1

0.
31

社
会

課
題

  カ
テ

ゴ
リ

ー
社

会
課

題
解

決
行

動
（

抽
象

例
）

解
決

行
動

（
具

体
例

）
環

境
化

石
燃

料
へ

の
依

存
(再

エ
ネ

比
率

)
ソ

ー
ラ

ー
パ

ネ
ル

、
風

力
発

電
等

の
設

置
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
比
率
の
高
い
電
力
会
社
と
の
契
約

環
境

化
石

燃
料

へ
の

依
存

(再
エ

ネ
比

率
)

自
然

エ
ネ

ル
ギ

ー
の

利
活

用
自

然
エ

ネ
ル

ギ
ー

比
率

の
高

い
電

力
会

社
と

の
契

約

環
境

化
石

燃
料

へ
の

依
存

(再
エ

ネ
比

率
)

地
域

社
会

・
環

境
に

配
慮

し
た

再
生

可
能

エ
ネ

ル
ギ

ー
発

電
設

備
の

導
入

パ
ネ

ル
設

置
時

の
災

害
対

策
、

近
隣

へ
の

反
射

光
被

害
の

低
減

に
配

慮
し

た
設

計

環
境

電
気

の
過

剰
使

用
節

電
の

徹
底

省
エ

ネ
設

備
へ

の
入

れ
替

え
・

投
資

環
境

排
気

ガ
ス

に
よ

る
大

気
汚

染
電

気
自

動
車

・
ハ

イ
ブ

リ
ッ

ド
カ

ー
の

導
入

、
エ

コ
ド

ラ
イ

ブ
の

推
進

自
社

の
社

用
車

○○
台

の
う

ち
、

○○
台

を
エ

コ
カ

ー
に

置
き

換
え

た

環
境

排
気

ガ
ス

に
よ

る
大

気
汚

染
自

動
車

排
気

ガ
ス

の
削

減
バ

イ
オ

デ
ィ

ー
ゼ

ル
の

導
入

環
境

排
気

ガ
ス

に
よ

る
大

気
汚

染
自

動
車

排
気

ガ
ス

の
削

減
仕

入
・

配
送

ル
ー

ト
の

見
直

し

環
境

排
気

ガ
ス

に
よ

る
大

気
汚

染
代

替
移

動
手

段
（

電
車

、
自

転
車

等
）

の
利

用
推

進
代

替
移

動
手

段
（

公
共

交
通

、
自

転
車

等
）

の
利

用
促

進

環
境

環
境

破
壊

・
汚

染
プ

ラ
ス

チ
ッ

ク
か

ら
別

素
材

へ
の

置
き

換
え

紙
等

や
環

境
に

配
慮

し
た

代
替

素
材

へ
の

置
き

換
え

や
製

品
開

発

環
境

環
境

破
壊

・
汚

染
環

境
負

荷
の

少
な

い
商

品
の

販
促

取
引

先
へ

の
エ

コ
商

品
の

提
案

・
販

売
(売

り
上

げ
の

内
 〇

％
)

環
境

将
来

的
な

食
料

難
昆

虫
食

等
新

し
い

食
料

の
開

拓
昆

虫
食

・
バ

イ
オ

ミ
ー

ト
の

生
産

・
販

売

環
境

水
の

過
剰

な
使

用
、

枯
渇

廃
水

の
再

利
用

工
場

排
水

を
浄

化
し

て
再

利
用

す
る

た
め

の
施

設
を

導
入

し
、

年
間

○○
ℓ水

使
用

量
を

削
減

し
た

環
境

森
林

資
源

の
活

用
不

足
間

伐
材

の
利

活
用

間
伐

材
を

加
工

し
た

製
品

の
製

造

環
境

固
有

種
の

絶
滅

生
態

系
保

護
活

動
地

域
に

生
息

す
る

固
有

種
の

地
域

内
で

の
保

護
や

周
知

活
動

環
境

環
境

汚
染

地
域

環
境

の
保

全
に

関
す

る
取

組
定

期
的

、
継

続
的

な
森

林
や

河
川

等
の

清
掃

活
動

環
境

獣
害

被
害

獣
害

被
害

の
あ

る
地

区
で

の
ジ

ビ
エ

の
活

用
害

獣
の

駆
除

に
伴

う
ジ

ビ
エ

商
品

の
開

発
、

ジ
ビ

エ
食

材
の

導
入

環
境

フ
ー

ド
ロ

ス
食

べ
残

し
削

減
へ

の
取

組
食

材
等

の
過

剰
仕

入
れ

防
止

へ
の

環
境

改
善

や
消

費
者

へ
の

積
極

的
な

呼
び

か
け

環
境

フ
ー

ド
ロ

ス
一

次
産

品
廃

棄
量

削
減

へ
の

取
組

規
格

外
野

菜
の

活
用

環
境

フ
ー

ド
ロ

ス
ロ

ス
食

品
、

食
材

の
再

利
用

ロ
ス

食
品

の
寄

付
や

再
販

売
、

食
材

の
肥

料
等

へ
の

活
用

環
境

産
業

廃
棄

物
生

産
プ

ロ
セ

ス
の

見
直

し
、

副
産

品
の

活
用

、
再

利
用

可
能

な
資

材
の

使
用

製
造

過
程

等
で

発
生

す
る

廃
棄

物
を

別
の

商
品

に
リ

メ
イ

ク
、

紙
コ

ッ
プ

等
を

再
利

用
可

能
な

も
の

に
変

更
す

る
。

環
境

水
質

汚
染

廃
水

の
無

害
化

環
境

配
慮

し
た

洗
剤

や
薬

剤
の

開
発

・
利

用

環
境

水
質

汚
染

廃
水

の
無

害
化

浄
化

装
置

の
開

発
、

取
り

付
け

地
域

・
社

会
オ

ー
バ

ー
ツ

ー
リ

ズ
ム

地
域

住
民

と
宿

泊
客

の
交

流
を

促
進

す
る

宿
泊

施
設

宿
泊

客
と

地
域

住
民

と
の

交
流

イ
ベ

ン
ト

等
を

開
催

し
、

相
互

理
解

を
図

る

地
域

・
社

会
高

齢
者

の
孤

立
化

自
社

サ
ー

ビ
ス

等
を

利
用

し
た

見
守

り
活

動
宅

食
サ

ー
ビ

ス
等

に
よ

る
高

齢
者

の
見

守
り

地
域

・
社

会
子

ど
も

の
犯

罪
被

害
子

ど
も

の
見

守
り

活
動

事
業

所
を

利
用

し
た

児
童

見
守

り
、

子
ど

も
11

0番
の

店

地
域

・
社

会
地

域
産

業
の

衰
退

(企
業

と
地

域
の

相
互

理
解

不
足

)
企

業
と

地
域

の
相

互
理

解
促

進
、

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ

イ
ベ

ン
ト

の
開

催

地
域

・
社

会
地

域
産

業
の

衰
退

(企
業

と
地

域
の

相
互

理
解

不
足

)
企

業
と

地
域

の
相

互
理

解
促

進
、

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
オ

ー
プ

ン
フ

ァ
ク

ト
リ

ー
の

実
施

地
域

・
社

会
地

域
産

業
の

衰
退

(地
域

産
業

の
担

い
手

不
足

)
起

業
家

の
育

成
起

業
家

塾
の

開
催

地
域

・
社

会
地

域
産

業
の

衰
退

(地
域

産
業

の
担

い
手

不
足

)
地

元
雇

用
の

促
進

地
元

出
身

者
の

積
極

的
採

用
や

新
し

い
仕

事
の

創
出

地
域

・
社

会
地

域
産

業
の

衰
退

特
産

品
の

製
造

販
売

地
域

の
事

業
者

と
の

コ
ラ

ボ
レ

ー
シ

ョ
ン

に
よ

る
地

域
ブ

ラ
ン

ド
商

品
の

開
発

地
域

・
社

会
地

域
産

業
の

衰
退

一
次

産
業

体
験

イ
ベ

ン
ト

の
実

施
一

次
産

業
体

験
イ

ベ
ン

ト
の

実
施

地
域

・
社

会
地

域
産

業
の

衰
退
（

地
域

資
源

の
活

用
不

足
）

地
域

特
産

品
の

認
知

度
向

上
、

ブ
ラ

ン
ド

化
地

域
の

特
産

品
を

取
り

扱
う

店
舗

の
増

加
や

商
品

開
発

地
域

・
社

会
地

域
産

業
の

衰
退

（
地

域
資

源
の

活
用

不
足

）
規

格
外

産
品

を
利

用
し

た
商

品
の

販
売

生
産

者
等

と
連

携
・

協
働

し
た

規
格

外
産

品
の

商
品

化
と

販
路

開
拓

地
域

・
社

会
耕

作
放

棄
耕

作
放

棄
地

の
利

活
用

イ
ベ

ン
ト

の
開

催
や

自
社

事
業

へ
の

土
地

利
用

地
域

・
社

会
空

き
家

空
き

物
件

の
利

活
用

廃
校

や
空

き
テ

ナ
ン

ト
の

イ
ベ

ン
ト

や
自

社
事

業
へ

の
活

用

地
域

・
社

会
空

き
家

空
き

家
の

再
利

用
空

き
家

を
宿

泊
施

設
と

し
て

活
用

地
域

・
社

会
空

き
家

空
き

家
の

再
利

用
空

き
家

を
リ

ノ
ベ

ー
シ

ョ
ン

し
て

販
売

、
ま

た
は

自
社

事
業

へ
の

活
用

地
域

・
社

会
空

き
家

空
き

家
の

再
利

用
空

き
家

を
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
ス

ペ
ー

ス
と

し
て

利
用

、
貸

出

地
域

・
社

会
地

域
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
希

薄
化

店
舗

等
を

利
用

し
た

イ
ベ

ン
ト

の
開

催
や

交
流

空
間

の
提

供
自

社
ス

ペ
ー

ス
や

貸
ス

ペ
ー

ス
等

を
解

放
・

活
用

し
た

イ
ベ

ン
ト

の
実

施
や

地
域

住
民

の
交

流
場

所
の

提
供

地
域

・
社

会
情

報
格

差
情

報
格

差
を

是
正

す
る

よ
う

な
ス

キ
ル

や
知

識
の

提
供

タ
ブ

レ
ッ

ト
端

末
を

利
用

し
た

山
間

地
域

の
お

年
寄

り
へ

の
情

報
提

供

地
域

・
社

会
買

い
物

難
民

少
人

口
地

域
へ

の
小

売
店

の
出

店
閉

業
さ

れ
る

予
定

だ
っ

た
ス

ー
パ

ー
の

事
業

を
引

き
継

ぎ
、

買
い

物
困

難
地

域
で

小
売

店
を

出
店

地
域

・
社

会
地

域
の

過
疎

化
地

方
移

住
促

進
事

業
移

住
希

望
者

向
け

に
、

短
期

間
お

試
し

入
居

で
き

る
住

宅
を

提
供

地
域

・
社

会
自

然
災

害
の

多
様

化
防

災
グ

ッ
ズ

の
製

造
・

販
売

災
害

時
に

職
場

で
使

用
で

き
る

防
災

グ
ッ

ズ
を

製
造

・
販

売
し

て
い

る

地
域

・
社

会
自

然
災

害
の

多
様

化
地

域
で

想
定

さ
れ

る
災

害
に

関
す

る
住

民
へ

の
意

識
醸

成
防

災
意

識
を

醸
成

す
る

セ
ミ

ナ
ー

の
開

催
や

独
自

の
防

災
訓

練
等

の
実

施

地
域

・
社

会
自

然
災

害
の

多
様

化
地

域
防

災
へ

の
法

人
と

し
て

の
参

画
地

域
防

災
計

画
へ

の
参

画
や

、
災

害
時

の
自

社
資

源
の

提
供

地
域

・
社

会
地

域
活

動
の

衰
退

地
域

活
動

へ
の

支
援

地
元

ス
ポ

ー
ツ

団
体

へ
の

ス
ポ

ン
サ

ー
活

動

地
域

・
社

会
地

域
活

動
の

衰
退

地
域

活
動

へ
の

支
援

地
域

活
動

へ
の

継
続

的
な

寄
付

や
、

物
品

・
人

員
の

提
供
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  カ
テ

ゴ
リ

ー
社

会
課

題
解

決
行

動
（

抽
象

例
）

解
決

行
動

（
具

体
例

）
環

境
化

石
燃

料
へ

の
依

存
(再

エ
ネ

比
率

)
ソ

ー
ラ

ー
パ

ネ
ル

、
風

力
発

電
等

の
設

置
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
比
率
の
高
い
電
力
会
社
と
の
契
約

環
境

化
石

燃
料

へ
の

依
存

(再
エ

ネ
比

率
)

自
然

エ
ネ

ル
ギ

ー
の

利
活

用
自

然
エ

ネ
ル

ギ
ー

比
率

の
高

い
電

力
会

社
と

の
契

約

環
境

化
石

燃
料

へ
の

依
存

(再
エ

ネ
比

率
)

地
域

社
会

・
環

境
に

配
慮

し
た

再
生

可
能

エ
ネ

ル
ギ

ー
発

電
設

備
の

導
入

パ
ネ

ル
設

置
時

の
災

害
対

策
、

近
隣

へ
の

反
射

光
被

害
の

低
減

に
配

慮
し

た
設

計

環
境

電
気

の
過

剰
使

用
節

電
の

徹
底

省
エ

ネ
設

備
へ

の
入

れ
替

え
・

投
資

環
境

排
気

ガ
ス

に
よ

る
大

気
汚

染
電

気
自

動
車

・
ハ

イ
ブ

リ
ッ

ド
カ

ー
の

導
入

、
エ

コ
ド

ラ
イ

ブ
の

推
進

自
社

の
社

用
車

○○
台

の
う

ち
、

○○
台

を
エ

コ
カ

ー
に

置
き

換
え

た

環
境

排
気

ガ
ス

に
よ

る
大

気
汚

染
自

動
車

排
気

ガ
ス

の
削

減
バ

イ
オ

デ
ィ

ー
ゼ

ル
の

導
入

環
境

排
気

ガ
ス

に
よ

る
大

気
汚

染
自

動
車

排
気

ガ
ス

の
削

減
仕

入
・

配
送

ル
ー

ト
の

見
直

し

環
境

排
気

ガ
ス

に
よ

る
大

気
汚

染
代

替
移

動
手

段
（

電
車

、
自

転
車

等
）

の
利

用
推

進
代

替
移

動
手

段
（

公
共

交
通

、
自

転
車

等
）

の
利

用
促

進

環
境

環
境

破
壊

・
汚

染
プ

ラ
ス

チ
ッ

ク
か

ら
別

素
材

へ
の

置
き

換
え

紙
等

や
環

境
に

配
慮

し
た

代
替

素
材

へ
の

置
き

換
え

や
製

品
開

発

環
境

環
境

破
壊

・
汚

染
環

境
負

荷
の

少
な

い
商

品
の

販
促

取
引

先
へ

の
エ

コ
商

品
の

提
案

・
販

売
(売

り
上

げ
の

内
 〇

％
)

環
境

将
来

的
な

食
料

難
昆

虫
食

等
新

し
い

食
料

の
開

拓
昆

虫
食

・
バ

イ
オ

ミ
ー

ト
の

生
産

・
販

売

環
境

水
の

過
剰

な
使

用
、

枯
渇

廃
水

の
再

利
用

工
場

排
水

を
浄

化
し

て
再

利
用

す
る

た
め

の
施

設
を

導
入

し
、

年
間

○○
ℓ水

使
用

量
を

削
減

し
た

環
境

森
林

資
源

の
活

用
不

足
間

伐
材

の
利

活
用

間
伐

材
を

加
工

し
た

製
品

の
製

造

環
境

固
有

種
の

絶
滅

生
態

系
保

護
活

動
地

域
に

生
息

す
る

固
有

種
の

地
域

内
で

の
保

護
や

周
知

活
動

環
境

環
境

汚
染

地
域

環
境

の
保

全
に

関
す

る
取

組
定

期
的

、
継

続
的

な
森

林
や

河
川

等
の

清
掃

活
動

環
境

獣
害

被
害

獣
害

被
害

の
あ

る
地

区
で

の
ジ

ビ
エ

の
活

用
害

獣
の

駆
除

に
伴

う
ジ

ビ
エ

商
品

の
開

発
、

ジ
ビ

エ
食

材
の

導
入

環
境

フ
ー

ド
ロ

ス
食

べ
残

し
削

減
へ

の
取

組
食

材
等

の
過

剰
仕

入
れ

防
止

へ
の

環
境

改
善

や
消

費
者

へ
の

積
極

的
な

呼
び

か
け

環
境

フ
ー

ド
ロ

ス
一

次
産

品
廃

棄
量

削
減

へ
の

取
組

規
格

外
野

菜
の

活
用

環
境

フ
ー

ド
ロ

ス
ロ

ス
食

品
、

食
材

の
再

利
用

ロ
ス

食
品

の
寄

付
や

再
販

売
、

食
材

の
肥

料
等

へ
の

活
用

環
境

産
業

廃
棄

物
生

産
プ

ロ
セ

ス
の

見
直

し
、

副
産

品
の

活
用

、
再

利
用

可
能

な
資

材
の

使
用

製
造

過
程

等
で

発
生

す
る

廃
棄

物
を

別
の

商
品

に
リ

メ
イ

ク
、

紙
コ

ッ
プ

等
を

再
利

用
可

能
な

も
の

に
変

更
す

る
。

環
境

水
質

汚
染

廃
水

の
無

害
化

環
境

配
慮

し
た

洗
剤

や
薬

剤
の

開
発

・
利

用

環
境

水
質

汚
染

廃
水

の
無

害
化

浄
化

装
置

の
開

発
、

取
り

付
け

地
域

・
社

会
オ

ー
バ

ー
ツ

ー
リ

ズ
ム

地
域

住
民

と
宿

泊
客

の
交

流
を

促
進

す
る

宿
泊

施
設

宿
泊

客
と

地
域

住
民

と
の

交
流

イ
ベ

ン
ト

等
を

開
催

し
、

相
互

理
解

を
図

る

地
域

・
社

会
高

齢
者

の
孤

立
化

自
社

サ
ー

ビ
ス

等
を

利
用

し
た

見
守

り
活

動
宅

食
サ

ー
ビ

ス
等

に
よ

る
高

齢
者

の
見

守
り

地
域

・
社

会
子

ど
も

の
犯

罪
被

害
子

ど
も

の
見

守
り

活
動

事
業

所
を

利
用

し
た

児
童

見
守

り
、

子
ど

も
11

0番
の

店

地
域

・
社

会
地

域
産

業
の

衰
退

(企
業

と
地

域
の

相
互

理
解

不
足

)
企

業
と

地
域

の
相

互
理

解
促

進
、

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ

イ
ベ

ン
ト

の
開

催

地
域

・
社

会
地

域
産

業
の

衰
退

(企
業

と
地

域
の

相
互

理
解

不
足

)
企

業
と

地
域

の
相

互
理

解
促

進
、

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
オ

ー
プ

ン
フ

ァ
ク

ト
リ

ー
の

実
施

地
域

・
社

会
地

域
産

業
の

衰
退

(地
域

産
業

の
担

い
手

不
足

)
起

業
家

の
育

成
起

業
家

塾
の

開
催

地
域

・
社

会
地

域
産

業
の

衰
退

(地
域

産
業

の
担

い
手

不
足

)
地

元
雇

用
の

促
進

地
元

出
身

者
の

積
極

的
採

用
や

新
し

い
仕

事
の

創
出

地
域

・
社

会
地

域
産

業
の

衰
退

特
産

品
の

製
造

販
売

地
域

の
事

業
者

と
の

コ
ラ

ボ
レ

ー
シ

ョ
ン

に
よ

る
地

域
ブ

ラ
ン

ド
商

品
の

開
発

地
域

・
社

会
地

域
産

業
の

衰
退

一
次

産
業

体
験

イ
ベ

ン
ト

の
実

施
一

次
産

業
体

験
イ

ベ
ン

ト
の

実
施

地
域

・
社

会
地

域
産

業
の

衰
退
（

地
域

資
源

の
活

用
不

足
）

地
域

特
産

品
の

認
知

度
向

上
、

ブ
ラ

ン
ド

化
地

域
の

特
産

品
を

取
り

扱
う

店
舗

の
増

加
や

商
品

開
発

地
域

・
社

会
地

域
産

業
の

衰
退

（
地

域
資

源
の

活
用

不
足

）
規

格
外

産
品

を
利

用
し

た
商

品
の

販
売

生
産

者
等

と
連

携
・

協
働

し
た

規
格

外
産

品
の

商
品

化
と

販
路

開
拓

地
域

・
社

会
耕

作
放

棄
耕

作
放

棄
地

の
利

活
用

イ
ベ

ン
ト

の
開

催
や

自
社

事
業

へ
の

土
地

利
用

地
域

・
社

会
空

き
家

空
き

物
件

の
利

活
用

廃
校

や
空

き
テ

ナ
ン

ト
の

イ
ベ

ン
ト

や
自

社
事

業
へ

の
活

用

地
域

・
社

会
空

き
家

空
き

家
の

再
利

用
空

き
家

を
宿

泊
施

設
と

し
て

活
用

地
域

・
社

会
空

き
家

空
き

家
の

再
利

用
空

き
家

を
リ

ノ
ベ

ー
シ

ョ
ン

し
て

販
売

、
ま

た
は

自
社

事
業

へ
の

活
用

地
域

・
社

会
空

き
家

空
き

家
の

再
利

用
空

き
家

を
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
ス

ペ
ー

ス
と

し
て

利
用

、
貸

出

地
域

・
社

会
地

域
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
希

薄
化

店
舗

等
を

利
用

し
た

イ
ベ

ン
ト

の
開

催
や

交
流

空
間

の
提

供
自

社
ス

ペ
ー

ス
や

貸
ス

ペ
ー

ス
等

を
解

放
・

活
用

し
た

イ
ベ

ン
ト

の
実

施
や

地
域

住
民

の
交

流
場

所
の

提
供

地
域

・
社

会
情

報
格

差
情

報
格

差
を

是
正

す
る

よ
う

な
ス

キ
ル

や
知

識
の

提
供

タ
ブ

レ
ッ

ト
端

末
を

利
用

し
た

山
間

地
域

の
お

年
寄

り
へ

の
情

報
提

供

地
域

・
社

会
買

い
物

難
民

少
人

口
地

域
へ

の
小

売
店

の
出

店
閉

業
さ

れ
る

予
定

だ
っ

た
ス

ー
パ

ー
の

事
業

を
引

き
継

ぎ
、

買
い

物
困

難
地

域
で

小
売

店
を

出
店

地
域

・
社

会
地

域
の

過
疎

化
地

方
移

住
促

進
事

業
移

住
希

望
者

向
け

に
、

短
期

間
お

試
し

入
居

で
き

る
住

宅
を

提
供

地
域

・
社

会
自

然
災

害
の

多
様

化
防

災
グ

ッ
ズ

の
製

造
・

販
売

災
害

時
に

職
場

で
使

用
で

き
る

防
災

グ
ッ

ズ
を

製
造

・
販

売
し

て
い

る

地
域

・
社

会
自

然
災

害
の

多
様

化
地

域
で

想
定

さ
れ

る
災

害
に

関
す

る
住

民
へ

の
意

識
醸

成
防

災
意

識
を

醸
成

す
る

セ
ミ

ナ
ー

の
開

催
や

独
自

の
防

災
訓

練
等

の
実

施

地
域

・
社

会
自

然
災

害
の

多
様

化
地

域
防

災
へ

の
法

人
と

し
て

の
参

画
地

域
防

災
計

画
へ

の
参

画
や

、
災

害
時

の
自

社
資

源
の

提
供

地
域

・
社

会
地

域
活

動
の

衰
退

地
域

活
動

へ
の
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の

継
続

的
な

寄
付

や
、

物
品

・
人

員
の

提
供

社
会
課
題
発
見
シ
ー
ト

　
2
0
2
1
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0.
31

社
会

課
題

  カ
テ

ゴ
リ

ー
社

会
課

題
解

決
行

動
（

抽
象

例
）

解
決

行
動

（
具

体
例

）
働

き
方

・
雇

用
ワ

ー
ク

ラ
イ

フ
バ

ラ
ン

ス
フ

レ
ッ

ク
ス

タ
イ

ム
制

の
導

入
フ

レ
ッ

ク
ス

タ
イ

ム
制

の
導

入
働

き
方

・
雇

用
ワ

ー
ク

ラ
イ

フ
バ

ラ
ン

ス
テ

レ
ワ

ー
ク

の
導

入
(週

〇
日

、
従

業
員

の
〇

％
実

施
)

テ
レ

ワ
ー

ク
の

導
入

(週
〇

日
、

従
業

員
の

〇
％

実
施

)
働

き
方

・
雇

用
ワ

ー
ク

ラ
イ

フ
バ

ラ
ン

ス
裁

量
労

働
制

の
導

入
裁

量
労

働
制

の
導

入

働
き

方
・

雇
用

ワ
ー

ク
ラ

イ
フ

バ
ラ

ン
ス

定
時

退
社

日
の

設
定

(週
〇

回
〇

曜
日

)
定

時
退

社
日

の
設

定
(週

〇
回

〇
曜

日
)

働
き

方
・

雇
用

ワ
ー

ク
ラ

イ
フ

バ
ラ

ン
ス

育
児

休
暇

の
利

用
促

進
社

員
の

取
得

に
向

け
た

働
き

か
け

、
取

得
し

た
場

合
の

キ
ャ

リ
ア

パ
ス

の
提

示

働
き

方
・

雇
用

ワ
ー

ク
ラ

イ
フ

バ
ラ

ン
ス

キ
ャ

リ
ア

パ
ス

の
多

様
化

知
識

・
技

術
習

得
に

係
る

研
修

や
機

会
の

充
実

働
き

方
・

雇
用

労
働

災
害

危
険

な
作

業
を

減
ら

す
ド

ロ
ー

ン
の

利
用

や
技

術
開

発
に

よ
る

危
険

作
業

の
代

替

働
き

方
・

雇
用

労
働

災
害

危
険

な
薬

品
等

の
代

替
、

作
業

環
境

の
改

善
人

体
に

有
害

な
薬

品
の

使
用

を
中

止
し

、
代

替
の

製
品

を
導

入

働
き

方
・

雇
用

多
様

な
人

の
働

き
づ

ら
さ

働
き

づ
ら

さ
を

抱
え

る
人

(障
が

い
者

、
ひ

き
こ

も
り

等
)の

雇
用

働
き

づ
ら

さ
を

抱
え

る
人

に
対

し
て

、
従

業
員

の
動

線
変

更
等

の
職

場
環

境
や

そ
れ

ぞ
れ

の
個

性
に

合
わ

せ
た

柔
軟

な
働

き
方

へ
の

工
夫

が
あ

る
雇

用

働
き

方
・

雇
用

ジ
ェ

ン
ダ

ー
バ

ラ
ン

ス
女

性
の

雇
用

を
促

進
す

る
た

め
の

、
環

境
整

備
や

相
互

理
解

促
進

の
た

め
の

取
り

組
み

産
休

取
得

促
進

の
た

め
、

業
務

の
棚

卸
し

や
、

短
時

間
勤

務
が

可
能

な
よ

う
業

務
フ

ロ
ー

の
見

直
し

を
お

こ
な

っ
た

働
き

方
・

雇
用

ジ
ェ

ン
ダ

ー
バ

ラ
ン

ス
キ

ャ
リ

ア
ア

ッ
プ

お
け

る
ジ

ェ
ン

ダ
ー

平
等

の
徹

底
性

別
関

係
な

く
そ

の
人

の
目

指
す

キ
ャ

リ
ア

が
実

現
で

き
る

職
場

制
度

・
環

境
へ

の
工

夫

働
き

方
・

雇
用

ジ
ェ

ン
ダ

ー
バ

ラ
ン

ス
業

務
内

容
に

お
け

る
ジ

ェ
ン

ダ
ー

平
等

の
徹

底
業

務
内

容
に

よ
っ

て
性

別
に

よ
る

不
平

等
が

発
生

し
な

い
よ

う
な

職
場

制
度

・
環

境
へ

の
工

夫
働

き
方

・
雇

用
非

正
規

雇
用

の
増

加
非

正
規

雇
用

の
柔

軟
な

正
規

雇
用

化
正

規
雇

用
を

希
望

す
る

非
正

規
雇

用
者

の
、

積
極

的
な

正
規

雇
用

化
と

そ
れ

が
可

能
と

な
る

キ
ャ

リ
ア

パ
ス

の
整

備

伝
統

伝
統

工
芸

等
に

お
け

る
担

い
手

不
足

伝
統

工
芸

を
担

う
職

人
の

働
き

方
を

発
信

学
生

訪
問

や
イ

ン
タ

ー
ン

等
の

受
け

入
れ

伝
統

伝
統

文
化

・
工

芸
等

の
衰

退
伝

統
文

化
・

工
芸

等
の

社
会

的
認

知
度

向
上

ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ

プ
、

オ
ー

プ
ン

フ
ァ

ク
ト

リ
ー

の
実

施

伝
統

伝
統

文
化

・
工

芸
等

の
衰

退
伝

統
文

化
・

工
芸

等
の

社
会

的
認

知
度

向
上

多
様

な
チ

ャ
ネ

ル
・

ツ
ー

ル
を

利
用

し
た

情
報

発
信

活
動

伝
統

伝
統

文
化

・
工

芸
等

の
衰

退
他

業
種

と
の

コ
ラ

ボ
レ

ー
シ

ョ
ン

製
品

の
開

発
西

陣
織

の
事

業
者

が
家

具
メ

ー
カ

ー
と

コ
ラ

ボ
レ

ー
シ

ョ
ン

し
て

製
品

を
開

発
伝

統
伝

統
文

化
・

工
芸

等
の

衰
退

現
代

的
価

値
観

と
融

合
し

た
新

し
い

製
品

の
開

発
現

代
風

に
ア

レ
ン

ジ
し

た
製

品
の

開
発

や
販

路
開

拓

多
様

性
フ

ー
ド

ダ
イ

バ
ー

シ
テ

ィ
ー

様
々

な
背

景
を

持
つ

人
々

が
自

由
に

食
を

楽
し

む
た

め
の

取
組

ヴ
ィ

ー
ガ

ン
、

ベ
ジ

タ
リ

ア
ン

・
ア

レ
ル

ギ
ー

等
に

対
応

す
る

工
夫

さ
れ

た
メ

ニ
ュ

ー
の

開
発

多
様

性
ア

ニ
マ

ル
ラ

イ
ツ

エ
コ

フ
ァ

ー
、

ピ
ー

ス
シ

ル
ク

等
を

活
用

し
た

製
品

開
発

エ
コ

フ
ァ

ー
、

ピ
ー

ス
シ

ル
ク

等
を

活
用

し
た

製
品

開
発

多
様

性
ア

ニ
マ

ル
ラ

イ
ツ

動
物

の
保

護
（

犬
・

猫
・

そ
の

他
）

に
関

す
る

活
動

犬
や

猫
の

保
護

活
動

や
動

物
虐

待
防

止
の

た
め

の
啓

発
活

動

多
様

性
セ

ク
シ

ャ
ル

マ
イ

ノ
リ

テ
ィ

へ
の

偏
見

LG
BT

Q
に

対
す

る
理

解
促

進
の

た
め

の
活

動
LG

BT
Q
に

関
す

る
理

解
啓

発
を

目
的

と
し

た
イ

ベ
ン

ト
の

実
施

や
サ

ー
ビ

ス
の

提
供

、
職

場
環

境
の

整
備

多
様

性
障

が
い

者
の

活
躍

機
会

が
少

な
い

障
が

い
者

の
ス

キ
ル

ア
ッ

プ
に

つ
な

が
る

取
組

特
色

あ
る

職
業

訓
練

や
自

立
に

つ
な

が
る

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

実
施

多
様

性
障

が
い

者
へ

の
偏

見
共

生
社

会
実

現
に

つ
な

が
る

取
組

障
が

い
体

験
や

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

の
開

催
等

、
相

互
理

解
促

進
の

場
の

創
出

多
様

性
犯

罪
歴

の
あ

る
人

の
就

職
難

犯
罪

歴
の

あ
る

人
へ

の
就

職
に

つ
な

が
る

取
組

職
業

訓
練

の
実

施
や

積
極

的
な

採
用

の
実

施

多
様

性
薬

物
依

存
薬

物
依

存
治

療
プ

ロ
グ

ラ
ム

の
提

供
薬

物
依

存
に

関
す

る
ケ

ア
、

治
療

、
更

生
プ

ロ
グ

ラ
ム

の
実

施

教
育

専
門

分
野

に
関

す
る

学
習

機
会

の
不

足
子

ど
も

の
特

性
を

伸
ば

す
教

育
プ

ロ
グ

ラ
ム

ST
EA

M
教

育
や

プ
ロ

グ
ラ

ミ
ン

グ
等

、
多

様
な

専
門

領
域

に
触

れ
る

た
め

の
メ

ニ
ュ

ー
開

発
、

提
供

教
育

障
害

児
教

育
資

源
の

不
足

障
が

い
を

持
つ

子
ど

も
へ

の
学

童
保

育
特

色
あ

る
保

育
・

教
育

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

開
発

、
実

施

教
育

教
育

の
所

得
間

格
差

低
所

得
者

層
へ

の
教

育
プ

ロ
グ

ラ
ム

の
提

供
低

所
得

者
等

向
け

の
経

済
的

負
担

の
少

な
い

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

金
額

設
定

教
育

教
育

の
国

際
地

域
間

格
差

発
展

途
上

国
等

へ
の

教
育

機
会

の
提

供
教

育
機

会
が

十
分

に
与

え
ら

れ
な

い
地

域
に

お
け

る
学

習
場

所
・

機
会

の
提

供

教
育

社
会

課
題

解
決

主
体

の
不

足
社

会
課

題
を

解
決

す
る

人
材

の
育

成
社

会
課

題
を

認
識

さ
せ

る
教

育
プ

ロ
グ

ラ
ム

の
実

施

教
育

社
会

課
題

解
決

主
体

の
不

足
社

会
課

題
を

解
決

す
る

人
材

の
育

成
社

会
起

業
家

の
育

成
プ

ロ
グ

ラ
ム

の
実

施

教
育

生
涯

学
習

、
特

化
型

教
育

の
必

要
性

生
涯

学
習

・
特

化
型

教
育

機
会

の
提

供
生
涯
学
ぶ
楽
し
み
を
提

供
す

る
高

齢
者

向
け

教
室

の
実

施
等

教
育

食
育

機
会

の
不

足
食

に
関

す
る

知
識

を
つ

け
る

、
食

材
に

触
れ

る
等

の
機

会
の

醸
成

店
舗

で
の

食
育

要
素

含
め

た
料

理
教

室
の

開
催

や
、

生
産

者
と

の
交

流
機

会
づ

く
り

教
育

養
育

者
の

孤
立

子
ど

も
を

起
点

と
し

た
地

域
の

繋
が

り
づ

く
り

店
舗

等
を

母
親

・
父

親
の

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

と
し

て
開

放

教
育

児
童

虐
待

保
育

園
・

幼
稚

園
等

で
の

児
童

虐
待

防
止

を
目

的
と

し
た

取
組

独
自

で
実

施
す

る
保

護
者

や
地

域
の

悩
み

・
子

育
て

相
談

の
受

付

医
療

・
福

祉
医

療
の

地
域

間
格

差
過

疎
化

地
域

、
発

展
途

上
国

等
へ

の
医

療
提

供
医

療
・

福
祉

サ
ー

ビ
ス

が
十

分
に

行
き

渡
ら

な
い

地
域

へ
の

工
夫

さ
れ

た
サ

ー
ビ

ス
提

供

医
療

・
福

祉
医

療
の

地
域

間
格

差
地

域
医

療
の

充
実

地
域

に
即

し
た

医
療

サ
ー

ビ
ス

の
提

供
や

周
辺

機
関

と
の

連
携

に
よ

る
サ

ー
ビ

ス
創

出

医
療

・
福

祉
医

療
の

地
域

間
格

差
地

域
の

課
題

に
則

し
た

特
化

型
医

療
の

提
供

産
後

ケ
ア

等
母

子
福

祉
に

特
化

し
た

独
自

の
事

業
・

取
組

医
療

・
福

祉
地

域
の

医
療

・
福

祉
資

源
の

活
用

不
足

地
域

ニ
ー

ズ
を

取
り

入
れ

た
事

業
運

営
24

時
間

診
療

や
来

院
が

難
し

い
人

へ
の

訪
問

サ
ー

ビ
ス

の
実

施
等

医
療

・
福

祉
地

域
の

医
療

・
福

祉
資

源
の

活
用

不
足

地
域

の
ニ

ー
ズ

を
取

り
入

れ
た

他
機

関
と

連
携

し
た

事
業

・
取

組
地

域
事

業
者

と
連

携
し

た
医

療
・

福
祉

サ
ー

ビ
ス

の
創

出
・

提
供

医
療

・
福

祉
難

病
に

関
す

る
認

知
度

・
理

解
不

足
難

病
の

認
知

度
向

上
特

定
の

病
気

や
障

害
等

に
関

す
る

広
報

・
啓

発
活

動
医

療
・

福
祉

難
病

へ
の

対
応

治
療

法
等

の
開

発
治

療
法

、
予

防
法

、
術

後
の

サ
ポ

ー
ト

の
考

案
、

提
供

医
療

・
福

祉
希

少
疾

患
へ

の
対

応
少

数
ニ

ー
ズ

に
応

え
る

医
療

装
具

の
開

発
、

販
売

障
害

者
や

未
熟

児
向

け
製

品
の

開
発

販
売

医
療

・
福

祉
治

療
・

リ
ハ

ビ
リ

期
間

の
長

期
化

カ
ス

タ
ム

メ
イ

ド
な

リ
ハ

ビ
リ

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

提
供

在
宅

で
も

可
能

な
リ

ハ
ビ

リ
メ

ニ
ュ

ー
の

提
供

や
指

導

医
療

・
福

祉
高

齢
者

福
祉

施
設

利
用

・
入

居
者

の
人

権
カ

ス
タ

ム
メ

イ
ド

な
高

齢
者

福
祉

サ
ー

ビ
ス

の
提

供
入

居
者

の
個

性
が

活
き

る
高

齢
者

施
設

、
デ

イ
サ

ー
ビ

ス

医
療

・
福

祉
障

が
い

児
に

お
け

る
サ

ー
ビ

ス
の

選
択

肢
不

足
カ

ス
タ

ム
メ

イ
ド

な
障

が
い

者
福

祉
サ

ー
ビ

ス
の

提
供

児
童

の
個

性
に

合
わ

せ
た

放
課

後
デ

イ
サ

ー
ビ

ス
の

提
供

・
運

営

健
康

食
の

安
全

ト
レ

ー
サ

ビ
リ

テ
ィ

の
推

進
入

出
荷

食
材

等
の

徹
底

し
た

管
理

健
康

食
の

安
全

添
加

物
不

使
用

有
害

な
添

加
物

を
使

用
し

な
い

食
品

の
製

造
、

販
売

健
康

運
動

機
会

の
減

少
地

域
で

の
健

康
的

な
運

動
方

法
の

指
導

本
業

で
の

技
術

を
活

用
・

応
用

し
た

地
域

で
の

健
康

教
室

の
開

催
（

頻
度

：
月

○回
）

健
康

健
康

寿
命

の
延

伸
健

康
に

関
す

る
知

識
の

向
上

SN
Sや

そ
の

他
ツ

ー
ル

等
を

使
用

し
た

啓
発

活
動

健
康

健
康

寿
命

の
延

伸
健

康
的

な
食

事
の

提
供

、
食

生
活

の
指

導
栄

養
バ

ラ
ン

ス
の

と
れ

た
メ

ニ
ュ

ー
の

開
発

・
提

供
や

健
康

な
食

事
に

関
す

る
情

報
発

信

健
康

う
つ

病
患

者
の

増
加

心
の

健
康

維
持

に
関

す
る

取
組

カ
ウ

ン
セ

リ
ン

グ
や

セ
ラ

ピ
ー

の
実

施
、

回
復

に
寄

与
す

る
プ

ロ
グ

ラ
ム

の
提

供

健
康

自
殺

者
数

の
増

加
自

殺
者

減
少

に
寄

与
す

る
取

組
カ

ウ
ン

セ
リ

ン
グ

の
実

施
、

ホ
ッ

ト
ラ

イ
ン

の
運

営
等

健
康

交
通

事
故

地
域

へ
の

交
通

安
全

啓
発

交
通

安
全

教
室

の
実

施
（

頻
度

：
月

○回
）
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社
会
課
題
発
見
シ
ー
ト
　
2
0
2
1
.1

0.
31

社
会

課
題

  カ
テ

ゴ
リ

ー
社

会
課

題
解

決
行

動
（

抽
象

例
）

解
決

行
動

（
具

体
例

）
貧

困
海

外
貧

困
問

題
国

内
で

の
貧

困
地

域
出

身
者

雇
用

自
社

に
て

貧
困

地
域

出
身

者
を

積
極

的
に

雇
用

貧
困

海
外

貧
困

問
題

海
外

拠
点

地
域

で
の

貧
困

解
決

を
目

的
と

し
た

事
業

の
実

施
現

地
人

採
用

や
技

術
伝

承
に

よ
る

仕
事

の
提

供
や

所
得

の
向

上

貧
困

海
外

貧
困

問
題

経
済

的
困

窮
が

課
題

と
な

っ
て

い
る

地
域

か
ら

資
材

、
商

品
等

を
輸

入
経

済
的

困
窮

が
課

題
と

な
っ

て
い

る
地

域
の

生
産

物
の

利
用

・
販

売
、

フ
ェ

ア
ト

レ
ー

ド

貧
困

国
内

貧
困

問
題

シ
ェ

ル
タ

ー
運

営
や

住
宅

の
提

供
生

活
保

護
者

や
低

所
得

者
世

帯
等

へ
の

暮
ら

し
の

場
（

住
宅

等
）

の
提

供
貧

困
国

内
貧

困
問

題
社

会
的

弱
者

へ
の

食
の

提
供

炊
き

出
し

や
子

ど
も

食
堂

な
ど

社
会

的
弱

者
に

対
す

る
食

の
提

供

貧
困

外
国

人
の

孤
立

化
外

国
人

従
業

員
に

対
す

る
文

化
の

相
互

理
解

や
技

能
教

育
の

実
施

地
域

と
連

携
し

た
日

本
語

教
室

、
交

流
イ

ベ
ン

ト
の

実
施

貧
困

ひ
と

り
親

家
庭

の
貧

困
ひ

と
り

親
世

帯
へ

の
支

援
ひ

と
り

親
世

帯
対

象
の

サ
ー

ビ
ス

開
発

・
実

施

開
示

・
説

明
責

任
消

費
者

と
の

情
報

の
非

対
称

性
ネ

ガ
テ

ィ
ブ

情
報

ま
で

開
示

し
た

製
品

説
明

重
要

事
項

説
明

の
徹

底
や

借
主

が
必

要
と

す
る

物
件

情
報

の
説

明
・

提
供

開
示

・
説

明
責

任
投

資
家

と
の

情
報

の
非

対
称

性
企

業
情

報
の

開
示

企
業

属
性

、
従

業
員

属
性

、
ネ

ガ
テ

ィ
ブ

情
報

等
の

自
主

的
開

示

開
示

・
説

明
責

任
取

引
先

と
の

情
報

の
非

対
称

性
優

越
的

地
位

の
非

濫
用

ネ
ガ

テ
ィ

ブ
情

報
ま

で
開

示
し

た
取

引
条

件
設

定

開
示

・
説

明
責

任
情

報
化

社
会

に
お

け
る

リ
ス

ク
・

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
不

良
品

・
不

祥
事

へ
の

適
切

な
対

応
誠

実
な

返
品

・
リ

コ
ー

ル
対

応
等
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2
0
2
1
年
度
 
大
阪
府
総
合
評
価
入
札
 
評
価
項
目
・
評
価
点
等
 

評
 
価

 
項

 
目

 
評

 
価

 
点

 
評

 
 

 
 
価

 
 

 
 
内

 
 

 
 
容

 

分
類

 
細

 
分

 
類

 
総
点

 
個
別
点

 
項
目

 
詳
細

 

価
格
評
価
 

5
0 

5
0 

入
札
金
額
の
評
価
 

 

技 術 的 評 価 

教
育
手
法

 

1
4  

2
 

Ⅰ
 
技
術
力
向
上
を
目
的
と
し
た
研
修
計
画

 
１
 
作
業
員
等
に
対
す
る
清
掃
技
術
向
上
や
接
遇
等
に
係
る
研
修
契
約
の
策
定
に
つ
い
て
評
価
す
る
。

 

履
行
体
制

 
5
 

Ⅰ
 
業
務
実
施
体
制
図
の
内
容

 

Ⅱ
 
業
務
責
任
者
に
係
る
資
格
者
の
配
置

 

１
 
業
務
の
履
行
に
係
る
責
任
者
等
の
具
体
的
な
配
置
計
画
及
び
本
社
と
の
連
携
や
緊
急
対
応
体
制
、
苦
情
処
理
体
制
等
を
含
め

た
業
務
実
施
体
制
を
評
価
す
る
。

 

２
 
一
定
の
資
格
等
を
も
っ
た
業
務
責
任
者
の
配
置
計
画
を
評
価
す
る
。

 

品
質
向
上

 

へ
の
取
組

 
7
 

Ⅰ
 
品
質
ﾏ
ﾈｼ
ﾞﾒ
ﾝﾄ

I
SO
90
01

認
証
の
取
得
状
況
 

Ⅱ
 
自
主
検
査
体
制
(
ｲﾝ
ｽﾍ
ﾟｸ
ｼｮ
ﾝ
)の

計
画
内
容
 

１
 
品
質
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
Ｉ
Ｓ
Ｏ
９
０
０
１
認
証
の
取
得
状
況
に
つ
い
て
評
価
す
る
。

 

２
 
清
掃
成
果
の
向
上
に
向
け
た
自
主
検
査
体
制
（
イ
ン
ス
ペ
ク
シ
ョ
ン
）
の
計
画
内
容
に
つ
い
て
評
価
す
る
。

 

公 共 性 （ 施 策 ） 評 価 

福
祉
へ
の

 

配
慮
 

3
0 

1
2 

Ⅰ
 
知
的
障
が
い
者
等
の
就
業
状
況

 

１
 
当
該
清
掃
業
務
等
実
施
施
設
に
お
け
る
知
的
障
が
い
者
等
配
置
人
数
ど
お
り
の
配
置
提
案
に
つ
い
て
評
価
す
る
。

 

２
 
府
の
総
合
評
価
一
般
競
争
入
札
に
基
づ
き
雇
用
し
て
い
る
知
的
障
が
い
者
の
継
続
雇
用
等
に
応
諾
す
る
提
案
を
評
価
す
る
。

 

３
 
知
的
障
が
い
者
又
は
精
神
障
が
い
者
の
雇
用
を
実
現
す
る
た
め
の
支
援
体
制
の
提
案
内
容

(
企
業
と
し
て
実
施
す
る
具
体
的
な

内
容
）
を
評
価
す
る
。

 

（
１
）
専
任
支
援
者
の
配
置
の
有
無

 

（
２
）
支
援
方
法
 

1
8 

9
 

Ⅱ
 
障
が
い
者
雇
用
に
関
す
る
取
組

 

１
 
現
在
の
障
が
い
者
の
雇
用
状
況

 

（
１
）
障
が
い
者
の
実
雇
用
率
又
は
法
定
雇
用
障
が
い
者
数
超
過
数

 

（
２
）
①
障
が
い
者
の
平
均
雇
用
継
続
期
間

を
評
価
す
る
。
 

②
 
障
が
い
者
の
労
働
条
件
等
を
評
価
す
る
。

 

③
 
障
が
い
者
の
定
着
率
を
評
価
す
る
。

 

２
 
障
が
い
者
の
就
労
支
援
に
関
す
る
取
組

 

（
１
）
指
定
施
設
等
に
対
す
る
業
務
発
注
計
画
等
に
つ
い
て

 

（
２
）
指
定
施
設
等
に
対
す
る
業
務
発
注
実
績
等
に
つ
い
て

 

9
 

Ⅲ
 
就
職
困
難
者
の
雇
用
に
関
す
る
取
り
組
み

 

１
 
就
職
困
難
者
の
雇
用
状
況
等

 

（
１
）
就
職
困
難
者
の
新
規
雇
用
予
定
者
数
を
評
価
す
る
。

 

（
２
）
就
職
困
難
者
の
既
雇
用
者
数
を
評
価
す
る
。

 

（
３
）
就
職
困
難
者
の
定
着
状
況

 

（
４
）
就
職
困
難
者
の
雇
用
促
進

 

大
阪
府
が
実
施
す
る
障
が
い
者
等
就
職
困
難
者
の

雇
用
促
進
施
策
へ
の
協
力
を
評
価

 

○
就
職
困
難
者
の
就
労
支
援

 

○
障
害
者
等
の
職
場
環
境
整
備
等
支
援
組
織
の
活
用

 

２
 
賃
金
等
の
労
働
条
件
 

（
１
）
育
児
・
介
護
制
度
の
充
実
に
関
す
る
取
組
の
有
無

 

（
２
）
公
正
採
用
選
考
人
権
啓
発
推
進
員
の
選
任
及
び
公
正
採
用
選
考
人
権
啓
発
推
進
員
新
任
・
基
礎
研

修
の
受
講
の
有
無
 

（
３
）
従
業
員
が
離
職
す
る
際
の
再
就
職
あ
っ
せ
ん
等
の

支
援
 

（
４
）
そ
の
他
従
業
員
の
労
働
条
件
等
の
向
上
に
取
り
組

ん
で
い
る
事
項
 

３
 
現
在
の
ひ
と
り
親
家
庭
の
親
の
雇
用
状
況

 

ひ
と
り
親
家
庭
の
親
の
雇
用
率
又
は
雇
用
者
数
を
評
価
す
る
。

 

環
境
へ
の

 

配
慮
 

6
 

2
 

Ⅰ
 
 
環
境
ﾏﾈ
ｼﾞ
ﾒﾝ
ﾄｼ
ｽﾃ
ﾑ
の
導
入
 

１
 
入
札
参
加
者
の
入
札
日
の
前
日
時
点
の
環
境
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム
認
証
の
取
得
状
況
を
評
価
す
る
。

 

2
 

Ⅱ
 
再
生
品
の
購
入
 

１
 
当
該
業
務
で
使
用
す
る
清
掃
用
具
等
の
再
生
品

の
購
入
計
画
を
評
価
す
る
。
 

2
 

Ⅲ
 
次
世
代
自
動
車
の
使
用

 
１
 
会
社
全
体
で
使
用
し
て
い
る
自
動
車
の
う
ち
、
下
記
の
対
象
と
な
る
次
世
代
自
動
車
の
使
用
状
況
を
評
価
す
る
。

 

（
電
気
自
動
車
、
プ
ラ
グ
イ
ン
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
自
動
車
、
燃
料
電
池
自
動
車
、
天
然
ガ
ス
自
動
車

）
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申
請
シ
ー
ト（

様
式
１
・２

・３
）

様
式
１

様
式
２

様
式
３

2
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申
請
シ
ー
ト記

入
方
法
（
様
式
１
）

様
式
１

【
企
業
の
基
本
情
報
を
記
入
】

・
企
業
名
/屋
号

・
代
表
者
肩
書

・
代
表
者
名

・
所
在
地

・
設
立
年
月
日

・
電
話
番
号

・
メ
ー
ル
ア
ド
レ
ス

・
UR
L（
HP
/ブ
ロ
グ
な
ど
）

・
直
近
期
売
上

・
経
常
利
益

・
従
業
員
数
(正
社
員
の
み
、
非
正
規
含
む
全
社
員
)

・
業
種
(大
分
類
・
小
分
類
)

・
取
得
し
て
い
る
認
証
等

・
代
表
者
が
本
業
以
外
で
関
係
し
て
い
る
団
体
等

・
他
ア
ワ
ー
ド
等
の
実
績

【
企
業
の
理
念
等
を
記
入
】

・
企
業
理
念
及
び
事
業
に
お
い
て
大
切
に

し
て
い
る
こ
と

・
事
業
内
容
に
つ
い
て

（
企
業
の
歴
史
等
も
含
め
て
）

・
SC
A(
ソ
ー
シ
ャ
ル
認
証
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
）
を
記
入

・
コ
メ
ン
ト
は
担
当
者
が
思
う
お
客
様
の
ソ
ー
シ
ャ
ル

な
と
こ
ろ
を
記
載

3
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記
載
例

4



152

申
請
シ
ー
ト記

入
方
法
（
様
式
２
）

【
社
会
課
題
を
記
述
す
る
シ
ー
ト
】

別
紙
の
社
会
課
題
発
見
シ
ー
ト
を
参
考
に
カ
テ
ゴ
リ
を
選
択
し
、

・
解
決
に
取
り
組
む
社
会
課
題

・
具
体
的
行
動
内
容

を
記
述
く
だ
さ
い
。

【
記
載
ポ
イ
ン
ト
】

・
取
り
組
む
社
会
課
題
の
数
に
制
限
は
ご
ざ
い
ま
せ
ん

・
現
在
実
施
し
て
い
る
行
動
内
容
と
こ
れ
か
ら
実
施
す
る
予
定
（
計
画
）

を
そ
れ
ぞ
れ
分
け
て
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

「
現
在
実
施
し
て
い
る
行
動
」
「
こ
れ
か
ら
実
施
予
定
」
両
方
の
記
載
が

あ
る
と
望
ま
し
い
で
す
。

・
お
客
様
が
自
主
的
に
記
載
い
た
だ
く
も
の
の
他
、
SC
Aか
ら
の
サ
ポ
ー

ト
で
気
づ
か
れ
た
取
り
組
み
に
つ
い
て
も
記
載
を
お
願
い
致
し
ま
す
。

・
ご
事
業
に
よ
り
ど
の
よ
う
な
地
域
課
題
の
解
決
に
至
る
こ
と
が
で
き
る

か
な
ど
の
仮
説
を
立
て
る
こ
と
に
も
ご
活
用
く
だ
さ
い
。

【
様
式
３
へ
の
流
れ
】

様
式
２
に
記
載
い
た
だ
い
た
内
容
の
中
か
ら
、
よ
り
詳
し
く
説
明
し
た
い
内
容
を
様
式
3で
記
載
く
だ
さ
い
。
5
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記
載
例

6
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申
請
シ
ー
ト記

入
方
法
（
様
式
３
）

様
式
３

①
解
決
し
よ
う
と
し
て
い
る
社
会
課
題
の
カ
テ
ゴ
リ
ー

・
様
式
２
で
記
述
し
た
も
の
の
中
か
ら
、
特
に
力
を
入
れ
て
取
り
組
ん
で

い
る
も
の
や
申
請
者
が
記
載
し
た
い
内
容
を
チ
ェ
ッ
ク
し
て
く
だ
さ
い

②
解
決
し
よ
う
と
し
て
い
る
社
会
課
題
と
そ
れ
に
取
り
組
む
き
っ
か
け
も
し
く
は
動
機

・
ス
ト
ー
リ
ー
の
要
と
し
て
以
下
の
記
載
に
繋
が
る
重
要
な
項
目
で
す
。

・
課
題
の
背
景
（
○
○
人
が
影
響
を
受
け
て
い
る
、
業
界
特
有
の
事
情
等
）
、
③
に
記
載

す
る
行
動
に
至
っ
た
プ
ロ
セ
ス
や
想
い
な
ど
。

③
世
の
た
め
人
の
た
め
に
取
り
組
ん
で
い
る
行
動

・
商
品
性
や
サ
ー
ビ
ス
そ
の
も
の
を
説
明
す
る
の
み
で
は
な
く
、
取
り
扱
い
商
品
や

サ
ー
ビ
ス
を
通
じ
て
ど
の
よ
う
に
課
題
が
解
決
さ
れ
る
の
か

・
取
り
組
み
内
容
が
業
界
の
標
準
と
比
べ
て
優
れ
て
い
る
か

・
取
引
先
や
行
政
、
地
域
社
会
と
連
携
し
な
が
ら
取
り
組
ん
で
い
る
か
（
協
働
性
）

④
そ
の
取
組
が
地
域
社
会
や
地
域
の
人
々
に
与
え
る
影
響

・
取
り
組
み
に
よ
っ
て
課
題
を
抱
え
る
人
々
や
顧
客
、
取
引
先
等
に
起
こ
っ
た
変
化

（
エ
ピ
ソ
ー
ド
、
可
能
で
あ
れ
ば
数
値
を
交
え
て
具
体
的
に
記
入
く
だ
さ
い
）

・
事
業
（
取
組
）
に
よ
り
生
じ
る
と
想
定
さ
れ
て
い
る
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
な
イ
ン
パ
ク
ト
や
、

ネ
ガ
テ
ィ
ブ
イ
ン
パ
ク
ト
の
抑
制
に
つ
い
て
な
ど

・
③
の
取
り
組
み
か
ら
波
及
し
て
起
こ
っ
た
事
業
な
ど

⑤
上
記
、
記
載
内
容
を
含
め
、
今
後
の
具
体
的
な
取
組
計
画
を
ご
記
入
く
だ
さ
い

・
課
題
解
決
の
ス
テ
ッ
プ
と
想
定
し
て
い
る
年
次

・
課
題
が
解
決
解
決
に
至
っ
た
と
判
断
で
き
る
状
況

（
解
決
時
の
自
社
の
状
況
に
置
き
換
え
て
い
た
だ
い
て
も
構
い
ま
せ
ん
）

・
数
値
目
標

（
売
上
だ
け
で
な
く
、
○
人
、
○
個
な
ど
）

※
記
載
内
容
の
具
体
性
や
、
事
業
や
取
組
の
動
機
を
表
す
エ
ピ
ソ
ー
ド
を
記
載
い
た
だ
く
と

わ
か
り
や
す
く
な
り
ま
す
。

※
記
載
内
容
に
は
経
営
に
お
け
る
ガ
バ
ナ
ン
ス
、
課
題
解
決
の
た
め
の
協
働
性
な
ど
も
把
握

で
き
る
よ
う
な
記
載
が
望
ま
し
い
で
す
。

7

社
会
課
題
と
取
り
組
み
の
背
景

解
決
の
た
め
の
具
体
的
な
取
り
組
み

取
り
組
み
の
具
体
的
な
効
果

今
後
の
取
り
組
み
計
画
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記
載
例

8
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第
１
回
　
意
見
の
認
証
基
準
へ
の
反
映

意
見

認
証
の
方
向
性
に
つ
い
て

認
証
の
対
象
に
つ
い
て

・
NP

Oな
ど
で
ク
ラ
ウ
ド
フ
ァ
ン
デ
ィ
ン
グ
や
寄
付
と
い
う
フ
ァ
ン
ド
レ
イ
ジ
ン
グ
を
軸
に
し
た
事
業
も
認
証
の
対
象
と
な
る
の
か

→
・
府
内
の
中
小
企
業
、
NP

O、
公
益
法
人
を
対
象

・
非
営
利
型
の
一
般
社
団
、
事
業
型
の
NP

Oな
ど
法
人
格
だ
け
で
は
判
断
は
困
難
。
法
人
格
を
限
定
す
る
の
は
ナ
ン
セ
ン
ス
。

認
証
の
視
点
に
つ
い
て

・
事
業
の
社
会
性
だ
け
で
な
く
、
業
種
を
問
わ
ず
経
営
（
ガ
バ
ナ
ン
ス
）
の
社
会
化
と
い
う
観
点
は
重
要
。
特
に
イ
ン
ク
ル
ー
シ
ブ
領
域
で
は
「
配
慮
」

と
い
う
視
点
を
持
っ
た
認
証
が
重
要
で
は
。
配
慮
の
仕
組
み
化
を
明
文
化
す
る
な
ど
も
評
価
の
１
つ
。

→
・
Ｓ
認
証
の
ス
キ
ー
ム
と
社
会
課
題
発
見
シ
ー
ト
を
踏
襲
。

・
事
業
内
容
が
社
会
的
で
あ
れ
ば
、
ガ
バ
ナ
ン
ス
も
社
会
的
で
あ
ろ
う
と
い
う
性
善
説
に
た
っ
た
理
解
は
控
え
る
べ
き
で
、
事
業
内
容
と
ガ
バ
ナ
ン
ス
両

面
を
判
断
す
る
必
要
が
あ
る
。

・
ガ
バ
ナ
ン
ス
面
で
は
、
社
会
課
題
発
見
シ
ー
ト
の
「
働
き
方
・
雇
用
」
分
野
を
必
須
と
す
る
な
ど
検
討

・
障
が
い
者
雇
用
等
で
も
、
雇
用
率
達
成
を
優
先
す
る
会
社
。
雇
用
し
た
障
が
い
者
個
人
を
幸
せ
に
し
よ
う
と
す
る
会
社
に
分
か
れ
る
。
数
字
だ
け
で
な

く
後
者
の
よ
う
に
人
権
を
大
切
に
す
る
と
い
う
姿
勢
・
中
身
を
評
価
す
る
こ
と
が
大
切
。

・
独
立
・
客
観
性
を
持
た
せ
る
認
証
・
評
価
機
構
と
し
て
第
三
者
認
証
委
員
会
の
設
置

・
社
会
性
は
幅
広
い
概
念
で
、
認
証
で
育
て
よ
う
と
す
る
団
体
の
イ
メ
ー
ジ
を
具
体
的
に
描
い
た
り
、
目
指
す
方
向
性
を
定
め
て
基
準
を
定
め
る
べ
き
で

は
。

・
認
証
委
員
の
構
成
で
は
、
現
場
感
や
地
域
・
業
界
の
メ
ン
バ
ー
シ
ッ
プ
を
有
す
る
中
間
支
援
組
織
ポ
ス
ト
を
用
意

・
事
業
性
や
財
務
諸
表
だ
け
で
な
く
、
地
域
視
点
か
ら
み
た
必
要
性
、
地
域
の
メ
ン
バ
ー
シ
ッ
プ
に
よ
る
評
価
は
大
切
。

・
将
来
的
に
は
行
政
の
参
加
等
も
視
野
に
入
れ
る
。

・
地
域
の
み
な
ら
ず
、
事
業
者
同
士
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
な
ど
相
互
に
見
え
る
関
係
も
大
切
。

・
幅
広
い
参
加
が
可
能
な
S認

証
（
チ
ャ
レ
ン
ジ
認
証
）
と
課
題
解
決
を
目
指
す
（
ア
ド
バ
ン
ス
認
証
）
と
し
て
の
、

S+
認
証
の
２
段
階

・
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
な
ど
数
字
に
表
し
に
く
い
部
分
を
評
価
す
る
機
構
は
必
要
。
ま
た
、
評
価
を
行
政
で
担
う
の
か
は
検
討
す
べ
き
。
半
官
半
民
的
で
一
緒

に
担
う
機
構
が
あ
れ
ば
、
現
場
と
の
共
通
言
語
が
で
き
る
の
で
は
。

公
共
調
達
の
活
用
に
つ
い
て

・
行
政
事
業
の
公
募
や
指
定
管
理
で
社
会
性
・
公
共
性
を
踏
ま
え
た
選
定
を
す
す
め
る
に
は
、
パ
ブ
リ
ッ
ク
サ
イ
ド
で
目
指
す
共
通
価
値
を
示
す
必
要
性

が
あ
る
。
対
象
施
設
の
公
的
な
役
割
を
踏
ま
え
、
事
例
を
例
示
し
な
が
ら
ス
ト
ー
リ
ー
を
提
示
す
る
こ
と
も
必
要
。

→

・
指
定
管
理
な
ど
民
営
化
の
進
展
で
行
政
の
現
場
離
れ
が
起
こ
り
う
る
。
中
間
支
援
組
織
と
し
て
は
、
目
指
し
た
い
方
向
性
と
現
場
を
つ
な
ぐ
橋
渡
し
を

担
う
必
要
が
あ
る
。

社
会
的
金
融
に
つ
い
て

・
社
会
性
と
事
業
性
の
観
点
か
ら
審
査
が
必
要
に
な
る
。
バ
ン
カ
エ
チ
カ
で
は
、
社
会
性
を
地
域
の
審
査
委
員
会
で
審
査
。
事
業
性
（
返
済
能
力
）
は
バ

ン
カ
エ
チ
カ
（
金
融
）
で
判
断
す
る
２
段
階
方
式
だ
っ
た
。

→
・
社
会
性
・
地
域
性
等
の
審
査
を
S認

証
が
担
え
る
こ
と
を
目
指
す
。
事
業
性
は
融
資
す
る
金
融
機
関
で
審
査
。

・
国
内
に
お
い
て
も
協
同
組
合
金
融
等
で
は
、
財
務
諸
表
だ
け
で
な
く
、
地
域
の
中
で
こ
こ
は
応
援
し
な
い
と
い
け
な
い
と
い
う
評
価
を
加
味
す
る
こ
と

が
増
え
て
い
る
。

・
融
資
は
守
秘
義
務
等
も
あ
り
、
貸
す
側
か
ら
一
方
的
な
「
見
え
る
化
」
は
困
難
。
合
意
し
た
団
体
に
限
定
し
た

「
見
え
る
化
」
か
ら
。

・
社
会
的
金
融
を
通
じ
た
融
資
の
結
果
や
ス
ト
ー
リ
ー
を
示
す
こ
と
で
、
意
義
の
大
き
さ
が
伝
わ
り
、
認
知
度
も
高
ま
る
の
で
は
。

・
地
域
へ
の
目
利
き
力
は
多
様
な
資
金
調
達
パ
ネ
ル
は
、
金
融
機
関
の
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
が
担
え
る
よ
う
に
、
休
眠
預

金
等
の
活
用
も
視
野
に
。

・
事
業
性
は
低
い
が
社
会
性
の
高
い
、
社
会
的
事
業
・
市
民
事
業
・
CB
等
は
融
資
だ
け
で
は
な
く
、
投
資
・
助
成
金
・
多
様
な
資
金
調
達
パ
ネ
ル
を
用
意

す
る
必
要
が
あ
る
。

・
金
融
機
関
を
通
じ
た
広
が
り
も

・
欧
州
で
は
金
融
機
関
の
み
な
ら
ず
、
社
会
的
企
業
等
が
全
国
連
合
組
織
を
つ
く
り
資
金
調
達
を
含
め
た
ア
ド
バ
イ
ス
・
サ
ポ
ー
ト
、
仕
事
の
融
通
な
ど

相
互
に
支
え
合
う
仕
組
み
が
あ
る
。
社
会
的
事
業
を
支
え
る
ベ
ー
ス
は
地
域
・
金
融
・
当
事
者
連
合
組
織
の
３
つ
。
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で
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。
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。
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２０２２年３月１８日 

２０２１年度 第３回 大阪版ソーシャル事業所認証研究会 

 

次 第 

 

日時：2022年 3月 18日（木） 18:00～20:00 

場所：大阪市立大学 文化交流センター  

大セミナー室 

ＺＯＯＭ 

 

１．開会 

 

２．議事 

（１）第２回会議のふりかえり【事務局】 

（２）社会的価値を考慮した公共調達について －欧州の取り組みを中心に－ 

【岸 道雄 立命館大学 政策科学部 教授】 

（３）意見交換 

 

【配布資料】 

0_01_次第 

0_02_委員名簿 

1_01_第２回研究会_意見要旨 

1_02_京都信用金庫・在阪金融機関等へのヒアリング 

1_03_公共調達等について 

2_社会的価値を考慮した公共調達について －欧州の取り組みを中心に－ 

 

【参考資料】 

参考_1_01_第２回_議事録 

参考_1_02_ソーシャルグッド預金ちらし 

参考_1_03_第 12回ビルメン社会貢献セミナー報告 

 

 

３．閉会 

 
 

【お問い合わせ先】 
特定非営利活動法人 福祉のまちづくり実践機構（担当：田岡） 
大阪市浪速区木津川２－３－８ A´ワーク創造館内 
ＴＥＬ：06－6562－4601  ＦＡＸ：06－6562－1549 
携 帯：080－2412－9762 ＭＡＩＬ：info@wep-npo.com 
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第２回　大阪版ソーシャル事業所認証研究会　意見要旨

意見
認証のメリットや期待

・認証を受けた企業が束になり、企業群ができる。ネットワークとしてのメリットだけでなく、この企業群へ情報提供や事業者の
マッチングなど様々なアプローチを仕掛けることでメリットを生み出すことは非常に大事。

・認証を受けた企業群が、大阪版ソーシャルファームの群として、施策立案、実現のパートナーになっていただいたり、新しい
パートナーとなる可能性がある。

・認証を受けた結果、利用者や顧客が集まったり、働きたいと希望する人材が多く集まるというメリットにつなげてほしい。

・認証を受けることが、NPOなど非営利法人のファンドレイジングに役立つものとなれば価値が高い。

・公共調達では、総合評価等の価格以外の評価部分はわかりやすさが求められ、雇用率など明確な指標が中心となる。実際の現場
でのサポート体制など、中身の「見える化」を補うのが認証という役割を果たせれば、認証の価値が出てくる

・NPOや公益法人等のみならず、地域の中小企業など本業以外のソーシャルな取り組みに視点が当たることが重要。

・第三者性や信頼性の確保に向けて、認証システムにおける、大学発の一般社団法人等の設立に期待。

制度発足に向けた課題

・京都モデルを水平移動させようとする場合、顧客へのアプローチの拡充、預金機能といった面で信金・信組に協力いただけるか
が大切。認証制度を早く動かすだけでなく、協力いただける体制づくりも考慮し、丁寧な対応が必要。

･2024年度に行政の評価基準等への適合を掲げるのであれば、行政協議や制度化するためのロードマップが必要。また、他の金融機
関と協働するため、もう少し細やかなロードマップが必要。

・行政への働きかけでは、申請書や事業計画書の中だけで完結させることは困難。ストーリーを理解してもらうためにも、行政職
や議員のみなさんに現場で実践や当事者が声を伝えるなど個別アプローチが必要。

・現状、行政における明確な位置づけがあるわけではない。行政を巻き込むためには、行政の福祉化の審議会における有識者の提
言からスタートした取組みである点がポイントとなる。

・社会的な取り組みには「透明性」が不可欠。個別企業の情報にはなるものの、認証される過程や審査結果の見える化など、共感
を生み出すために取り組むとよりよくなるのでは。

・チャレンジ認証「やってみよう」アドバンス認証「やっていること」で２段階を設けることには期待できる。ただ、「やってい
ること」については、ロジックモデル活用や実践者、当事者、受益者の声など求めるなど高めの評価基準が必要。

・統一的な基準をつくるには、それなりの時間とコストが必要。それよりもこの領域に精通している人に聞くのが、間違いない
し、早い。といった人的なつながりをどのように活用するのか。

・対外的なことやパフォーマンスとしてではなく、社内でのスタッフ同士の話し合いなど、コンプライアンス的に求められるもの
だけでなく、職場を共につくる、結果として変わってきたという風土も評価できるような仕組みが欲しい。

・パイオニアなど、幅広い領域で先駆的と取り扱うのは、非常に難しい。大阪なのか世界的なのかという地域性の問題もあり、時
代性の課題もある。納得感という意味では、経験・実践から総合的な評価が必要になる。

・一定の基準を満たした団体・企業を増やすのか、スペシャル・ユニークな企業を認定するのかという、アドバンス認証の基準は
明確にすべき

・アドバンス認証の環境分野に精通した委員をどのように確保するか。

公共調達分野での認証制度活用について

・行政の福祉化で導入された「総合評価」は清掃業務で障がい者雇用の実現が目的で「福祉」のウエイトが高い。「指定管理者
も」も同様の項目はあるが、行政庁の役割を担うことが最重要で「福祉」などのウエイトは高くない。チャレンジ認証は指定管理
者選考、アドバンス認証は総合評価など、将来的にS認証が評価項目に組み込まれるのも一案。

・公共調達で個別の取組みを評価するというのであれば、「何のために」という目的が明確に必要。行政の福祉化は知的障がい者
の雇用実現という政策的課題の解決が目標にあったから進んだ点がある。

社会的金融について

・社会性を重視しても事業性の有無で融資が決まるのが現実。行政施策が未整備な領域の取組みは資金需要は高いが、事業性は低
い。認証団体等が将来的な行政施策化を目指すような取り組みへの資金調達面での支援は必要。
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2022年 3月 18日 

京都信用金庫・在阪金融機関等へのヒアリング結果 

 
〇Ｓ認証のメリット 

・地域の中小企業にソーシャルマインドを共感で広げることであり、短期のメリットではなく、成長か
ら充実した地域を目指す１０年プランの取組み。 
・認証を受ける企業等への特別なインセンティブを用意したり、アワードなど優劣を競うことは考え
ていない。 
・消費者と企業の両サイドが共感でつながる仕組み。ソーシャルグッド預金とＳ認証は両輪。 
※ソーシャルグッド預金は、「地域」「文化」「医療・福祉」「教育」「環境」「働き方」の課題解決に貢献
する地域企業への融資に割り当てる。1000億円規模で、融資先は「S認証」等 

 
〇大阪における可能性 

・ここ１・２年で ESGや SDGｓの認知の広がり、社会的課題解決への顧客の関心は高まっている。 
・大阪府北東部はＳ認証の対象エリア（豊中・吹田・高槻・守口・枚方・茨木・寝屋川・大東・門真・
東大阪・交野）ですでに７０団体程度が認証されている。 
・取引先以外でも申請は可能であるが、時間はかかる。 
・認証機構等を構成する団体の信頼度は、制度に金融機関として参画する判断に影響を与える。大学の
関与や公的な助成金などは重要。 
・認証制度を特定の金融機関が旗振りしていると、他の金融機関にとって参画障壁はあがる。フラット
な参画ができる枠組みは大切。 

 
〇水平展開の可否 

・現行の S認証の枠組みに金融機関等が参画し、取り組みを広げることは可能。 
・ＳＣＡの人材育成は特定の研修があるわけではない。Ｓ認証に取り組む金融機関等の社風で培われ
るものがベースにある。 
・ＳＣＡを担う人材を担保できるかがポイント。特定の誰ということではなく、すべてのスタッフがＳ
ＣＡ。取引先と共に汗を書き、ソーシャルな言語に変換する仕事は一朝一夕ではない。 

 

〇金融機関の状況 

・ソーシャルな取り組みを推進する気運の高まりはあるが、ポストコロナでは本業支援による融資の回
収という大仕事がある。多くの金融機関が人的資源を投入できない可能性がある。 

・信用組合・信用金庫は地域限定という縛りだけでなく、それぞれ得意な産業がある。ソーシャルな取り
組みを実現しやすい産業の取引先を有しているかという点も参画のポイント。 
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2022年 3月 18日 

京都信用金庫・在阪金融機関等へのヒアリング結果 

 
〇Ｓ認証のメリット 

・地域の中小企業にソーシャルマインドを共感で広げることであり、短期のメリットではなく、成長か
ら充実した地域を目指す１０年プランの取組み。 
・認証を受ける企業等への特別なインセンティブを用意したり、アワードなど優劣を競うことは考え
ていない。 
・消費者と企業の両サイドが共感でつながる仕組み。ソーシャルグッド預金とＳ認証は両輪。 
※ソーシャルグッド預金は、「地域」「文化」「医療・福祉」「教育」「環境」「働き方」の課題解決に貢献
する地域企業への融資に割り当てる。1000億円規模で、融資先は「S認証」等 

 
〇大阪における可能性 

・ここ１・２年で ESGや SDGｓの認知の広がり、社会的課題解決への顧客の関心は高まっている。 
・大阪府北東部はＳ認証の対象エリア（豊中・吹田・高槻・守口・枚方・茨木・寝屋川・大東・門真・
東大阪・交野）ですでに７０団体程度が認証されている。 
・取引先以外でも申請は可能であるが、時間はかかる。 
・認証機構等を構成する団体の信頼度は、制度に金融機関として参画する判断に影響を与える。大学の
関与や公的な助成金などは重要。 
・認証制度を特定の金融機関が旗振りしていると、他の金融機関にとって参画障壁はあがる。フラット
な参画ができる枠組みは大切。 

 
〇水平展開の可否 

・現行の S認証の枠組みに金融機関等が参画し、取り組みを広げることは可能。 
・ＳＣＡの人材育成は特定の研修があるわけではない。Ｓ認証に取り組む金融機関等の社風で培われ
るものがベースにある。 
・ＳＣＡを担う人材を担保できるかがポイント。特定の誰ということではなく、すべてのスタッフがＳ
ＣＡ。取引先と共に汗を書き、ソーシャルな言語に変換する仕事は一朝一夕ではない。 

 

〇金融機関の状況 

・ソーシャルな取り組みを推進する気運の高まりはあるが、ポストコロナでは本業支援による融資の回
収という大仕事がある。多くの金融機関が人的資源を投入できない可能性がある。 

・信用組合・信用金庫は地域限定という縛りだけでなく、それぞれ得意な産業がある。ソーシャルな取り
組みを実現しやすい産業の取引先を有しているかという点も参画のポイント。 

 

Ⅰ
．
SD
Gｓ
に
位
置
づ
く
公
共
調
達

1

•S
DG
s1
2.
7

12
.7

国
内
の
政
策
や
優
先
事
項
に
従
っ
て
持
続
可
能
な

公
共
調
達
の
慣
行
を
促
進
す
る
。
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Ⅱ
．
地
方
公
共
団
体
の
入
札
の
種
類

2

1.
一
般
競
争
入
札

→
金
額
で
決
め
る

予
定
価
格
の
制
限
の
範
囲
内
で
最
低
の
価
格
で
申
込
を
し
た
者
が
落
札
者

例
外
と
し
て
、
最
低
の
価
格
以
外
を
落
札
者
と
で
き
る
の
は
下
記

・
低
入
札
価
格
調
査
制
度

・
最
低
制
限
価
格
制
度

・
総
合
評
価
方
式

2.
指
名
競
争
入
札

→
特
定
の
参
加
者
の
中
で
金
額
で
決
め
る

次
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
場
合
は
適
用
で
き
る
。

・
契
約
の
性
質
・
目
的
が
一
般
競
争
入
札
に
適
し
な
い
契
約
を
す
る
と
き

・
契
約
の
性
質
・
目
的
に
よ
り
、
入
札
に
加
わ
る
べ
き
者
の
数
が
一
般
競
争
入
札
に

付
す
る
必
要
が
な
い
と
認
め
ら
れ
る
程
度
に
少
数
で
あ
る
契
約
を
す
る
と
き
。

・
一
般
競
争
入
札
に
付
す
る
こ
と
が
不
利
と
認
め
ら
れ
る
と
き
。
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3

3.
随
意
契
約

→
任
意
に
特
定
の
者
と
契
約
で
き
る
。

①
少
額
随
意
契
約
（
契
約
の
予
定
価
格
規
則
で
定
め
る
額
を
超
え
な
い
契
約
）

②
政
策
的
随
意
契
約
（
契
約
の
性
質
・
目
的
が
競
争
入
札
に
適
し
な
い
契
約
）

③
福
祉
的
随
意
契
約
（
障
害
者
関
係
施
設
、
認
定
生
活
困
窮
者
就
労
訓
練
事
業
、
シ
ル
バ
ー
人
材
セ

ン
タ
ー
、
母
子
福
祉
団
体
等
か
ら
物
品
購
入
・
役
務
提
供
の
契
約
）

④
ベ
ン
チ
ャ
ー
随
意
契
約
（
ベ
ン
チ
ャ
ー
企
業
の
新
商
品
や
新
役
務
の
提
供
を
受
け
る
契
約
）

⑤
緊
急
の
必
要
に
よ
り
競
争
入
札
に
付
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
と
き
。

⑥
競
争
入
札
に
付
す
る
こ
と
が
不
利
と
認
め
ら
れ
る
と
き
。

⑦
時
価
に
比
べ
著
し
く
有
利
な
価
格
で
契
約
を
締
結
す
る
こ
と
が
で
き
る
見
込
み
の
あ
る
と
き
。

⑧
競
争
入
札
に
付
し
入
札
者
が
な
い
と
き
、
又
は
再
度
の
入
札
に
付
し
落
札
者
が
な
い
と
き
。

⑨
落
札
者
が
契
約
を
締
結
し
な
い
と
き
。
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4

Ⅲ
．
総
合
評
価
方
式
と
は
？

①
競
争
入
札
の
１
つ

②
お
金
だ
け
で
な
く
、
各
自
治
体
が
定
め
る
「
評

価
項
目
」
も
含
め
て
、
落
札
者
を
決
め
る
。

③
事
例
と
し
て
、

大
阪
府
清
掃
業
務
で
は
、

価
格
50
、
技
術
14
、
福
祉
30
、
環
境
6

→
障
が
い
者
等
の
雇
用

大
阪
府
指
定
管
理
者
で
は
、

価
格
50
、
平
等
利
用
・
施
設
の
効
用
の
最
大

化
・
財
政
基
盤
40
、
そ
の
他
10

→
公
の
施
設
を
担
う
も
の
と
し
て
の
責
務

国
の
サ
ポ
ス
テ
募
集
で
は
、

価
格
15
0、

事
業
方
針
・
内
容
35
、
相
談
支

援
力
15
5、

組
織
の
経
験
能
力
55
、
配
置
人

員
の
経
験
能
力
25
、
え
る
ぼ
し
・
く
る
み

ん
・
ユ
ー
ス
エ
ー
ル
30

→
ワ
ー
ク
ラ
イ
フ
バ
ラ
ン
ス
の
実
現
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参 考 資 料 ： 大 阪 府 に お け る 総 合 評 価 一 般 競 争 入 札 項 目
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参
考
資
料
：
大
阪
府
指
定
管
理
者
制
度
に
お
け
る
項
目

総
得
点
：
１
０
０
点

う
ち
『
そ
の
他
管
理
に
際
し
て
必
要
な
事
項
』
と
し
て
「
府
の
施
策
と
の
整
合
」
に
お
お
む
ね
１
０
点
。

「
公
の
施
設
」
を
担
う
者
と
し
て
、
「
社
会
性
・
公
共
性
」
を
踏
ま
え
た
評
価
が
導
入
さ
れ
て
い
る
。
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7

参
考
資
料
：
国
に
お
け
る
総
合
評
価
一
般
競
争
入
札
の
活
用
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参
考
資
料
：
国
に
お
け
る
総
合
評
価
一
般
競
争
入
札
項
目

（
サ
ポ
ス
テ
：
20
21
,22
）

総
得
点
：
４
５
０
点
（
価
格
：
１
５
０
点
、
技
術
：
３
０
０
点
）

ワ
ー
ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス
指
標
が
組
み
込
ま
れ
30
点
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9

•狙
い
：
ワ
ー
ク
ラ
イ
フ
バ
ラ
ン
ス
等
の
実
現
に
向
け
た
、
企
業
の
ポ
ジ
テ
ィ

ブ
ア
ク
シ
ョ
ン
を
誘
導

•根
拠
法
：
女
性
活
躍
推
進
法
第
２
0条

（
国
等
か
ら
の
受
注
機
会
の
増
大
）

国
は
、
女
性
の
職
業
生
活
に
お
け
る
活
躍
の
推
進
に
資
す
る
た
め
、
国
及
び
公
庫
等
の

役
務
又
は
物
件
の
調
達
に
関
し
、
予
算
の
適
正
な
使
用
に
留
意
し
つ
つ
、
認
定
一
般
事

業
主
そ
の
他
の
女
性
の
職
業
生
活
に
お
け
る
活
躍
に
関
す
る
状
況
又
は
女
性
の
職
業
生

活
に
お
け
る
活
躍
の
推
進
に
関
す
る
取
組
の
実
施
の
状
況
が
優
良
な
一
般
事
業
主
（
次

項
に
お
い
て
「
認
定
一
般
事
業
主
等
」
と
い
う
。
）
の
受
注
の
機
会
の
増
大
そ
の
他
の

必
要
な
施
策
を
実
施
す
る
も
の
と
す
る
。

２
地
方
公
共
団
体
は
、
国
の
施
策
に
準
じ
て
、
認
定
一
般
事
業
主
等
の
受
注
の
機
会

の
増
大
そ
の
他
の
必
要
な
施
策
を
実
施
す
る
よ
う
に
努
め
る
も
の
と
す
る
。

Ⅳ
．
ワ
ー
ク
ラ
イ
フ
バ
ラ
ン
ス
等
を
総
合
評
価
項
目
と
す
る
根
拠
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10

参
考
資
料
：
障
が
い
者
優
先
調
達
法
(努
力
義
務
）

•
（
国
及
び
独
立
行
政
法
人
等
の
責
務
）

第
三
条

国
及
び
独
立
行
政
法
人
等
は
、
物
品
及
び
役
務
（
以
下
「
物
品
等
」
と
い

う
。
）
の
調
達
に
当
た
っ
て
は
、
障
害
者
就
労
施
設
等
の
受
注
の
機
会
の
増
大
を
図

る
た
め
、
予
算
の
適
正
な
使
用
に
留
意
し
つ
つ
、
優
先
的
に
障
害
者
就
労
施
設
等
か

ら
物
品
等
を
調
達
す
る
よ
う
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

•
（
地
方
公
共
団
体
及
び
地
方
独
立
行
政
法
人
の
責
務
）

第
四
条

地
方
公
共
団
体
は
、
そ
の
区
域
の
障
害
者
就
労
施
設
に
お
け
る
障
害
者
の

就
労
又
は
在
宅
就
業
障
害
者
の
就
業
の
実
態
に
応
じ
て
、
障
害
者
就
労
施
設
等
の
受

注
の
機
会
の
増
大
を
図
る
た
め
の
措
置
を
講
ず
る
よ
う
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２
地
方
独
立
行
政
法
人
は
、
当
該
地
方
独
立
行
政
法
人
の
事
務
及
び
事
業
に
関
し
、

障
害
者
就
労
施
設
等
の
受
注
の
機
会
の
増
大
を
図
る
た
め
の
措
置
を
講
ず
る
よ
う
努

め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
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11

〇
ワ
ー
ク
ラ
イ
フ
バ
ラ
ン
ス
法

総
合
評
価
で
の
加
点
評
価
の
取
組
実
施
調
達
の
規
模

→
20
18
年
度
実
績
：
１
兆
８
７
０
０
億
円
（
物
品
役
務
８
０
０
０
億
円
、
公
共
工
事
等
４

０
０
０
億
円
）
（
国
：
１
兆
２
１
０
０
億
円
、
独
法
６
７
０
０
億
円
）

〇
障
が
い
者
優
先
調
達
推
進
法

障
が
い
者
就
労
施
設
等
か
ら
の
物
品
等
の
調
達
の
推
進

→
20
20
年
度
実
績
：
１
９
８
億
円
（
物
品
４
０
億
円
：
役
務
１
５
８
億
円
）
（
市
町
村
１

４
１
億
：
都
道
府
県
２
７
憶
：
独
法
１
５
億
：
国
１
０
億
：
地
方
独
法
３
億
）
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Ⅴ
．
調
達
規
模
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Ⅵ
．
大
阪
府
の
再
委
託
に
関
す
る
基
準

12

•
（
再
委
託
等
の
禁
止
）

大
阪
府
が
締
結
す
る
委
託
役
務
業
務
の
契
約
の
履
行
に
当
た
り
、
受
注
者
は
、

原
則
、
再
委
託
等
し
て
は
な
ら
な
い
こ
と
と
な
っ
て
お
り
、
再
委
託
等
す
る
場

合
は
、
あ
ら
か
じ
め
、
書
面
を
も
っ
て
、
事
業
を
所
管
す
る
部
局
長
等
又
は
予

算
執
行
機
関
の
長
（
以
下
「
発
注
者
」
と
い
う
。
）
に
通
知
し
、
承
認
を
得
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。

•
（
再
委
託
の
承
認
）

発
注
者
は
、
原
則
と
し
て
、
次
の
い
ず
れ
に
も
該
当
し
な
い
場
合
に
限
り
、
や

む
を
得
な
い
と
認
め
る
部
分
に
つ
い
て
、
再
委
託
を
承
認
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

・
業
務
の
主
要
な
部
分
を
再
委
託
す
る
こ
と

・
契
約
金
額
の
相
当
部
分
を
再
委
託
す
る
こ
と

・
同
案
件
の
競
争
入
札
に
お
け
る
他
の
入
札
参
加
者
に
再
委
託
す
る
こ
と
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総
合
評
価
一
般
競
争
入
札
に
か
か
る
経
費
【
Ａ
】

＜
障
が
い
者
が
就
労
す
る
こ
と
に
よ
る
利
益
【
Ｂ
】

15
年
間
の
費
用
対
効
果

約
6億

円
政
策
的

有
効
性
あ
り

1年
間
の
費
用
対
効
果

約
4,
00
0万
円

1年
間
の
平
均
経
費
【
Ａ
】

約
5,
40
0万

円
1年

間
の
利
益
【
Ｂ
】

約
9,
40
0万

円

【
Ａ
】
総
合
評
価
一
般
競
争
入
札
の
平
均
経
費

総
合
評
価
物
件
が
一
般
競
争
物
件
だ
っ
た
場
合
の
想
定
落
札
価
格
①

を
落
札
率
の
比
較
か
ら
試
算
。

実
際
の
総
合
評
価
物
件
落
札
価
格
②
と
の
差
を
経
費
と
し
た

①
－
②
＝
過
去
12
年
間
で
約
6億
5,
20
0万

円
⇒
年
間
平
均
経
費

約
5,
40
0万
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）
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討
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ソーシャル企業認証の必要性と社会的金融

社会と地域の

いま“お金”と“しごと”の流れは、大きく変わろうとしています。

誰ひとり取り残さない持続可能な社会のあり方を目指す『SDGｓ』 

その実現にむけ、“資本”の流れを大きく変えようとする『ESG投資』 

それに伴い、カーボンニュートラルを目指した二酸化炭素排出権取引、

人権への配慮など、国境を越え、地球を舞台にした動きがスタートしています。

スケールの大きさに圧倒されそうにもなりますが、大阪府では1999年から

『行政の福祉化』に取り組み、先駆的に施設の維持管理や既存資源の

活用等の“しごとや調達”の場面に、障がい者等の就労機会の創出など

金額だけでない、「福祉の視点」を盛り込んできました。

また、毎年700億円規模で発生するといわれる休眠預金を活用した民間

公益活動支援でも「社会的インパクトの視点」が導入されています。

実はこの流れは、大きな話ばかりでなく、身近な事業や活動においても、

金銭だけでは表せない、社会や地域への付加価値を見直す動きなのです。

その実践として、京都信用金庫・京都北都信用金庫・湖東信用金庫・

龍谷大学では、民間独自で「ソーシャル企業認証制度」の取組みを、

2021年４月からスタートさせ、400社近くが認証されました。

認定や認証制度では指標を満たすことが求められがちですが、企業文化や

地域密着性など、指標化の難しい付加価値をどのように目利きしているのか。

今回は、ソーシャル企業認証制度の仕掛け人でもあり、地域課題と市民

活動、地域の事業所と向き合いながら、持続可能な地域社会の構築に

取り組む龍谷大学政策学部教授の深尾昌峰教授をお招きし、認証の

必要性やその課題と展望などお聞きします。

龍谷大学 政策学部 教授

深尾 昌峰

こちらの →
申込フォームから
お願いします。

オンラインセミナー

https://forms.gle/RPAUApXeLFUAygER8

主催 ｜ ＮＰＯ法人 福祉のまちづくり実践機構（☎ 06-6562-4601）
共催 ｜ 釜ヶ崎のまち再生フォーラム

20210930_ 公開学習会

＊この学習会は、2021 年度大阪府福祉基金からの助成を受けて実施しています。

熊本県出身。1998年きょうとNPOセンター
設立、2009年に公益財団法人京都地域創造
基金の理事長に就任。市民による持続可能な
地域づくりのエコシステムづくりを展開。 
2012年に社会的投資をデザインする非営利型
企業の株式会社 PLUS SOCIAL を起業、代表
取締役に就任。2016年4月にプラスソーシャル
インベストメント株式会社を共同起業し代表
取締役会長に就任。現在、龍谷大学政策学部
教授、G8社会的投資タスクフォース国内諮問
委員会委員、東近江市参与等を務めている。

要申し込み

9 30
18:30～20:30

利き力め 利き力め



特定非営利活動法人 福祉のまちづくり実践機構

大阪市浪速区木津川２丁目３番８号 Ａ́ワーク創造館内
T E L : ０６－６５６２－４６０１
ＦＡＸ：０６－６５６２－１５４９

h t t p s : / / w w w . w e p - n p o . c o m

本事業は2021年度大阪府福祉基金地域福祉振興助成金を受けて実施いたしました。
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